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• 女川原子力発電所では，港内静穏域に常時観測用の潮位計と，常時観測用の潮位計が欠測となった場合のバックアップ用の潮位計（メモリ－式）
（以下，「潮位計」という。）を同一個所に設置している。

• 3.11地震に伴う津波来襲時，常時観測用の潮位計は同津波の影響により測定不能となったものの，バックアップ用の潮位計により記録を取得した
（データサンプリング間隔：60秒）。

 

200m 

潮位計設置位置

潮位計設置概要図

状況写真

潮位計

ウェル

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p14 再掲

津波によりデータ中継装置建屋が冠水

データ中継装置建屋

データ収録装置

O.P.+2.5m※

O.P.+5.8m

接続箱

ウェル

岸 壁

常時観測用バックアップ用

（メモリー式）

O.P.+6.0m※

※：地盤変動量約－1.0ｍを考慮した値

Ⅰ．第１章 １．１ 近地津波に関する文献調査

１．１．２ 3.11地震に伴う津波の発電所における観測記録：潮位計の概要

O.P.-6.0m※
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観測記録：3月11日14：30～24：00（地盤変動量考慮前）

（東北電力（2011）より）

最高水位：O.P.+13.78ｍ(15:29)

最低水位：O.P.－5.0ｍ以下(15:44～15:46)

最高水位：O.P.約+13ｍ(15:29)

• 潮位計による3月11日14時30分～24時00分の観測記録を左図に示す。最高水位は，O.P.+13.78m（15時29分）であり，最低水位はO.P.-5.0m（15時44分
～15時46分）である。最低水位については，潮位計の観測レンジがO.P.-5.0m以上であることから，O.P.-5.0m以下であったものと推定される。なお，
本記録は，地震に伴う地盤沈下量約1mを考慮する前の記録である。

• 地震に伴う地盤沈下量約1mを考慮し，最高水位を記録した時刻の前後約30分の観測記録を右図に示す。同記録から，発電所に来襲した最高水位は
O.P.約+13mである。また，最低水位はO.P.-6.0m以下であったものと推定される。

観測記録：3月11日15：00～16：00（地盤変動量約1mを考慮して補正）

（東北電力（2011）より）

最低水位：O.P.－6.0ｍ以下(15:44～15:46)

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p15 再掲Ⅰ．第１章 １．１ 近地津波に関する文献調査

１．１．２ 3.11地震に伴う津波の発電所における観測記録：観測記録
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第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p16 一部修正Ⅰ．第１章 １．２ 遠地津波に関する文献調査

１．２．１ 調査に用いた文献一覧
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• Satake et al.(2003)は，1700年カスケード地震について，北米カスケードの沈み込み帯のプレート形状を考慮した複数の断層モデル（Mw8.7-9.2）を用いて，
古文書から推定される日本沿岸の津波高さと計算値の比較等を実施し，最も適切なモデルはMw9.0（Long-Narrow model）であるとしている。

評価に用いた断層モデル

（Satake et al.(2003)に一部加筆）

地殻変動量

（Satake et al.(2003)に一部加筆）

①日本沿岸における津波高さを再現する地震規模

• なお，栁澤ほか（2012）は，上記モデル（Long-Narrow model ）を用いて，日本近海を非線形長波理論により数値計算を実施し，古文書から推定される痕
跡高のうち水位が高い方の評価値を再現するためには，断層モデルによる地殻変動量を2倍程度に修正する必要があることを示している。ただし，現地の
地質学的な知見（＝古代の微化石の位置）と一致しなくなり，議論の余地があるとしている。

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p17 再掲Ⅰ．第１章 １．２ 遠地津波に関する文献調査

１．２．２ 1700年カスケード地震に関する文献調査（１／２）
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• Witter et al.(2012)は，オレゴン州の湖（Bradley Lake）で認められる1700年カスケード地震に伴う津波を含む津波堆積物を対象に，３つの破壊パターンを
想定して，地殻変動や浸水域を再現するために必要なすべり量の最小値を推定している。

• 1700年の地震に伴う津波堆積物を再現するためには，Mw8.9～9.0に相当するすべりが必要としている。また，1700年の地震以外に伴う津波堆積物を再
現するための地震規模としては，Mw8.4～9.1に相当するすべりが必要としている。

②オレゴン州の湖における津波堆積物等を再現する地震規模

検討対象位置：Bradley Lake（Witter et al.(2012)に一部加筆）

津波堆積物の概要（Witter et al.(2012)に一部加筆）

仮定した破壊パターン（Witter et al.(2012)に一部加筆）

：分岐断層を含む破壊

：隆起量と沈降量が同程度の破壊

：沈降量と比較して海溝側の隆起量が大きい破壊

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p18 再掲Ⅰ．第１章 １．２ 遠地津波に関する文献調査

１．２．２ 1700年カスケード地震に関する文献調査（２／２）
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女川原子力

発電所

• 津波堆積物調査及び数値シミュレーションを踏まえた仙台平野及び石巻
平野における浸水域の比較から，869年の津波と3.11地震に伴う津波の
規模を比較した。

位置

869年の津波※1 3.11地震に伴う津波※2

測線
当時の海岸線か

らの距離
（km）

測線
海岸線からの

距離
（km）

石巻
平野

WA 1.5 - -

A1 3.3 - -

Y 2.9 石巻e 1.87

仙台
平野

a 2.8 仙台a 3.40

- - 仙台b 3.02

b 2.1 仙台c 3.11

- - 仙台d 3.40

- - 仙台e 2.71

c 4.0 仙台g 3.14

d 2.9 仙台h 2.89

津波堆積物の到達限界

※１：澤井ほか（2007），澤井ほか（2008），宍倉ほか（2007），行谷ほか（2010）

※２：宍倉ほか（2012）

調査範囲

（宍倉ほか（2012）に加筆）

石巻平野の調査範囲

仙台平野の調査範囲

（測線d，仙台h測線除く）

仙台平野の調査範囲

（測線d，仙台h測線）

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 １．文献調査

１．３ 津波堆積物に関する文献調査（１／３）

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p11 再掲
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第5図：仙台平野②

第4図：仙台平野①
仙台ａ測線

（ａ測線※３）

仙台ｂ測線

仙台ｃ測線

（ｂ測線※３）

仙台ｄ測線

仙台ｅ測線

仙台ｇ測線

（ｃ測線※３）

仙台ｈ測線

（ｄ測線※３）

※１：石巻ａと石巻ｅ測線は，宍倉ほか（2007）によるＷＡ測線およびＹ測線とほぼ一致。

※２：行谷ほか（2010）によるＡ１測線付近を加筆。

※３：仙台ａ，仙台ｃ，仙台ｇ，仙台ｈの各測線は，澤井ほか（2007，2008）で報告されているａ～ｄ測線と同じ。

• 仙台平野及び石巻平野における869年の津波と3.11地震に伴う津波による津波堆積物の到達限界は，ほぼ同規模である（澤井ほか（2007，2008），
行谷ほか（2010），宍倉ほか（2007，2012））。

石巻ｅ測線

（Ｙ測線※１）

石巻ａ測線

（ＷＡ測線※１）

（Ａ１測線※２付近）

第5図：石巻平野

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 １．文献調査

１．３ 津波堆積物に関する文献調査（２／３）

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p12 再掲
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• 菅原ほか（2011，2013）は，仙台平野における869年の津波の津波堆積物と浸食痕の分布状況の調査結果から，津波堆積物の到達距離と浸水距離
の乖離を考慮した数値シミュレーションにより浸水域を推定し，3.11地震に伴う津波の浸水域と比較して両者が殆ど重なることを示した。また，869年
の津波の当時の海岸線は現在より約1km内陸に位置していたことを示した。

• 以上より，仙台平野及び石巻平野において，3.11地震に伴う津波は869年の津波とほぼ同等，もしくは上回っていたと考えられる。

仙台平野における869年の津波と3.11地震に伴う津波の浸水域比較

（菅原ほか（2013））

女川原子力発電所

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 １．文献調査

１．３ 津波堆積物に関する文献調査（３／３）

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p13 再掲
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価

１．文献調査

２．千島海溝沿いで発生する津波の影響

２．１ 検討用波源域の設定

２．２ 検討用波源モデルの設定

２．３ 数値計算結果

３．遠地津波の数値シミュレーション

４．東北地方太平洋沖型の地震

５．津波地震

６．海洋プレート内地震
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• 千島海溝沿いでは，ほぼ空白域無く既往地震が発生し，各セグメントにアスペリティが分布している。

• 地震調査研究推進本部（2017a）では，津波堆積物調査等から，北海道東部に巨大な津波をもたらすような地震を「超巨大地震（17世紀型）」と評価し，
地震規模については，現時点で解明されている知見の中で最大の地震は17 世紀の地震（Mw8.8）であるが，北方領土における津波堆積物の分布
が不明瞭であり，規模がより大きくなる可能性があることを踏まえ，Mw8.8程度以上と評価している。

• 以上を踏まえ，保守的な評価の観点から，十勝沖から択捉島沖を波源とする津波が発電所に与える影響を検討した。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．千島海溝沿いで発生する津波の影響

２．１ 検討用波源域の設定

千島海溝沿いで発生した既往地震の震源域

（文部科学省（2007）に一部加筆）

※１：地震調査研究推進本部（2017a）で示されている17世紀の地
震の震源域を基に記載。

※２：1968年Tokachi（=1968年十勝沖地震）の誤記と考えられる。

※２

超巨大地震（17世紀型）

（十勝沖・根室沖）※１

千島海溝沿い（十勝沖～択捉島沖）の地震発生領域

（地震調査研究推進本部（2017a））

第778回審査会合（R1.9.27）

資料1-5-2 p16 一部修正
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．千島海溝沿いで発生する津波の影響

２．２ 検討用波源モデルの設定

検討用波源モデル

（十勝沖から択捉島沖の連動型地震）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw） 9.21

断層面積（S） 157,100（km2）

平均応力降下量（⊿σ） 3.19（MPa）

地震モーメント（Mo） 8.15×1022（Nm）

平均すべり量（D） 10.38（m）

背景的領域（0.33D）
（面積及び面積比率）

3.33（m）
（92,651（km2），59.0%）

大すべり域（1.4D）
（面積及び面積比率）※

14.12（m）
（38,911（km2），24.8%）

超大すべり域（3D）
（面積及び面積比率）

30.26（m）
（25,538（km2），16.2%）

す
べ
り
量

※：超大すべり域を含まない面積及び面積比率

：背景領域
：大すべり域
：超大すべり域

断層パラメータ

• 大すべり域・超大すべり域の面積，すべり量は，広域の津波特性を考慮するため，杉野ほか（2014）の知見を踏まえて設定した。

• 大すべり域・超大すべり域の位置は，複数セグメントの連動破壊が見られた2004年スマトラ～アンダマン地震のすべり分布ならびに地震調査研究推
進本部（2017a）による境界領域を考慮して，十勝沖・根室沖と色丹島沖・択捉島沖のセグメント毎に以下のとおり設定した。

2004年スマトラ～アンダマン地震の破壊過程

（Lay et al.(2005））

大すべり域・超大すべり域の設定方法

（杉野ほか（2014））

 十勝沖・根室沖：アスペリティ分布，17世紀の地震のすべり量分布及びすべり欠損分布を参考に設定。

 色丹島沖・択捉島沖：発電所に与える影響が大きくなるように，根室沖側に移動させて設定。

十勝沖・根室沖

色丹島沖・択捉島沖

女川原子力
発電所

第496回審査会合（H29.8.10）

資料3-1 p132～135 一部修正（要約）
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最大水位上昇量（m）

敷地前面
１号取水口

前面
２号取水口

前面
３号取水口

前面
１号放水口

前面
２・３号放水口

前面

十勝沖から択捉島沖の
連動型地震

2.50 2.29 2.30 2.28 2.02 2.00

■水位上昇側

■水位下降側

最大水位下降量（ｍ）

２号取水口前面

十勝沖から択捉島沖の
連動型地震

-2.37

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．千島海溝沿いで発生する津波の影響

２．３ 数値計算結果：津波水位

• 保守的な評価の観点から設定した十勝沖から択捉島沖を波源とする津波の数値シミュレーションを実施した結果，最大水位上昇量・下降量は３ｍ
程度であり，日本海溝沿いの津波と比較して発電所に与える影響は小さいことを確認した。

第466回審査会合（H29.4.28）以降に

実施した検討の内容



19

最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

2号取水口前面における水位時刻歴波形

【水位分布及び水位時刻歴波形】

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．千島海溝沿いで発生する津波の影響

２．３ 数値計算結果：水位分布・水位時刻歴波形

第466回審査会合（H29.4.28）以降に

実施した検討の内容
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価

１．文献調査

２．千島海溝沿いで発生する津波の影響

３．遠地津波の数値シミュレーション

３．１ 断層モデルの設定

３．２ 計算条件

３．３ 再現性確認

３．４ 数値計算結果

４．東北地方太平洋沖型の地震

５．津波地震

６．海洋プレート内地震
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• 文献調査結果，地震規模，敷地と波源の位置関係を踏まえ，1700年カスケード地震及び1960年チリ地震を対象とした。

• 断層モデルは，プレート形状等が考慮されている以下の再現モデルを基本として，日本沿岸における痕跡高の再現性を確認した。

■1700年カスケード地震 再現モデル ■1960年チリ地震 再現モデル

断層モデル（Long-Narrowモデル（Mw9.0））

（Satake et al.(2003)に一部加筆）

断層モデル

（Barrientos and Ward(1990)）

• プレート形状を考慮した断層モデルで，古文書から推定される
日本沿岸の津波高さの再現性が確認されたモデル

地殻変動量分布

パラメータ 設定値

Mw 9.25

長さL（km） 850

幅W（km） 130

走向θ（°） N7°E

上縁深さd（km） 4

傾斜角δ（°） 20

すべり角λ（°） 105

Mo（N・m） 9.4×1022

• プレートの相対運動の方向や沈み込み角度等を考慮した
断層モデルで，津波による海水準変動，地殻変動量（鉛
直・水平）の再現性が確認されたモデル

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p20 再掲Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．遠地津波の数値シミュレーション

３．１ 断層モデルの設定
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• 下記の計算条件に基づき津波解析を実施した。

太平洋伝播解析

空間格子間隔 緯度，経度方向共に2分 （赤道付近で約3.7km）

時間格子間隔 4秒

基礎方程式 コリオリ力の影響を考慮した線形長波式（地球座標系）（栁澤ほか（2012）より）

境界条件 ・沖側境界条件：自由透過 ・陸側境界条件：完全反射

初期海面変動 波源モデルを用いてMansinha and Smylie(1971)の方法により計算される鉛直変位を海面上に与える。

計算時間 地震発生後32時間

海底摩擦 考慮しない

日本近海域解析

日本近海域解析における沖側境界位置で太平洋伝播解析による計算波形を抽出し，後藤・佐藤（1993）と同様の特性曲線法により，入射波と反射波の
分離を行う。この分離した入射波成分を近地津波解析の沖側境界に入力した。その他の計算条件は日本近海域解析と同様である。

計算領域（太平洋伝播解析）※

計算領域（日本近海域解析）

主な計算条件

※：10分メッシュで作成

水深

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p21 再掲
Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．遠地津波の数値シミュレーション

３．２ 計算条件
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• Satake et al.(2003)に示されている津波高のうち岩手県宮古市（鍬ヶ崎，津軽石），岩手県大槌町の津波高を用いた。

地名 津波高

岩手県宮古市（鍬ヶ崎） 3m

岩手県宮古市（津軽石） 5m

岩手県大槌町 4m

■再現性の確認に用いた津波高

■再現計算に用いた計算領域と再現性の確認結果

Satake et al.（2003）に一部加筆

• Satake et al.(2003)の断層モデル（Mw9.0）による計算値は津波高と比
較して小さいことから（K=1.79，κ=1.04），栁澤ほか（2012）を参考に地
殻変動量を2倍（Mw9.2相当）にして計算を実施すると，津波高を良好に
再現することを確認した（K=1.03，κ=1.04）。

地名 津波高

計算値

Satake et al.
(2003)

Satake et al.
(2003)の地盤
変位量を2倍

岩手県宮古市（鍬ヶ崎） 3m 1.63m 3.06m

岩手県宮古市（津軽石） 5m 2.73m 4.81m

岩手県大槌町 4m 2.35m 3.71m

K=1.79
κ=1.04

K=1.03
κ=1.04

計算領域（日本近海域解析）

• 津波高の記録のある領域に
ついては，陸上への遡上を
考慮した93mメッシュとした。

【計算領域（日本近海域解析）】 【再現性の確認結果】

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p22 再掲
Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．遠地津波の数値シミュレーション

３．３ 再現性確認：1700年カスケード地震
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■再現計算に用いた計算領域（日本近海域解析）

・北海道～東北地方沿岸における平均的な津波
高の再現性を確認するため，空間格子間隔
278m（陸上への遡上を考慮しない）で再現性を
確認した。

計算領域（日本近海域解析）

■痕跡高の再現性確認結果

・土木学会（2016）の再現性の目安に対して，計算値がやや大きいが，ばらつきは十分小さい
ことを確認した。

比較地域 K κ 地点数ｎ

北海道～東北地方 0.90 1.38 650

※：チリ津波合同調査班（1961）による。

※：チリ津波合同調査班（1961）による。

既往津波高と数値シミュレーションによる津波高さの比較（北海道沿岸）

既往津波高と数値シミュレーションによる津波高さの比較（東北地方沿岸）

※

※

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p23 一部修正
Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．遠地津波の数値シミュレーション

３．３ 再現性確認：1960年チリ地震（１／２）
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■検潮記録の再現性確認結果

• 観測された検潮記録のうち，沖側に位置し，陸地等による影響が少ないと考えられる宮城江ノ島地点における検潮記録と計算波形の比較した。

• 比較の結果，水位・周期ともに良好に再現していることを確認した。

：観測波形

：計算波形

※：太平洋伝播解析開始時間から20時間後を0として表示している。

※

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p24 再掲Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．遠地津波の数値シミュレーション

３．３ 再現性確認：1960年チリ地震（２／２）
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• 再現性を確認した断層モデルを用いて数値シミュレーションを実施した結果，基準津波と比較して最大水位上昇量・下降量ともに十分小さいことを
確認した。

地震種別 断層モデル

最大水位上昇量（ｍ）

敷地前面
1号取水口

前面
2号取水口

前面
3号取水口

前面
1号放水口

前面
2・3号放水口

前面

1700年カスケード
地震

Satake et al.(2003） 2.53 2.29 2.34 2.31 2.09 2.03

【参考】
Satake et al.(2003)
の地盤変位量を2倍

4.84 4.11 3.95 3.85 3.46 3.32

1960年チリ地震
Barrientos and 
Ward(1990)

4.24 4.11 4.16 4.14 3.73 3.67

基準津波
東北地方太平洋沖
型の地震

21.58 18.85 19.50 19.60 16.46 17.16

地震種別 断層モデル

最大水位下降量（ｍ）

2号取水口前面

1700年カスケード
地震

Satake et al.(2003） -1.96

【参考】
Satake et al.(2003)
の地盤変位量を2倍

-3.36

1960年チリ地震
Barrientos and 
Ward(1990)

-3.41

基準津波
東北地方太平洋沖
型の地震

-10.38

最大水位下降量（ｍ）

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-1.97 -1.96

-3.39 -3.35

-3.42 -3.41

-10.35 -10.23

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p25 再掲Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．遠地津波の数値シミュレーション

３．４ 数値計算結果：最大水位上昇量・下降量
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最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

2号取水口前面における水位時刻歴波形（注：地震発生後7時間を0として表示している。）

【水位分布及び水位時刻歴波形】

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p26 再掲Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．遠地津波の数値シミュレーション

３．４ 数値計算結果：水位分布及び水位時刻歴波形（1700年カスケード地震，Satake et al.(2003) ）
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最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

2号取水口前面における水位時刻歴波形（注：地震発生後7時間を0として表示している。）

【水位分布及び水位時刻歴波形】

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p27 再掲
Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．遠地津波の数値シミュレーション

３．４ 数値計算結果：水位分布及び水位時刻歴波形
（参考：1700年カスケード地震，Satake et al.(2003) の地盤変位量を２倍）
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最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

2号取水口前面における水位時刻歴波形（注：地震発生後20時間を0として表示している。）

【水位分布及び水位時刻歴波形】

第185回審査会合（H27.1.23）

資料1-3 p28 再掲Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．遠地津波の数値シミュレーション

３．４ 数値計算結果：水位分布及び水位時刻歴波形（1960年チリ地震）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価

１．文献調査

２．千島海溝沿いで発生する津波の影響

３．遠地津波の数値シミュレーション

４．東北地方太平洋沖型の地震

４．１ 固着域に関する分析

４．２ 破壊伝播の検討

４．３ 基準断層モデルの設定

４．４ 波源特性の不確かさの考慮方法

４．５ 津波予測計算

４．６ 基礎検討用モデル・影響検討用モデルを用いた検討

４．７ 各津波発生要因に関する評価とその知見の反映

５．津波地震

６．海洋プレート内地震
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■地震学的，地質学的見地からの検討

• 地震発生履歴，津波堆積物調査等の知見収集の結果，世界のプレート境界面では複数の領域を震源域とするM９クラスの巨大地震が，数百年
～1000年間隔で繰り返し発生している。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p19 一部修正Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．１ M９クラスの巨大地震を発生させる固着域に関する分析（１／２）

沈み込み
帯

日本海溝 千島海溝 チリ カムチャッカ スマトラ カスケード
アラスカ・

アリューシャン

地震学的・
地質学的
見地

・過去にM９クラスの巨大地

震が発生（＝東北地方太平
洋沖型の地震）。

・岩手県沖南部～茨城県沖
の領域を震源として，約600
年間隔で繰り返し発生してい
る。

・過去にM8.8クラスの巨大地
震が発生（＝超巨大地震（17
世紀型））。

・根室沖～十勝沖の領域を
震源として，約340～380年
間隔で繰り返し発生している。

・過去にM９

クラスの巨大
地震が発生
（=1960年）。

・約300年間

隔で繰り返し
発生している。

・過去にM９

クラスの巨大
地震が発生
（=1952年）。

・約100～
400年間隔で

繰り返し発生
している。

・過去にM９

クラスの巨大
地震が発生
（=2004年）。

・約400～
500年間隔で

繰り返し発生
している。

・過去にM９

クラスの巨大
地震が発生
（=1700年）。

・約500年間

隔で繰り返し
発生している。

・過去にM９

クラスの巨大
地震が発生
（=1964年）。

・600年～
1000年間隔

で繰り返し発
生している。

震源域

（地震調査研究推進本部（2019））

（地震調査研究推進本部（2017a））

1700カスケード

Mw9.0前後※

（佐竹（2013）に一部加筆）

※：1700年カスケードの地震規模については，Satake et al.(2003)， Witter et al.(2012)を

参考に記載。
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以上から，世界のプレート境界面には，数百年間隔で繰り返しM９クラスの巨大地震を発生させる（歪みを蓄積する）特定の固着域が存在し，
日本海溝沿いでは宮城県沖に，千島海溝沿いでは十勝沖・根室沖に存在する。

■測地学的見地からの検討

• 日本海溝沿い及び千島海溝沿いで比較的長期にわたって認められる特徴としては，宮城県沖，十勝沖・根室沖のすべり欠損速度が他領域と
比較して大きく固着が強い（カップリングが大きい）傾向にあり，かつM９クラスの巨大地震の震源域と調和的である（地震調査研究推進本部
（2012，2019），Ozawa et al.(2011)，国土地理院（2012））。

• 西村（2013）は，固着が強いプレート境界と20世紀以降の巨大地震の発生域の関係を整理し，M９クラスの巨大地震は，全てカップリング係数※

が中程度以上の特定の地域で発生していることを示している。

沈み込み帯 日本海溝 千島海溝 世界

すべり欠損
分布

特定の固着域 宮城県沖 十勝沖・根室沖

1999年9月～2003年8月

2007年3月～2011年2月
（国土地理院（2012））

2000年4月～2001年3月のすべり欠損
分布と1923年以降に発生したM6.8以上

の地震の震央位置

（Ozawa et al.（2011））

：すべり欠損速度が2cm/年以上と推定されている領域

：1900年以降のM8.8以上の超巨大地震の震央

：カップリングしていると疑われるが，文献が調査

できなかった位置

：プレート境界位置

?

環太平洋とその周辺における測地データから推定された
プレート間カップリング分布（西村（2013））

※：すべり欠損速度をプレート相対運動速度で割ったもの。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p20 一部修正
Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．１ M９クラスの巨大地震を発生させる固着域に関する分析（２／２）
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• 太平洋プレートの沈み込み速度はほぼ一定（約8cm/年）であり，かつ，「東北地方太平洋沖型の地震」は約600年間隔で繰り返し発生している（地震
調査研究推進本部（2012，2019））ことを踏まえれば，M９クラスを発生させる宮城県沖の固着域で蓄積する歪みの量には限度があると考えられるこ
とから，3.11地震で得られた知見等を踏まえて，以下の分析を実施した。

① 3.11地震後の応力状態

• 地震学的・地球物理学的見地から，3.11地震の発生により，それを引き起こした歪みはほぼ解放されたと考えられることから（Hasegawa et al.
（2012），JAMSTEC（2013）他 ），東北地方太平洋沖型の地震は，その繰り返し間隔から，地震発生の都度歪みを解放する（すべり量に上限を
もった）地震と捉えることが可能と考えられる。

 

3.11地震震源域の応力状態の変化

（JAMSTEC（2013））

地震後の応力状態

地震前の応力状態

地震前のCMT解 地震後のCMT解

地震前の応力場 地震後の応力場

応力テンソルインバージョンから得られた陸のプレートの応力場の変化

（Hasegawa et al.（2012））

赤：逆断層型

青：正断層型

緑：横ずれ型

黒：上記以外

：σ1軸

：σ3軸

掘削同時検層地点

（ Lin et al.（2013） ）

■地震学的見地 ■地球物理学的見地

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p21 一部修正Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．２ 宮城県沖の固着域で蓄積する歪みの量に関する分析（１／３）
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② 過去の巨大地震の規模の比較

• 菅原ほか（2011,2013）は，「東北地方太平洋沖型の地震」のうち869年の津波と3.11地震の仙台平野における浸水域の比較を行い，両者が殆ど
重なることを示した。

• また，石巻平野においても，869年の津波と3.11地震に伴う津波による津波堆積物の到達限界は，ほぼ同規模である（澤井ほか（2007，2008），
行谷ほか（2010），宍倉ほか（2007，2012））。

• 以上より，869年の地震発生後も3.11地震と同様に，宮城県沖の固着域に蓄積されていた歪みの大きな解放があったものと推定され，東北地方
太平洋沖型の地震がその都度歪みを解放し，すべり量に上限をもった地震と捉えることと整合する。

石巻市，仙台市，山元町，相馬市で見られた津波堆積物の地域間対比

（文部科学省研究開発局ほか（2010）に一部加筆）

（Ａ）西暦1500年頃のイベント， （Ｂ）869年の津波

（Ｃ）西暦430年頃のイベント， （Ｄ）紀元前390年頃のイベント

仙台平野における869年の津波と3.11地震に伴う津波の浸水域の比較

（菅原ほか（2013））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p22 再掲Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．２ 宮城県沖の固着域で蓄積する歪みの量に関する分析（２／３）



35

③ スーパーサイクル

• 佐竹（2011a，b）は，3.11地震のすべり量分布と，地震調査研究推進本部（2002）が想定していた固有地震（宮城県沖，三陸沖南部海溝寄り）の平均
発生間隔及びすべり量から，固有地震のすべり残しがプレート間の固着として蓄積され，より長い間隔で超巨大地震として解放されると考えると，
宮城県沖や三陸沖では従来の地震サイクルの上に，より長い周期のサイクル（スーパーサイクル）があるとしている。

宮城沖及び三陸沖南部海溝寄り

における地震発生サイクルのモデル

（佐竹（2011a））

津波波形のインバージョンによる
3.11地震のすべり量分布

（佐竹（2011a））

宮城沖と海溝軸周辺における地震のサイクルと
すべり量モデル（佐竹（2011b））

日本海溝沿いの各領域における固有地震と3.11のすべり量と発生間隔

以上から，日本海溝沿いにおいて約600年間隔で繰り返しM９クラスの巨大地震を発生させる宮城県沖の固着域で蓄積する歪みの量には
限度があると考えられ，3.11地震に伴う大きなすべり量は最大規模と評価する。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p23 再掲Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．２ 宮城県沖の固着域で蓄積する歪みの量に関する分析（３／３）
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チリ カムチャッカ スマトラ カスケード
アラスカ・

アリューシャン
備 考

平均発生間隔
（Ａ）

約300年 約100～400年 約400～500年 約500年 約600～1000年
地震学的・地質学的知見から
得られる平均発生間隔

既往地震の
最大すべり量

（Ｂ）

既往地震：1960年
すべり量：25～30m

既往地震：1952年
すべり量：11.4m

既往地震：2004年
すべり量：23m

既往地震：1700年
すべり量：19m

既往地震：1964年
すべり量：22m

地震学的・地質学的知見から
得られる最大すべり量

すべり（歪み）の
蓄積量

（C）

385年間で
24～29m

400年間で
14～17m

500年間で
4～22m

500年間で
16～19m

1000年間で
13～31m

プレートテクトニクス，地震学的・
測地学的知見から得られるすべ
り（歪み）の蓄積量

① プレート境界面で発生したM９クラスの巨大地震のすべり（歪み）の蓄積量

• 世界のM９クラスの巨大地震発生履歴から，宮城県沖の固着域で蓄積する歪みの量に関する評価の妥当性を確認した。

• プレート境界毎にM９クラスの巨大地震の平均発生間隔（Ａ）・既往地震のすべり量（Ｂ）の関係と各プレートの沈み込み速度・カップリング係数から
算定されるすべり（歪み）の蓄積量（Ｃ）を比較した結果，両者には調和的な関係があり，M９クラスの巨大地震を発生させるすべり（歪み）の蓄積量
には限度があると考えられる。

調和的な関係がある。

■チリにおける分析結果

【平均発生間隔（A）】 【1960年のすべり量分布（B）】 【すべり（歪み）の蓄積量（C）】

時間

す
べ
り
（歪
み
）
の
蓄
積
量

①プレートの沈み込み速度：6.3-7.5cm/年（McCaffrey(2008)）

②カップリング係数：0.82～1.0（地震学的）

0.96（測地学的） （Scholz and Campos(2012)）

③すべり（歪み）の蓄積量：①（6.3-7.5cm/年）×385年（1960-1575）

×②（=1.0とする）＝24～29m

1575 1960

385年

24～29m

宍倉（2013）
Fujii and Satake（2012）

※：チリ以外の巨大地震に関する分析結果の詳細は，p39～43に記載。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p24 再掲

Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．３ 世界の巨大地震との比較（１／２）
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② 巨大地震発生領域の時空間分布

■チリ～ペルー沖
• セグメント毎に数十年以上の間隔で繰り返し地震が発生しており，

1940年以降発生したM８～９クラスの地震の発生領域は互いに重複
していない。また，M９クラスの巨大地震は，限定的な領域において
約300年間隔で繰り返し発生している（1575年,1960年）。

チリ～ペルー沖における地震発生履歴

（Rajendran(2013)に一部加筆）

以上から，世界のM９クラスの巨大地震はそれぞれ限定的な領域で発生しており，各固着域で蓄積する歪みの量は，宮城県沖と同様に限度
があると考えられる。

• 世界のM９クラスの巨大地震発生領域は互いに重複せず，各プレート境界面の限定的な領域において数百年間隔で繰り返し発生している。

• 環太平洋全域におけるプレート境界面で1906年から2012年に発生
したM8.5以上の巨大地震の発生領域は互いに重複していない。

1906年から2012年に発生したM8.5以上の地震の発生領域

（Rajendran(2013)に一部加筆）

■環太平洋全域

2014
（M

8.2
）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p25 再掲

Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．３ 世界の巨大地震との比較（２／２）
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• 3.11地震から得られた知見，世界のプレート境界で発生しているM９クラスの巨大地震に関する地震学的・地質学的・測地学的知見から，世界の
プレート境界面には，数百年間隔で繰り返しM９クラスの巨大地震を発生させる（歪みを蓄積する）特定の固着域が存在し，日本海溝沿いでは宮城
県沖に存在する。

• また，同領域で蓄積する歪みの量には限度があると考えられ，3.11地震に伴う大きなすべり量は最大規模と評価する。

• 上記は，世界のM９クラスの巨大地震の地震発生履歴に関する分析結果から，巨大地震は限定的な領域において数百年間隔で繰り返し発生して
おり，各固着域で蓄積する歪みの量には限度があると考えることと整合する。

• なお，現時点における宮城県沖の固着の状態は，M９クラスの巨大地震を発生させるための歪みを蓄積し始めた段階にある。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p26 一部修正Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．４ まとめ

９
ク
ラ
ス
の
巨
大
地
震
を
発
生
さ
せ
る

M９クラスの巨大地震を発生させる宮城県沖の固着域に関する分析結果

宮
城
県
沖
の
固
着
域
の
す
べ
り
（歪
み
）
の
蓄
積
量

時間

M

約600年

2011年1454年or
1611年

869年

約600年約600年 約600年
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• 平均発生間隔（Ａ）・既往地震のすべり量（Ｂ）の関係と各プレートの沈み込み速度・カップリング係数・既往地震の最大すべり量から算定されるすべ
り（歪み）の蓄積量（Ｃ）には調和的な関係があり，M９クラスの巨大地震を発生させるすべり（歪み）の蓄積量には限度があると考えられる。

【平均発生間隔（A）】

• 津波堆積物調査の結果から，調査地点で大きなばら
つきがあるものの100年～400年に1回は5mを超える
津波が発生している（谷岡（2013））。

【1952年のすべり量分布（B）】

• 最大すべり量11.4m
• 平均すべり量3.2m

【すべり（歪み）の蓄積量（C）】

時間

す
べ
り
（歪
み
）
の
蓄
積
量

①プレートの沈み込み速度：6.9-8.4cm/年（McCaffrey(2008)）

②カップリング係数：0.51（地震学的）

0.48～0.67（測地学的）

（Scholz and Campos(2012)）

③すべり（歪み）の蓄積量：①（6.9-8.4cm/年）×400年

×②（=0.5とする）＝14～17m

1952

100～400年

14～17m（400年の場合）

谷岡（2013）
Johnson and Satake（1999）

① すべり（歪み）の蓄積量

② 空間分布

Lay et al.（2009）に一部加筆

• 1952年（Mw9.0）の地震発生領域と1963年
（Mw8.5）の地震発生領域の間の空白域で，
2006年にプレート間地震（Mw8.3）が発生し，
2007年に正断層型地震（アウターライズ地
震）（Mw8.1）が発生している。

Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．５ 世界の巨大地震に関する事例調査：カムチャッカ
第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p11 再掲
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• 平均発生間隔（Ａ）・既往地震のすべり量（Ｂ）の関係と各プレートの沈み込み速度・カップリング係数・既往地震の最大すべり量から算定されるすべ
り（歪み）の蓄積量（Ｃ）には調和的な関係があり，M９クラスの巨大地震を発生させるすべり（歪み）の蓄積量には限度があると考えられる。

【平均発生間隔（A）】

• 津波堆積物調査の結果から，2004年の地震発生領
域では，約500年間隔で巨大地震が発生している。

【2004年のすべり量分布（B）】

• 最大すべり量23m
• 平均すべり量8.6m

【すべり（歪み）の蓄積量（C）】

時間

す
べ
り
（歪
み
）
の
蓄
積
量

①プレートの沈み込み速度：1.6-4.4cm/年（McCaffrey(2008)）

②カップリング係数：0.5～8.3（地震学的）

1.0（測地学的） （Scholz and Campos(2012)）

③すべり（歪み）の蓄積量：①（1.6-4.4cm/年）×500年

×②（=0.5～1.0とする）＝4～22m

2004

約500年

4～22m

Rajendran（2013）

Tanioka et al.（2006）

① すべり（歪み）の蓄積量及びM９クラスの巨大地震の空間分布

1500頃

• 1833年（Mw8.9），2005年（Mw8.7），2004年（Mw9.2）の巨大
地震発生領域は重複していない。

Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．５ 世界の巨大地震に関する事例調査：スマトラ～アンダマン（１／２）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p12 再掲
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• Sieh et al.(2008)は，スマトラ西部の島のサンゴに残された海水準変動の記録から，少なくとも，過去700年間に，700kmにわたる海域で約200年周期
（スーパーサイクル）の巨大地震が発生しているとしている。

② スーパーサイクル

Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．５ 世界の巨大地震に関する事例調査：スマトラ～アンダマン（２／２）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p13 再掲
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• 平均発生間隔（Ａ）・既往地震のすべり量（Ｂ）の関係と各プレートの沈み込み速度・カップリング係数・既往地震の最大すべり量から算定されるすべ
り（歪み）の蓄積量（Ｃ）には調和的な関係があり，M９クラスの巨大地震を発生させるすべり（歪み）の蓄積量には限度があると考えられる。

【平均発生間隔（A）】

• 最新のタービダイトと沿岸地質データの対比から，過
去約１万年間に発生した41回の地震の平均発生間隔
は約240年であり，このうちM９クラスの地震は約半分
である（約500年間隔）。

【すべり（歪み）の蓄積量（C）】

時間

す
べ
り
（歪
み
）
の
蓄
積
量

①プレートの沈み込み速度：3.2-3.8cm/年（McCaffrey(2008)）

②カップリング係数：1.0（地震学的）

1.0（測地学的） （Scholz and Campos(2012)）

③すべり（歪み）の蓄積量：①（3.2-3.8cm/年）×500年

×②（=1.0とする）＝16～19m

1700

約500年

16～19m

すべり（歪み）の蓄積量

佐竹（2013）

【1700年のすべり量分布（B）】

• 最大すべり量19m
• 平均すべり量14m

Satake et al.（2003）

Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．５ 世界の巨大地震に関する事例調査：カスケード

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p14 再掲
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600年間で8～19m

1000年間で13～31m

• 平均発生間隔（Ａ）・既往地震のすべり量（Ｂ）の関係と各プレートの沈み込み速度・カップリング係数・既往地震の最大すべり量から算定されるすべ
り（歪み）の蓄積量（Ｃ）には調和的な関係があり，M９クラスの巨大地震を発生させるすべり（歪み）の蓄積量には限度があると考えられる。

【平均発生間隔（A）】

• 泥炭とシルトの組（peat-silt couplets）による地震
時の地殻変動量の推定から，1964年の地震を除
けば，約600年間隔（推定誤差を考慮すると最小
で180年間隔）で巨大地震が発生。

• 最大は1964年とその前の間隔で約1000年となる。

【すべり（歪み）の蓄積量（C）】

時間

す
べ
り
（歪
み
）
の
蓄
積
量

①プレートの沈み込み速度：2.2-5.2cm/年（McCaffrey(2008)）

②カップリング係数：0.5～0.72（地震学的）

0.62（測地学的） （Scholz and Campos(2012)）

③すべり（歪み）の蓄積量：①（2.2-5.2cm/年）×600年or1000年

×②（=0.6とする）＝8～19m(600年)

13～31m(1000年)

1964

約600年

最大で約1000年

すべり（歪み）の蓄積量

Shennan et al,（2007）

【1964年のすべり量分布（B）】

• 最大すべり量22m
• 平均すべり量8.6m

Johnson and Satake（1996）

900頃

Ⅰ．第４章 ４．１ 固着域に関する分析

４．１．５ 世界の巨大地震に関する事例調査：アラスカ・アリューシャン

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p15 再掲
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3.11地震の発生前に見られたゆっくりすべりの概念図

（文部科学省（2014）） 下左図：海溝軸方向に投影した本震直前の地震活動の時間的推移

右図：海底圧力計で捉えられた海底面の上下変動の時系列

（文部科学省（2014））

：ゆっくりすべりが伝播した範囲

★ ：小繰り返し地震

★ ：小繰り返し地震に類似したイベント

• 文部科学省（2013a，2014）は，3.11地震発生時（本震）に大きくすべった宮城県沖の周辺において，本震前に様々な非地震性すべりが見られたととも
に，3月9日の地震（Mw7.2，3.11地震の最大前震）の地震時すべり，それに引き続く余効すべりが発生していたとしている。

■大すべり域（宮城県沖）の周辺

 約30年間にわたる小繰り返し地震データから，数年～10年にわたるM6～M7クラスの地震の余効すべりが見られた。

■大すべり域（宮城県沖）

 自己浮上式海底圧力計（OBP）による繰り返し観測から， 2008年と2011年に，おおよそ同じ領域でゆっくりすべりが発生した。2011年のゆっくり
すべりは本震発生の約１ヶ月前から直前まで継続し，3月9日の地震を誘発した可能性が高い（次頁に詳細を記載）。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p28 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．１ 3.11地震の破壊過程（１／３）
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• 震源域直上に設置された海底水圧計及び陸上沿岸部の体積ひずみ計による観測記録から，本震発生前の1月下旬から，非地震性の地殻変動
（ゆっくりすべり）が観測された。

• ゆっくりすべりの規模は，100km×35kmの広がりを有し，40cmのすべり量を示す逆断層すべり（Mo=3.6×1019（Nm），Mw=7.0)※で，少なくとも3月9日
の最大前震直前まで継続していた可能性が高い。また，ゆっくりすべりの断層上端部は，2月下旬から3月9日の発生直前にかけて，海溝軸の方向に
拡大していた可能性が高い。

• 3月9日の地震時すべり域とその余効すべり域は相補的であり，同領域は，本震のすべり域のうち，周辺と比較してすべり量が少ない領域に位置する。

3.11地震の地震時すべり域，3月9日の地震時すべり域
及び余効すべり域の比較

（文部科学省（2013b）に一部加筆）

2011年のゆっくりすべりを示す観測記録（文部科学省（2013b））

：海底圧力計

：体積ひずみ計
■

◆

TJT1

GJT3

P09

P08

P06

P02 

P03 

P07 

NATR 

AIKW 
OHSU 

EN3 

KNK 

（ａ）海底水圧計

Ａ：スロースリップ前期

Ｂ：スロースリップ中期

Ｃ：スロースリップ後期

（ｂ）金華山の体積ひずみ計

（KHK）記録と同一地点の

気圧記録

（ｃ）Ｍ－Ｔダイアグラム

黒丸：2月6日以降に発生した

Ｍ５以上の地震

（d）GPS時系列
GEO-NETの950154を基準点
として海溝軸にほぼ直交する
方位（N100度E）の基線長変化

■2011年のゆっくりすべり（文部科学省（2013a，2013b））

※：プレート境界でのすべりを仮定して，観測された地殻変動記録から解析を実施。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p29 再掲
Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．１ 3.11地震の破壊過程（２／３）
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• 文部科学省（2014）は，本震前後のプレート境界地震の発生レートから，本震時のすべり領域はプレート境界地震の減少域とよく一致し余震活動が
低調であり，その周囲は地震の増加域にあたり余効滑りの到達域を示すとし，3.11地震の破壊の伝播範囲を以下のとおり推定している。

【破壊の北端】

 地震の増加域は，1994年三陸沖はるか沖地震のすべり域の中心に及んで
いない。

【破壊の南端】

 福島県沖から千葉県房総半島沖では余震が少なく，本震時の破壊は，太平洋
プレートにフィリピン海プレートが接触している付近で停止したと推定される。

3.11地震前後に発生したプレート境界地震の発生レートの変化

（文部科学省（2014））

【発生レート】

暖色系：地震の増加域

寒色系：地震の減少域

■破壊伝播範囲

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p30 一部修正Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．１ 3.11地震の破壊過程（３／３）

• 以上から，3.11地震は，地震発生前に宮城県沖の固着域の周辺において，様々な非地震性すべり，前震に伴う地震すべり・余効すべりが発生した後
に破壊に至った。また，その破壊の北端は岩手県沖南部，南端は茨城県沖と推定される。

• 上記知見を踏まえ，M９クラスの巨大地震を発生させる宮城県沖以外の領域の固着等に関する分析を実施して，宮城県沖の固着域を起点（震源）と
する破壊の伝播範囲（北端・南端）を検討する。
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資料1-1 p31 一部修正Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．２ 青森県東方沖及び岩手県沖北部の固着等に関する分析

• Yamanaka and Kikuchi(2004)，永井ほか（2001）は，アスペリティ分布の解析から，青森県東方沖及び岩手県沖北部のアスペリティ（右図：AとB）のうち，
1968年の地震と1994年の地震の共通アスペリティ（右図：Ｂ）のカップリング率はほぼ100％であるとしている。また，個々のアスペリティが単独で動け
ばM７クラスの 地震（=1994年）を，連動するとM８クラスの地震（=1968年）を引き起こすとしている。

• 地震調査研究推進本部（2012）は，上記知見を引用し， 3.11地震が，青森県東方沖及び岩手県沖北部の手前で破壊が止まったのは，この領域では
過去の大地震で歪みをほとんど解放してしまったためと考えれば説明可能としている。

• さらに，青森県東方沖及び岩手県沖北部は，平均発生間隔約97.0年で繰り返しM８クラスの地震が発生している（地震調査研究推進本部（2019））。

以上から，M９クラスの巨大地震を発生させる宮城県沖の固着度と比較して，青森県東方沖及び岩手県沖北部の固着度は小さいと考えられる。

連
動単

独

Ａ
単
独

Ｂ

M7クラス

M8クラス

アスペリティの活動パターンと地震規模の関係
（Yamanaka and Kikuchi(2004)，永井ほか（2001））

（a）アスペリティ位置 （b）プレートの沈み込み速度から
推定される地震モーメント解放量

（Yamanaka and Kikuchi(2004)）
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• Ye et al.（2012）は，過去の地震発生履歴，すべり欠損分布及び3.11地震後の余震分布等の分析から，岩手県沖南部には非地震性のすべりにより
歪みが解放される低地震活動域（SLSR（Sanriku-Oki low-seismicity region））が存在することを明らかにしている。

• 地震調査研究推進本部（2012）は，過去の地震発生履歴から，蓄積されている地震モーメントを地震としてはほとんど解放しておらず，さらに，1989
年，1992年，1994年の三陸沖の地震の後に非地震性すべりが起こったとし，カップリングは他の領域に比べると小さいと評価している。なお，すべり
欠損分布及び3.11地震でのすべり分布から，M９の地震が発生した際はある程度地震性のすべりを生じうると考えられるとしている。

1975年～2011年におけるM5.5以上の震源分布と低地震活動域（SLSR)の位置

（Ye et al.(2012)）

既往地震の震源概略図

（Ye et al.(2012)）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p32 一部修正Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．３ 岩手県沖南部の固着等に関する分析（１／２）
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資料1-1 p33 一部修正
Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．３ 岩手県沖南部の固着等に関する分析（２／２）

2011年東北地方太平洋沖地震後24時間
の地震分布（黒丸）と1926年以降に発生

したM７以上の余震域（緑線）の関係

（Uchida and Matsuzawa（2011））

アスペリティの階層構造の模式図

（Uchida and Matsuzawa（2011））

1993年～2007年における小繰り返し地震データから

推定されるカップリング率（Uchida and Matsuzawa（2011））

以上から，岩手県沖南部の固着度は，宮城県沖，青森県東方沖及び岩手県沖北部，福島県沖・茨城県沖※の固着度より小さいと考えられる。

• Uchida and Matsuzawa（2011）では，小繰り返し地震データ等を用いて，3.11地震の震源域におけるカップリング率及びアスペリティの階層構造につ
いて分析を行い，岩手県沖南部のカップリングは，福島県沖・茨城県沖のカップリングよりも弱いことを示している。

• また，岩手県沖及び房総沖のカップリングが弱い領域は，本震の破壊伝播を防ぐ領域であるとしている。

※：福島県沖・茨城県沖の固着等に関する分析の詳細は，次頁以降で説明。
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資料1-1 p34 一部修正
Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．４ 福島県沖・茨城県沖の固着等に関する分析：地震学的知見（地震発生履歴）（１／２）

• 福島県沖・茨城県沖の領域では，1938年，1987年にM６～７クラスの地震が群発地震として発生しているが（気象庁（2009）），過去400年間で青森県
東方沖及び岩手県沖北部で見られるようなM８クラスの地震が発生した記録は無い（地震調査研究推進本部（2019））。

過去の地震のすべり量分布（気象庁（2009））

上図：震央分布図（1923年～2008年，Ｍ≧6.0）

下図：領域ｃ内の地震活動経過図及び回数積算図

（1923年～2008年，Ｍ≧6.0）

（気象庁（2009））
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資料1-1 p35 一部修正
Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．４ 福島県沖・茨城県沖の固着等に関する分析：地震学的知見（地震発生履歴）（２／２）

石巻市，仙台市，山元町，相馬市で見られた津波堆積物の地域間対比

（文部科学省研究開発局ほか（2010）に一部加筆）

（Ａ）西暦1500年頃のイベント， （Ｂ）869年の津波

（Ｃ）西暦430年頃のイベント， （Ｄ）紀元前390年頃のイベント

869年の津波の断層モデル（図中：青の実線）

（佐竹ほか（2008）に一部加筆）

以上の地震学的知見から，福島県沖・茨城県沖はM７クラスの地震を発生させる領域であり，福島県沖は，「東北地方太平洋沖型の地震」の震源
域に含まれる領域である。

• 福島県沖沿岸では，「東北地方太平洋沖型の地震」のうち，869年の津波，4-5世紀の津波，紀元前3-4世紀の津波による津波堆積物が存在してお
り（文部科学省研究開発局ほか（2010）），福島県沖は 869年の津波の波源域（佐竹ほか（2008））に含まれる。

• 上記を踏まえ，地震調査研究推進本部（2019）では，「東北地方太平洋沖型の地震」の次の地震の震源域は「宮城県沖を必ず含み，隣接する領域
（岩手県沖南部または福島県沖）の少なくとも一方にまたがり，場合によっては茨城県沖まで破壊が及ぶ。」と評価している。
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1997/10 – 1999/10における

すべり欠損分布
（西村（2012））

2008/10 – 2010/10における

すべり欠損分布

（西村（2012））

3.11地震の地震すべり域（太線）

（西村（2012））

• 西村（2012）は，GPSによって観測された地殻変動から推定されるすべり欠損分布から，福島県沖のプレート境界の固着状況について分析し，1990
年代後半（下図（ａ））は固着が強い傾向にあり，かつ固着域の一部は陸域までかかっていたが，2000年代後半（下図（ｂ））はほとんど０であったとし
ている。

• また，上記固着の状況と3.11地震の地震すべり域（下図（ｃ））との比較から，2000年代後半に見られた固着の剥がれは，3.11地震に至る一連のプロ
セスとして発生していたと捉えることができるとしている。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p36 再掲
Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．４ 福島県沖・茨城県沖の固着等に関する分析：
測地学的知見（プレート境界深部で発生する長期的な非地震性すべり）（１／３）
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• Ozawa et al.（2012）は，2003年以降のGPSデータの測地インバージョンから，3.11地震の震源域において，2003年以降に発生した地震の余効すべり
を推定し，2003年から2010年における余効すべりの全体モーメントは， 2003年以降に発生した５つのM７クラスの地震すべり※の全体モーメントの
約2.5倍に達するとしている。また，同期間の余効すべりの領域は3.11地震の震源域でかつその深部に対応するとしている。

• さらに，上記余効すべりと2003年以降に発生した５つのM７クラスの地震すべりが，3.11地震の震源域での固着の剥がれを生じさせた可能性がある
としている。

：2003年から2010年における余効すべり分布
：3.11地震の地震すべり分布
：3.11地震の余効すべり分布

2003年以降で発生したM７クラスの地震の

地震すべり分布と余効すべり分布（Ozawa et al.（2012））

：地震すべり分布
：余効すべり分布

3.11地震発生前の余効すべり分布と3.11地震の地震すべり
分布及びその余効すべり分布の比較（Ozawa et al.（2012））

※：2003/10/31(Mw6.7)， 2005/8/16(Mw7.1)，2008/5/8(Mw6.8)，2005/7/19(Mw6.9)，2010/3/14(Mw6.5)

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p37 再掲

Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．４ 福島県沖・茨城県沖の固着等に関する分析：
測地学的知見（プレート境界深部で発生する長期的な非地震性すべり）（２／３）
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• Yokota and Koketsu（2015）は，1996年3月21日～2011年3月8日におけるＧＰＳによる地殻変動データの分析から，3.11地震の震源域のうち，福島県
沖から宮城県沖にかけての深部領域で2002年から3.11地震発生前までの約９年間，長期的なスロースリップが発生していたとしている。

• また，上記の長期的なスロースリップが，3.11地震の発生に至る１つのイベントであった可能性があるとしている。

GPS観測点における東西方向の変位の時系列

（Yokota and Koketsu （2015））

長期的なスロースリップの発生領域

（Yokota and Koketsu （2015））

以上の測地学的知見から，福島県沖・茨城県沖のプレート境界深部で発生する長期的な非地震性すべりは，「東北地方太平洋沖型の地震」の発生
に至る一連のプロセスと考えられる。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p38 再掲

Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．４ 福島県沖・茨城県沖の固着等に関する分析：
測地学的知見（プレート境界深部で発生する長期的な非地震性すべり）（３／３）



55第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p39 一部修正Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．４ 福島県沖・茨城県沖の固着等に関する分析：岩手県沖南部との比較

2011年東北地方太平洋沖地震後24時間
の地震分布（黒丸）と1926年以降に発生

したM７以上の余震域（緑線）の関係

（Uchida and Matsuzawa（2011））

1993年～2007年における小繰り返し地震
データから推定されるカップリング率

（Uchida and Matsuzawa（2011））

• 岩手県沖南部のプレート境界深部には，福島県沖と同様に，非地震性のすべりにより歪みが解放される低地震活動域（SLSR（Sanriku-Oki low-
seismicity region））が存在する（Ye et al.（2012））。

• Uchida and Matsuzawa（2011）によれば，小繰り返し地震データ等を用いた3.11地震の震源域におけるカップリング率に関する分析から，福島県沖・
茨城県沖のプレート境界深部のカップリングと比較して，岩手県沖南部のプレート境界深部のカップリングは弱いことを示している。

岩手県沖南部における低地震活動域

（Ye et al.(2012)）

上記知見から，福島県沖・茨城県沖におけるプレート境界深部の固着度は岩手県沖南部よりも大きいと考えられる。
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資料1-1 p40 一部修正

Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．５ 房総沖の固着等及びテクトニクス的背景に関する分析

• 房総沖の相模トラフ周辺では，陸側のプレートの下にフィリピン海プレートが，さらに下方には太平洋プレートが沈み込み，茨城県から千葉県沿岸の
南東方向に向かってフィリピン海プレートの北東端が太平洋プレートに接している（Uchida et al.(2009)，Shinohara et al.（2011） ほか）。

• Uchida et al.(2009)は，地震学的見地から，太平洋プレートの上盤側をなすプレートの違いによってカップリング率が大きく異なるとし，茨城県沖より
も固着が弱いとしている 。

• Shinohara et al.（2011）は，3.11地震の余震分布に関する分析から，フィリピン海プレート北東端の位置と3.11地震の破壊域が一致していることを明ら
かにするとともに，フィリピン海プレートは，破壊伝播のバリアとして作用する重要な役割を果たす可能性があるとしている。

2011年東北地方太平洋沖地震の余震分布（3月12日-19日）と

プレート境界面の位置関係（Shinohara et al.（2011））

プレート上面における微小繰り返し地震・
低角逆断層のすべり角と

プレートの運動方向
（Uchida et al.(2009)）

NA：陸側のプレート

PA：太平洋プレート

PH：フィリピン海プレート

太平洋プレートの上盤のプレート構成
及びカップリングの模式図

（Uchida et al.(2009)）

平面図

縦断面図

以上から，房総沖の固着度は宮城県沖，青森県東方沖及び岩手県沖北部，福島県沖・茨城県沖の領域の固着度と比較して小さいとともに，テクトニクス
的背景から茨城県沖と房総沖の間に構造境界（破壊のバリア）を想定することは可能と考えられる。
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資料1-1 p41 一部修正Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．６ 各領域の固着等に関する分析結果（まとめ）

各領域の固着度に関する分析結果

（地震調査研究推進本部（2019）に一部加筆）

固着度：大

（M９クラス）

凡例
固着域 非固着域

（Seno（2014）を参考に作成）

• 各領域の固着等に関する分析結果を下図（左図）に示す。

• 本分析結果は，すべり欠損速度分布※１から確認される各領域のすべり欠損速度※２ の関係と調和的であることを確認した。

※１：1990年代から整備されたＧＰＳ連続観測データ。観測時期，期間によってすべり欠損速度にばらつきが見られるが，比較的長期にわたって認められる特徴として，日本海溝

沿いでは宮城県沖，千島海溝沿いでは根室沖のすべり欠損速度が大きい。

※２：プレートの相対運動速度に対し，固着によって陸側のプレートがすべり遅れている速度。なお，0cm/年は固着のない状態。

：東北日本のすべり欠損速度分布※ ★，★，★：固定局

：関東地方（太平洋プレート）のすべり欠損速度分布※

：西南日本のすべり欠損速度分布※

：地震発生領域区分 ※等高線間隔：2cm/年

凡例

固着度：中

（M８クラス）

固着度：小

（M８クラス以下）

テクトニクス的背

景の違いが構造

境界（破壊のバリ

ア）となる。

長期的な非地震性

すべりが，隣接す

る宮城県沖におけ

るM９クラスの固着

の破壊を助長する。

低地震活動域が青

森県東方沖及び岩

手県沖北部への破

壊伝播を防ぐ。

蓄積する歪みの

量に限度がある。

固着度：小

（M８クラス以下）

固着度：小

（M８クラス以下）

プレート境界深部の固着

度は，岩手県沖南部より

も大きいと考えられる。

日本列島周辺のすべり欠損速度分布（バックスリップモデル）

（地震調査研究推進本部（2012））

1998年1月から2000年1月 2007年1月から2009年1月
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資料1-1 p42 一部修正Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．７ 破壊伝播の検討：検討方針

• 宮城県沖の固着域を起点（震源）とする破壊が，3.11地震の破壊領域から広がり，青森県東方沖及び岩手県沖北部及び房総沖へ伝播する可能
性について，活断層の連動時における断層セグメント間の相互作用に関する知見（遠田（2004））を参考に検討を行った。

ａ） 平均変位量の小さなセグメントによる単独破壊

ｂ） 変位量が大きな特異なセグメント（マスターセグメント）が存在する

場合の連動破壊

→マスターセグメントの応力変化量が大きいため，近傍のセグメント

の活動を巻き込む。

ｃ） ｂ）が時間・変位累積とともに成熟し，3つのセグメントが1つになる。

これにより活動セグメント長が長くなるとともに応力降下量が低下する，

変位量の頭打ちにもつながる。

断層セグメント間の相互作用に関する模式図

（遠田（2004）に一部加筆）

青森県東方沖
及び岩手県沖
北部への破壊
伝播の可能性
検討

房総沖への

破壊伝播の
可能性検討

起点

（震源）

各領域の固着度に関する分析結果

（地震調査研究推進本部（2019）に一部加筆）

固着度：大

（M９クラス）

凡例
固着域 非固着域

（Seno（2014）を参考に作成）

固着度：中

（M８クラス）

固着度：小

（M８クラス以下）

テクトニクス的背

景の違いが構造

境界（破壊のバリ

ア）となる。

長期的な非地震性

すべりが，隣接す

る宮城県沖におけ

るM９クラスの固着

の破壊を助長する。

低地震活動域が青

森県東方沖及び岩

手県沖北部への破

壊伝播を防ぐ。

蓄積する歪みの

量に限度がある。

固着度：小

（M８クラス以下）

固着度：小

（M８クラス以下）

プレート境界深部の固着

度は，岩手県沖南部より

も大きいと考えられる。
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資料1-1 p43 一部修正

Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．７ 破壊伝播の検討：検討結果

宮城県沖の固着を起点とする破壊伝播の検討結果

（地震本部（2019）に一部加筆）各領域の固着度に関する分析結果（地震本部（2019）に一部加筆）

青森県東方沖及
び岩手県沖北部
への破壊伝播の

可能性は低い。

房総沖への

破壊伝播の

可能性は低い。

• 上記は，世界のM９クラスの巨大地震がそれぞれ限定的な領域で繰り返し発生していることと整合する。

• 青森県東方沖及び岩手県沖北部は，M８クラスの地震で歪みを解放すると考えられ，宮城県沖と比較して固着度が小さい。また，青森県東方沖及び岩手県
沖北部と宮城県沖の間に位置する岩手県沖南部には低地震活動域（SLSR）が存在する等から，宮城県沖，青森県東方沖及び岩手県沖北部と比較してさら
に固着度は小さいと考えられる。したがって，歪みを蓄積する量に限度がある宮城県沖の固着域を起点（震源）とする破壊（地震）が，3.11地震よりもさらに
応力を高め，固着度が小さい岩手県沖南部を跨ぎ青森県東方沖及び岩手県沖北部の固着域まで伝播する（青森県東方沖及び岩手県沖北部の活動を巻き
込む）可能性は低いと考えられる。

⇒ 以上より，宮城県沖の固着域を起点（震源）とする破壊伝播の北端は岩手県沖南部と評価する。

■破壊伝播の北端

■破壊伝播の南端

• 福島県沖・茨城県沖は，「東北地方太平洋沖型の地震」の震源域に含まれる領域であるとともに，プレート境界深部で発生する長期的な非地震性すべり領
域が宮城県沖におけるM９クラスの固着の破壊を助長する領域である。一方，房総沖は，宮城県沖，青森県東方沖及び岩手県沖北部，福島県沖・茨城県沖
の固着度と比較して小さいとともに，テクトニクス的背景から茨城県沖と房総沖の間に構造境界（破壊のバリア）を想定することは可能と考えられる。した
がって，歪みを蓄積する量に限度がある宮城県沖の固着域を起点（震源）とする破壊（地震）が，3.11地震よりもさらに応力を高め，構造境界（破壊のバリア）
を跨ぎ房総沖の固着域まで伝播する（房総沖の活動を巻き込む）可能性は低いと考えられる。

⇒ 以上より，宮城県沖の固着域を起点（震源）とする破壊伝播の南端は茨城県沖と評価する。

固着度：大

（M９クラス）

固着度：中

（M８クラス）

固着度：小

（M８クラス以下）

テクトニクス的背景の

違いが構造境界（破壊

のバリア）となる。

長期的な非地震性すべり

が，隣接する宮城県沖に

おけるM９クラスの固着

の破壊を助長する。

低地震活動域が青森県

東方沖及び岩手県沖北

部への破壊伝播を防ぐ。

蓄積する歪みの量に限度

がある。

固着度：小

（M８クラス以下）

固着度：小

（M８クラス以下）

プレート境界深部の固着度

は，岩手県沖南部よりも大き

いと考えられる。

凡例
固着域 非固着域

（Seno（2014）を参考に作成）
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• 次のとおり，世界のプレート境界で発生しているM９クラスの巨大地震と日本海溝沿いで発生する巨大地震のテクトニクス的背景，地震学的・測地学的
見地等から検討を実施して，宮城県沖の固着域を起点（震源）とする破壊の伝播範囲（北端・南端）の評価の妥当性を確認した。

（１）破壊伝播の南端

 世界のプレート境界で発生しているM９クラスの巨大地震の震源域（＝破壊のバリア）に関する知見を収集して，茨城県沖と房総沖の構造境界
（破壊のバリア）との共通性を確認し，破壊伝播の南端を茨城県沖と評価することの妥当性を確認する。なお，検討にあたっては，多くの知見が
蓄積されている南米チリ沖，スマトラ島沖を対象とした。

（２）破壊伝播の北端

 2004年スマトラ～アンダマン地震と同様の破壊現象（破壊伝播）が，日本海溝沿いで発生するかどうかを，両海域の①テクトニクス的背景，
②地震学的・測地学的見地，③地震発生様式の分類の観点から検討を実施して，破壊伝播の北端を岩手県沖南部と評価することの妥当性を
確認した。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p45 一部修正Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討

４．２．８ 世界の巨大地震との比較：検討方針



61

チリ～ペルー沖における地震発生履歴

（Rajendran(2013)に一部加筆）

2014
（M

8.2
）

チリ沖における津波堆積物とその履歴

（宍倉(2013)）

1960年チリ地震発生
領域で発生した地震の
破壊領域の北端

• 1960年チリ地震（Mw9.5）の発生領域では，津波堆積物調査の結果から，約300年間隔で繰り返し巨大地震が発生しており（宍倉（2013）），同領域
で発生している過去の地震（1737年，1837年）も含めて，各地震の破壊領域の北端は概ね一致している（Rajendran(2013)）。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p46 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（１）破壊伝播の南端の評価：南米チリ沖で発生した巨大地震に関する知見（１／３）
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• Melnick et al.（2009）は，南米チリ沖で発生している地震の発生履歴，テクトニクス的背景及び地震学的見地等から，1960年チリ地震の発生領域で
発生する地震の破壊領域（破壊のバリア）について考察している。

南米チリ沖におけるテクトニクス的背景と地震発生履歴の対応

（Melnick et al.（2009））

アラウコ半島の地表面並びに地下構造

（Melnick et al.（2009））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p47 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（１）破壊伝播の南端の評価：南米チリ沖で発生した巨大地震に関する知見（２／３）
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• 1960年チリ地震発生領域付近では，アラウコ半島を境に，バルディビアセグメント（1960年チリ地震の発生領域），バルパライソセグメントに分かれる。
バルディビアセグメントにおける陸のプレートはチロエマイクロプレート（前弧スリバー）が形成されており，横ずれ断層に沿って移動し，アラウコ地域
で部分的に内部へ沈み込んでいる。

• Melnick et al.（2009）は，上記テクトニクス的背景と1960年チリ地震発生領域で発生する地震の境界が一致することから，これが破壊のバリアとして
作用する可能性があるとしている。

1960年チリ地震発生領域における地震構造モデル

（Melnick et al.(2009) ）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p48 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（１）破壊伝播の南端の評価：南米チリ沖で発生した巨大地震に関する知見（３／３）
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スマトラ島～アンダマン諸島沖における過去の地震発生履歴

（Rajendran（2013）に一部加筆）

• 2004年スマトラ～アンダマン地震（Mw9.1～9.3）の発生領域では，津波堆積物調査の結果から，約500年間隔で繰り返し巨大地震が発生しており，
その破壊領域の南端は概ね一致している（Rajendran(2013)）。

2004年スマトラ～アンダマン地震
発生領域で繰り返し発生している
巨大地震の破壊領域の南端

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p49 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（１）破壊伝播の南端の評価：スマトラ島沖で発生した巨大地震に関する知見（１／２）
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• Tang et al.(2013)は，2004年スマトラ～アンダマン地震の発生領域と2005年の地震の発生領域の境界部の地下構造について，P波速度構造による
分析から，当該範囲には厚い海洋性地殻が存在し，これが破壊伝播のバリアとして作用する可能性があるとしている。

地下構造の模式図

（Tang et al.(2013) ）
測線位置

（Tang et al.(2013) ）

P波速度構造（Tang et al.(2013) ）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p50 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（１）破壊伝播の南端の評価：スマトラ島沖で発生した巨大地震に関する知見（２／２）
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• 南米チリ沖，スマトラ島沖で発生している巨大地震の破壊領域（破壊の伝播範囲）に関する知見から，同一のプレート境界面でも，地下構造に不連
続性が認められる場合，それが破壊のバリアとして作用すると考えられる。

• 上記は，3.11地震の破壊が，太平洋プレートにフィリピン海プレートが接触している付近で停止したことと共通性が見られることから，茨城県沖と房総
沖の間に構造境界（破壊のバリア）を想定することができる。

• 以上から，宮城県沖の固着域を起点（震源）とする破壊伝播の南端を茨城県沖と評価される。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p51 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（１）破壊伝播の南端の評価：まとめ
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• 2004年スマトラ～アンダマン地震は，スマトラ島沖を震源としてアンダマン諸島沖へ約1300km破壊が伝播したMw9.1～9.3の巨大地震であり，その
メカニズム解は，低角の逆断層地震である(Lay et al.（2005））。

• 同地震のすべり分布は，震源となったスマトラが最も大きく，北へ行くにつれて小さくなるものの，震源域全体に亘ってすべりが生じており（Lay et 
al.(2005），Subarya et al.(2006）），大きなすべりが生じた領域が限定的であった3.11地震と対照的である。

2004年スマトラ～アンダマン地震の破壊過程

（Lay et al.(2005））

測地データから算定された2004年スマトラ～アンダマン地震

のすべり分布（Subarya et al.(2006））

ａ．地震すべり及び地震後1ヶ月の
余効すべりによる測地データから
算定されたすべり分布

ｂ．地震前後の地震すべりによる
測地データから算定されたすべり
分布

GPSデータから算定された

3.11地震のすべり分布

（地震調査研究推進本部(2012））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p52 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（２）破壊伝播の北端の評価：2004年スマトラ～アンダマン地震の破壊現象
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• スマトラ島～アンダマン諸島沖は，インド・オーストラリアプレートがユーラシアプレートに斜めに沈み込んでおり，この斜め沈み込みによって，
火山列に沿うスマトラ断層（右横ずれ断層），前弧海盆（外弧）の島列，そして前弧スリバーの移動による背弧海盆（アンダマン海）の形成等が
起こっている（木村（2002））。

スマトラ周辺のプレートテクトニクス

（McCaffrey（2009））

スマトラ島～アンダマン諸島沖周辺の地形

（McCaffrey（2009））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p53 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（２）破壊伝播の北端の評価：テクトニクス的背景の比較（１／３）
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前弧スリバーの形状と斜め沈み込みによるプレート運動（概要図）

（McCaffrey（2009））

スマトラマイクロプレートとビルママイクロプレートの運動方向

（McCaffrey（2009））

• スマトラ島～アンダマン諸島沖は，インド・オーストラリアプレートがユーラシアプレートに斜めに沈み込むことにより，スマトラマイクロプレート，
ビルママイクロプレートが形成されている（McCaffrey（2009））。

• スマトラ～アンダマン地域で発生する巨大地震のメカニズム解がプレート運動の斜め衝突とは異なり，海溝軸に直交する向きの低角の逆断層と
なる要因について，小山ほか（2012）は，インド・オーストラリアプレートの斜め衝突に伴う海溝軸に並行な成分は各マイクロプレートの北への動き
で緩和され，海溝に直交する成分のみが卓越する（ひずみとして蓄積される）ためとしている。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p54 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（２）破壊伝播の北端の評価：テクトニクス的背景の比較（２／３）
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• スマトラ島～アンダマン諸島沖は，M９クラスの巨大地震が発生しているチリ，カスケード，アラスカ・アリューシャンと同様に付加体が発達している
海域であるのに対して，日本海溝沿いは造構性侵食作用が卓越し付加体が未発達な海域である。

沈み込み帯の分類

（Bilek(2010)に一部加筆）

スマトラ島沖の地下構造（模式図）

（McCaffrey(2009)）

宮城県沖の地下構造（模式図）

（Miura et al.(2005)）

断面位置（MY102）

（Miura et al.(2005)）

以上から，スマトラ島～アンダマン諸島沖と日本海溝沿いのテクトニクス的背景には大きな違いがある。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p55 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（２）破壊伝播の北端の評価：テクトニクス的背景の比較（３／３）
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資料1-1 p56 一部修正Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（２）破壊伝播の北端の評価：地震学的・測地学的見地（既往地震の発生履歴）

• スマトラ島～アンダマン諸島沖では，全域に亘ってM８クラスの地震が発生しており，2004年スマトラ～アンダマン地震の発生領域に関しては，約500
年間隔で繰り返し連動型の巨大地震が発生していることから（Rajendran（2013）），プレート境界面の固着のばらつきは小さいと考えられる。

• 一方，日本海溝沿いにおいて約600年間隔で繰り返し発生する東北地方太平洋沖型の地震の震源域となる宮城県沖は，固着が小さい岩手県沖南
部，福島県・茨城県沖の間に位置しており，両者には大きな違いが見られる。

スマトラ島～アンダマン諸島沖における過去の地震発生履歴

（Rajendran（2013））

各領域の固着度に関する分析結果（地震本部（2019）に一部加筆）

固着度：大

（M９クラス）

固着度：中

（M８クラス）

固着度：小

（M８クラス以下）

テクトニクス的背景の

違いが構造境界（破壊

のバリア）となる。

長期的な非地震性すべり

が，隣接する宮城県沖に

おけるM９クラスの固着

の破壊を助長する。

低地震活動域が青森県

東方沖及び岩手県沖北

部への破壊伝播を防ぐ。

蓄積する歪みの量に限度

がある。

固着度：小

（M８クラス以下）

固着度：小

（M８クラス以下）

プレート境界深部の固着度

は，岩手県沖南部よりも大き

いと考えられる。

凡例
固着域 非固着域

（Seno（2014）を参考に作成）
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：すべり欠損速度が2cm/年以上と推定されている領域

：1900年以降のM8.8以上の超巨大地震の震央

：カップリングしていると疑われるが，文献が調査できなかった位置

：プレート境界位置

?

環太平洋とその周辺における測地データから推定された

プレート間カップリング分布（西村（2013））

【平均的なカップリング係数】

・1に近い沈み込み帯：北米カスケード，チリ，スマトラ，南海トラフ

・中程度：カムチャッカ，アリューシャン，アラスカ，メキシコ，中米，コロンビア，

ペルー，日本海溝，千島海溝

・小さい：ニュージーランド，トンガ，伊豆・小笠原，マリアナ，琉球，フィリピン等

• 西村（2013）は，環太平洋の沈み込み帯とインド洋北東部のスンダ海溝沿いのプレート境界面のカップリング率に関する知見を整理し，スマトラの
平均的なカップリング係数※は１に近く，日本海溝は中程度であるとしている。

以上から，スマトラ島～アンダマン諸島沖と日本海溝沿いのプレート境界面における固着のばらつき及びカップリング率には大きな違いがある。

※： すべり欠損速度をプレート相対運動速度で割ったもの。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p57 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（２）破壊伝播の北端の評価：地震学的・測地学的見地（カップリング率）
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• Koyama et al.(2012)，小山ほか（2012）は，3.11地震のほか，世界でM９クラスの巨大地震が発生している各海域の地震活動（セグメンテーション），
メカニズム解，破壊パターン，テクトニクス的背景等から，以下に示すとおり各巨大地震の破壊様式を分類している。

■地震活動（セグメンテーション）

①along-dip double segmentation（ダブルセグメント）

• 島弧沿いに並んだ活発な地震活動と海溝沿いの不活発な地震活動帯が海溝軸に並行に二重に存在し，主要な破壊（大きなすべり）は海溝軸
直交方向に進行する地震活動を示す。

• 海溝から島弧まで幅が広く，震源域を取り囲むような領域で，大きな地震前に地震活動が活発化する。

• 3.11地震，1964年アラスカ・アリューシャン地震，1952年カムチャッカ地震がこのタイプに分類される（詳細は，次頁に示す）。

②along-strike single segmentation（シングルセグメント）

• プレート境界の浅部がほぼ100％固着し，海溝沿いに沿って破壊が広がる地震活動を示す。

• 地震活動の幅が狭く，巨大地震が発生する前に震源域全体が鎮静化するseismic gap（地震空白域）が顕著に現れる。

• 2004年スマトラ～アンダマン地震，1960年チリ地震，2010年チリ地震がこのタイプに分類される（詳細は，次頁に示す）。

日本周辺の地震活動（Koyama et al.(2012)）
チリの沈み込み帯における地震活動（Koyama et al.(2012)）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p58 再掲Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（２）破壊伝播の北端の評価：世界のM９クラスの巨大地震の破壊様式の分類（１／２）
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資料1-1 p59 一部修正Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（２）破壊伝播の北端の評価：世界のM９クラスの巨大地震の破壊様式の分類（２／２）

以上から，スマトラ島～アンダマン諸島沖と日本海溝沿いで発生する巨大地震の破壊様式の分類は異なる。

世界で発生した巨大地震の比較（Koyama et al.(2012)に一部加筆 ）

巨大地震の破壊様式の分類（Koyama et al.(2012) に一部加筆）

• Koyama et al.(2012)は，国内外の巨大地震を，①プレートの沈み込みの角度（Subduction），②陸側プレートの特徴（Collision），③地震活動
（Segmentation）の３つの指標を用いて分類している。

• ３つの指標から，世界の超巨大地震を（1）1960年チリ型，（2）1964年アラスカ型，（3）2004年スマトラ型，（4）2011年東北沖型に分類している。

• 発生が懸念されている千島海溝沿いの地震は（右図Hokkaido），2004年スマトラ型と同じく縁海を有する島弧（Margin）に対して斜め沈み込み帯
（Oblique）であるという特徴を有するが，破壊現象に大きな影響を及ぼす地震活動（Segmentation）は異なるとしている。

■巨大地震の破壊様式の分類からの検討

①Subduction：斜め衝突か正面衝突か
②Collision：上盤プレートが大陸か島弧・大陸の縁海か
③Segmentation：シングルセグメントかダブルセグメントか（詳細については前頁参照）
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資料1-1 p60 一部修正Ⅰ．第４章 ４．２ 破壊伝播の検討 ４．２．８ 世界の巨大地震との比較

４．２．８（２）破壊伝播の北端の評価：まとめ

スマトラ島～アンダマン諸島沖 日本海溝沿い 共通性

テクトニクス的
背景

沈み込み帯の特徴

・海側のプレートは海溝に対して斜め
に沈み沈み，それに伴い前弧スリバー
が形成されている。
・付加体が発達。

・海溝に対して直交方向に沈み込む。

・造構性侵食作用が卓越し，付加体は
未発達。

無

地震学的・測
地学的見地

既往地震の発生履歴

・全域にわたってM８クラスの地震が
発生し，かつ，2004年スマトラ～アン
ダマン地震の発生領域では約500年
間隔で繰り返し巨大地震が発生。

・プレート境界面における固着のばら
つきは小さい。

・東北地方太平洋沖型の地震の震源
域となる宮城県沖は，固着が小さい

岩手県沖北部，福島県沖・茨城県沖
の間に位置する。

・プレート境界面における固着のばら
つきは大きい。

無

カップリング率 ・１に近い。 ・中程度。 無

破壊様式の分類
（地震活動（セグメンテーション））

2004年スマトラ型
（along-strike single segmentation）

2011年東北沖型
（along-dip double segmentation）

無

• 2004年スマトラ～アンダマン地震と同様の破壊伝播が生じる可能性（＝M９クラスの巨大地震を発生させる宮城県沖の固着域を起点（震源）とする
破壊が青森県東方沖及び岩手県沖北部まで伝播する可能性）の有無を確認するため，スマトラ島～アンダマン諸島沖と日本海溝沿いで発生する
巨大地震のテクトニクス的背景，地震学的・測地学的見地及び地震発生様式の分類に関する見地から比較を行った。

• 比較検討の結果，震源からの破壊伝播範囲に影響を及ぼすテクトニクス的背景及びプレート境界面における固着のばらつき・カップリング率には
大きな違いがあり，巨大地震の破壊様式の分類も異なる。

• 以上から，日本海溝沿いで2004年スマトラ～アンダマン地震と同様の破壊現象（破壊伝播）が生じる可能性は低い。即ち，M９クラスの巨大地震を
発生させる宮城県沖の固着域を起点（震源）とする破壊が青森県東方沖及び岩手県沖北部で伝播する可能性は低いと評価される。

スマトラ島～アンダマン諸島沖と日本海溝沿いの比較検討の結果
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• 3.11地震に伴う津波は，震源域に位置する宮城県沖沿岸の津波高さ（痕跡高）よりも，三陸沖沿岸の津波高さ（痕跡高）の方が高かったことが特徴
的である（Tsuji et al.(2014)）。

• Satake et al.(2013)は，津波波形インバージョン解析から推定された断層モデルを用いて，宮城県沖沿岸，三陸沖沿岸の津波高さに寄与したすべり
領域の分析を実施し，宮城県沖沿岸の津波高さに寄与したすべり領域は，869年の地震に伴う津波の発生領域であったとしている。

津波波形の比較位置1960年及び2010年チリ津波と日本海溝沿いで発生した

主な津波の津波高さの比較

（Tsuji et al.(2014)に一部加筆）

1896年
明治

1933年
昭和

1960年
チリ

2010年
チリ

2011年
東北地方
太平洋沖

女川発電所

観測波形と計算波形の比較

3.11地震に伴う津波と
既往津波発生領域の比較

3.11地震に伴う津波特性の分析

（Satake et al.(2013)に一部加筆）

■：海底水圧計

◆：GPS波浪計

▲：検潮所

：観測記録

：浅部領域の小断層を用いた計算波形

：深部領域の小断層を用いた計算波形

ⅰ．広域に亘って，時間的・空間的に複雑なすべり分布の不均一性が見られたが，女川地点の津波高さに大きな影響を及ぼしたのは，震源付近

（宮城県沖）で生じた大きなすべり領域である。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p77 再掲

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定

４．３．１ 3.11地震から得られた知見の整理：知見ⅰ（１／２）
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• 杉野ほか（2013）は，観測津波波形，観測地殻変動データ等を用いたジョイントインバージョン解析から推定された津波波源モデルを用いて，原子力
サイト沖合150m水深点の最大津波高に寄与した3.11地震のすべり領域の分析を実施しており，女川地点は，宮城北部沖の日本海溝付近の浅い
部分が大きく寄与していたとしている。

津波波源モデル

（杉野ほか（2013））

すべり量

原子力サイトの沖合150m水深点の最大波高における小断層の波高内訳

（杉野ほか（2013））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p78 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定

４．３．１ 3.11地震から得られた知見の整理：知見ⅰ（２／２）
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• 3.11地震の地震特性を再現する各種の震源断層モデルのすべり領域は，岩手県沖南部～茨城県沖であるのに対して，広域の津波特性を再現
する津波波源モデルのすべり領域は，青森県東方沖及び岩手県沖北部～茨城県沖であり，両者には違いが見られる。

ⅱ．震源断層モデル（地震特性）と津波波源モデル（津波特性）には違いが見られる。

 

広域の津波特性を再現するすべり分布（例）

（内閣府（2012a））

【各種の震源断層モデル】

・遠地地震波形解析によるすべり分布モデル

・強震動波形解析によるすべり分布モデル

・アレイ波形によるすべり分布モデル

【上記以外のすべり分布モデル】

・GPSデータによる地震時のすべり分布モデル

・津波波形解析によるすべり分布モデル

3.11地震の各種すべり分布モデル

東北地方太平洋沖型の地震

（地震調査研究推進本部（2014）に一部加筆）

■3.11地震の地震特性を再現する震源断層モデルのすべり領域 ■3.11地震の広域の津波特性を再現する

津波波源モデルのすべり領域

岩手県沖南部

～茨城県沖 青森県東方沖及
び岩手県沖北部
～茨城県沖

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p79 一部修正Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定

４．３．１ 3.11地震から得られた知見の整理：知見ⅱ
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• 杉野ほか（2013）では，3.11地震の破壊メカニズム（地震特性）が現れる沖合いの観測波形及び観測地殻変動量をターゲットとしたインバージョン
解析により求められたモデル（＝暫定波源モデル）と，沿岸の痕跡高（広域の津波特性）を再現するモデル（＝確定波源モデル）を得ており，後者
のモデルのすべり量は前者のモデルのすべり量を1.2倍している。

• 杉野ほか（2013）では，両者のモデルの意義を以下のとおり整理している。

ⅲ．実現象に近い破壊メカニズム（＝地震特性）を再現するモデルと，広域沿岸部の痕跡高（＝津波特性）を再現するモデルは異なり，両モデルの差を

埋めるのは，今後検討すべき課題である。

破壊メカニズム（地殻変動量，沖合いの観測波形）
を再現するモデル

沿岸の痕跡高（広域の津波特性）を再現するため
破壊メカニズムを再現する暫定波源モデルのすべ
り量を1.2倍したモデル

 暫定波源モデルは，実現象に近い破壊メカニズムを現していると考えられ，理学的側面において意義がある。

 確定波源モデルは，波源想定等の工学的側面において意義がある。

 理学・工学の両方の観点から全ての現象（プレート境界の破壊，津波伝播，津波遡上）を共通のモデルでより良く説明・再現できることが理想
であるが，両モデルの差を埋めるのは，今後検討すべき課題である。

■確定波源モデル

■暫定波源モデル

3.11地震を再現する津波波源モデルのすべり分布の経時変化

（杉野ほか（2013）に一部加筆）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p80 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定

４．３．１ 3.11地震から得られた知見の整理：知見ⅲ
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• 地震調査研究推進本部（2012）が示している微小地震の震源分布に基づくプレート境界面の推定等深線をプレート境界面の形状として，地震発生域
の深さの下限（60km）から海溝軸までを波源域として考慮した。

微小地震の震源分布に基づくプレート境界面の推定等深線図

（地震調査研究推進本部（2012））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p17 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．２ 特性化モデル設定に関する知見

４．３．２（１）プレート境界面形状
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• 内閣府（2012b）では，海溝型の津波断層モデルの断層全体の平均すべり量は，津波断層モデルの断層面の全域に対する相似則（スケーリング則）
による平均すべり量と概ね一致することを基本として，2011年東北地方太平洋沖地震，2010年チリ地震，2004年スマトラ地震といった世界の巨大地
震と，日本周辺で発生したMw８以上の地震を対象に，平均応力降下量を整理している。

• 巨大地震の津波断層モデルの平均応力降下量（６事例）は，平均値で1.2MPa，平均値に標準偏差を加えた値は2.2MPa（平均値から標準偏差を引い
た値は0.7MPa）である。しかし，Mw８よりも小さな地震を含めると，海溝型地震の平均応力降下量の平均値は3.0MPaであるとしている。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p18 再掲

津波観測データを用いた解析による平均応力降下量の整理（内閣府（2012b））

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．２ 特性化モデル設定に関する知見

４．３．２（２）平均応力降下量（１／２）



82

• Murotani et al.（2013）は，プレート境界地震のスケーリング関係について，日本付近で発生したM７～８クラスのプレート境界地震に，７つの巨大地震
（2011年東北地方太平洋沖地震，2010年チリ地震，2004年スマトラ地震，1964年アラスカ地震，1960年チリ地震，1957年アリューシャン地震，1952年
カムチャッカ地震）を追加し，M７～９クラスまでに適用可能なスケーリング則を提案した。

• 円形破壊面を仮定したスケーリング則（M0＝16/(7・π3/2）・⊿σ・S3/2）から， 破壊領域（S）とM0の関係式の平均応力降下量を算定すると約1.6MPaで
あり，標準偏差SD（±σ）を考慮すると，平均応力降下量は最大で3.0MPaとなる。

以上の知見を踏まえ，平均応力降下量を3.0MPaに設定した。

S=1.34×10－10Mo2/3

（SD（±σ）=1.54）

破壊領域（S）とMoの関係（Murotani et al.(2013)）

平均応力降下量⊿σ=1.57MPa

S＋σ時の平均応力降下量⊿σ=0.82MPa

S－σ時の平均応力降下量⊿σ=3.00MPa

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p19 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．２ 特性化モデル設定に関する知見

４．３．２（２）平均応力降下量（２／２）
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資料1-2 p20 一部修正Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．２ 特性化モデル設定に関する知見

４．３．２（３）剛性率

• 土木学会（2016）等を参考として，5.0×1010（N/㎡）とした。

Vp/Vs比に関する既往研究例（伊藤・大東（1996））

震源付近の媒質の剛性率（土木学会（2016））

P波速度構造に関する既往研究例（土木学会（2016））
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• 内閣府（2012b）では，2011年東北地方太平洋沖地震，2010年チリ地震，2004年スマトラ地震といった世界の巨大地震の解析事例の調査に基づき，
津波断層モデルにおける大すべり域の面積等に関する特徴を整理し，南海トラフの巨大地震の津波断層モデルに，各領域を以下のとおり設定し
ている。

 大すべり域：津波断層の平均すべり量の２倍，全体面積の20％程度（超大すべり域を含む）

 超大すべり域：津波断層の平均すべり量の４倍，全体面積の５％程度

津波断層モデルにおける大きなすべり領域の割合（内閣府（2012b））

【2011年東北地方太平洋沖地震】 【国外で発生したM９以上の既往地震】

【南海トラフで発生した既往地震】

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p22 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．２ 特性化モデル設定に関する知見

４．３．２（４）大すべり域・超大すべり域：内閣府（2012b）
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• 杉野ほか（2014）では，2011年東北地方太平洋沖地震，1952年カムチャッカ地震，1960年チリ地震，2004年スマトラ地震といった世界の巨大地震
の解析事例の調査に基づき，津波断層モデルにおける大すべり域の面積等に関する特徴を整理し，以下のとおり，地震規模毎の空間的すべり分
布の設定方法を示している。

微視的波源特性に係る波源領域内の空間的すべり分布の設定方法（杉野ほか（2014））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p23 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．２ 特性化モデル設定に関する知見

４．３．２（４）大すべり域・超大すべり域：杉野ほか（2014）
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内閣府（2012a）モデル Satake et al.(2013)
55枚モデル

杉野ほか（2013）モデル 広域の津波特性を

考慮したモデル

モデル Mw 断層面積

内閣府（2012a）モデル 9.0 119,974（km2）

Satake et al.(2013)55枚モデル 9.0 110,000（km2）

杉野ほか（2013）モデル 9.1 112,000（km2）

広域の津波特性を考慮したモデル 9.13 129,034（km2）

波源領域の比較

：内閣府（2012a）モデル

：Satake et al.(2013) 55枚モデル

：杉野ほか（2013）モデル

：広域の津波特性を考慮したモデル

3.11地震に伴う津波を再現する津波波源モデル

各津波波源モデルの比較

• 各機関等で提案されている3.11地震に伴う津波の再現モデルのうち，津波波形等をインバージョンした内閣府（2012a）モデル，Satake et al.(2013)55枚
モデル，杉野ほか（2013）モデルを参考に，想定波源域を設定した。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p84 一部修正Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．３ 広域の津波特性を考慮した特性化モデル

４．３．３（１）想定波源域の設定
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• 広域の津波特性（痕跡高）を考慮するため，内閣府（2012b）で示されている大すべり域・超大すべり域の面積よりも大きい面積を示している杉野ほか
（2014）を参考として，特性化モデルを設定した。

 大すべり域：津波断層の平均すべり量の1.4倍，全体面積の40％程度（超大すべり域を含む）

 超大すべり域：津波断層の平均すべり量の３倍，全体面積の15％程度

• なお，福島県沿岸には10m以上の痕跡高が多数見られることを踏まえ，設定する特性化モデルの大すべり域・超大すべり域の面積は，杉野ほか
（2014）に示されている面積比率よりも大きく設定※１した。
※１：大すべり域：43.5％（超大すべり域を含む），超大すべり域：16.0％

杉野ほか（2014）によるMw8.9以上の規模の地震の

大すべり域・超大すべり域の設定方法

（杉野ほか（2014））
青森県北部～茨城県南部における3.11地震に伴う津波の痕跡高※２

（東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012））

※２：海岸線からの距離1000m以内，信頼度Aのデータ（総数：2,686）

：痕跡位置 ：痕跡高

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．３ 広域の津波特性を考慮した特性化モデル

４．３．３（２）大すべり域・超大すべり域の設定（１／２）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p85 再掲
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資料1-1 p86 一部修正Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．３ 広域の津波特性を考慮した特性化モデル

４．３．３（２）大すべり域・超大すべり域の設定（２／２）

• 3.11地震から得られた知見，世界のプレート境界面で発生しているM９クラスの巨大地震に係る最新の科学的・技術的知見に基づく，各領域の固着等
に関する分析結果を踏まえて設定した。

■超大すべり域の設定

• 岩手県沖南部：低地震活動域を考慮して，プレート間地震発生領域の浅部に設定。

• 宮城県沖：3.11地震時のすべり分布形状，同領域の固着度並びに固着の破壊を助長
する長期的な非地震性すべりの発生領域を考慮して，福島県沖を含む範囲に設定。

■大すべり域の設定

• 岩手県沖南部・宮城県沖の超大すべり域を取り囲むように設定。

構造境界

（破壊のバリア）

低地震活動域（SLSR)の位置

（Ye et al.(2012)）

すべり分布

長期的なスロースリップの発生領域

（Yokota and Koketsu（2015））

岩手県沖南部

の超大すべり域

宮城県沖の

超大すべり域

大すべり域

各領域の固着度に関する分析結果

（地震調査研究推進本部（2019）に一部加筆）

固着度：大

（M９クラス）

凡例
固着域 非固着域

（Seno（2014）を参考に作成）

固着度：中

（M８クラス）

固着度：小

（M８クラス以下）

テクトニクス的背

景の違いが構造

境界（破壊のバリ

ア）となる。

長期的な非地震性

すべりが，隣接す

る宮城県沖におけ

るM９クラスの固着

の破壊を助長する。

低地震活動域が青

森県東方沖及び岩

手県沖北部への破

壊伝播を防ぐ。

蓄積する歪みの

量に限度がある。

固着度：小

（M８クラス以下）

固着度：小

（M８クラス以下）

プレート境界深部の固着

度は，岩手県沖南部より

も大きいと考えられる。
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：1350mメッシュ

：450mメッシュ

：150mメッシュ

：50mメッシュ

：17mメッシュ

：5.6mメッシュ

杉野ほか（2014）の計算領域

（杉野ほか（2014）に一部加筆）

青森県北部～茨城県南部における3.11地震に伴う津波の痕跡高※

（東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012））

：痕跡位置 ：痕跡高

• 杉野ほか（2014）を参考に，3.11地震の津波波源に直接面した沿岸の青森県北部～茨城県南部の痕跡高の再現性を確認し，広域の津波の特性
を適切に考慮しているかを確認した。

※：原子力発電所の立地条件，津波特性を把握するために十分な痕跡数を確保
する観点から，海岸線沿いから1000m以内，信頼度Aのデータ（痕跡数：2,686地点）
を用いる。

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．３ 広域の津波特性を考慮した特性化モデル

４．３．３（３）再現解析：基本方針

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p88 再掲
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資料1-1 p90 一部修正Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．３ 広域の津波特性を考慮した特性化モデル

４．３．３（３）再現解析：痕跡高の再現性確認

• 設定した特性化モデルは，土木学会（2016）の再現性の目安を満足するとともに，津波高が大きい岩手県沿岸～福島県沿岸の痕跡高を良好に再現
しており，広域の津波特性を適切に考慮していることを確認した。

• さらに，女川地点を含む宮城県周辺（北緯39°～北緯38°）については，痕跡高に対して計算値の方が大きく（K=0.86，κ=1.36，ｎ=836），安全側の
モデルになっていることを確認した。

基準断層モデル K κ n

広域の津波特性を考慮した
特性化モデル

0.98 1.39 2,686

※：再現性の目安 0.95＜K＜1.05，κ＜1.45 （土木学会（2016））

：痕跡位置
：痕跡高

：計算値

すべり量分布

【広域の津波特性を考慮した特性化モデル】 【痕跡高の再現性の確認結果】

以上から，設定した特性化モデルは，3，11地震の広域の津波特性を適切に考慮していることを確認した。
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第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p92 再掲

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．４ 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

４．３．４（１）基本方針

• 宮城県沖における大すべり域の破壊特性を適切に考慮するため，杉野ほか（2013）を参考に，破壊特性が現れる地殻変動量（プレート境界の破壊），
沖合いの観測波形（津波伝播）及び発電所の津波水位（津波遡上）について，3.11地震の実現象を再現する特性化モデルを設定した。

：大すべり域の位置

宮城県沖の大すべり域の破壊特性

を考慮した特性化モデル

【確認項目】

ⅰ．地殻変動量（プレート境界の破壊）

ⅱ．沖合いの観測波形（津波伝播）

ⅲ．発電所の津波水位（津波遡上）
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第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p93 一部修正

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．４ 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

４．３．４（２）想定波源域及び大すべり域・超大すべり域の設定

長周期地震動に基づくすべり分布（Wu et al.(2012)に一部加筆）

■想定波源域の設定

• 宮城県沖の大すべり域の破壊特性（地震特性）を特性化モデルに反映する観点から，想定波源域は，地震調査研究推進本部（2012，2014，2019）
による「東北地方太平洋沖型の地震」の想定波源域と同様に，岩手県沖南部～茨城県沖に設定した。

■大すべり域・超大すべり域の設定

• 国内外の巨大地震の解析事例の調査に基づき大すべり域・超大すべり域のすべり量及び全体面積に占める面積比率を示している内閣府（2012b）
を参考に設定※１した。

宮城県沖の大すべり域の破壊特性

を考慮した特性化モデルのすべり分布

 大すべり域：津波断層の平均すべり量の２倍，全体面積の20％程度（超大すべり域を含む）

 超大すべり域：津波断層の平均すべり量の４倍，全体面積の５％程度

• なお，設定した特性化モデルの大すべり域・超大すべり域の面積は，震源の全体的な破壊の動きを捉えていると考えられる長周期観測地震動に
基づいて推定された震源断層モデル（Wu et al.(2012)）のすべり分布を参考として（杉野ほか（2013）），内閣府（2012b）に示されている面積比率より
も大きく設定※２した。

※２：大すべり域：20.7％（超大すべり域を含む），超大すべり域：7.5％
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• Fujiwara et al.(2011)は，3.11地震前後の海底地形データの比較から，宮城県沖の海溝軸付近において，水平方向に50～56m，上下方向（水平変位
に伴う鉛直変位も含む）に11m（σ=8.53）～16m（σ=9.35）の変位が生じたとしている。

調査位置図（Fujiwara et al.(2011)）

地震時変位の概略断面図（図：（Ｄ））

（Fujiwara et al.(2011)）

陸側斜面及び海側斜面の地震時の変位

（Fujiwara et al.(2011)）

■3.11地震の地殻変動量（地球物理学的知見）

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．４ 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

４．３．４（３）妥当性確認：地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較（１／３） 第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p95 再掲



94

• 各機関等で提案されている3.11地震に伴う津波の再現モデルのうち，津波波形等をインバージョンした内閣府（2012a）モデル，Satake et al.（2013）
55枚モデルの地殻変動量から，津波特性を良好に再現する最大鉛直変位は12m程度であることが確認される。

すべり量分布（合計） 地殻変動量（上下動）の時間変化

（ライズタイム※：300（s））

すべり量分布 すべり量の時間変化（ライズタイム※：210（ｓ））

地殻変動量分布（合計）

【内閣府（2012a）モデル】（内閣府（2012a））

地殻変動量分布（合計）

地殻変動量（断面図）（合計）

：内閣府（2012a）モデル

： Satake et al.（2013）55枚モデル

-5
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15

-100 -50 0 50 100 150 200 250 300

地
殻

変
動

量
(m

)

距離 (km)【Satake et al.（2013）55枚モデル】 （Satake et al.（2013））

※：大きなすべりを生じた領域における
破壊開始から破壊終了までの時間

■3.11地震の地殻変動量（3.11地震に伴う津波の再現モデル）

以上の地球物理学的知見及び再現モデルによる地殻変動量から，3.11地震による最大鉛直変位は12ｍ程度と考えられる。

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．４ 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

４．３．４（３）妥当性確認：地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較（２／３）
第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p96 再掲
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• 設定した特性化モデルの内閣府（2012a）モデルと同様の条件下で算定される最大鉛直変位は13m程度であり，3.11地震による最大鉛直変位と整合
的であることを確認した。

【宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの地殻変動量分布】

ライズタイム：300（s）相当

地殻変動量（断面図）

発
電
所
地
点

3.11地震による最大鉛直変位：
12m程度

■地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．４ 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

４．３．４（４）妥当性確認：地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較（３／３） 第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p97 再掲
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• 設定した特性化モデルによる計算波形は，発電所前面海域の観測波形に見られる津波特性（津波水位，周期，津波の到達時間）と整合的であること
を確認した。

比較位置

宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮
した特性化モデル

：観測波形

：計算波形

女川原子力

発電所

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．４ 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

４．３．４（４）妥当性確認：沖合いの観測波形（津波伝播）の比較 第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p98 再掲
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宮城県沖の大すべり域の破壊特性を
考慮した特性化モデル

東北電力（2011）を一部修正

【発電所敷地における痕跡調査結果】 【最大水位上昇量分布】

凡 例

：津波の痕跡が認められる位置

：主要施設が設置されている敷地

N

• 設定した特性化モデルによる最大水位上昇量分布は，実際の現象と整合的であることを確認した。

以上から，設定した特性化モデルは，3.11地震時の地殻変動量（プレート境界の破壊），沖合いの観測波形（津波伝播）及び発電所の津波水位
（津波遡上）を良好に再現しており，宮城県沖大すべり域の破壊特性を適切に考慮していることを確認した。

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．４ 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

４．３．４（４）妥当性確認：発電所の津波水位（津波遡上）の比較 第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p99 再掲
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位置 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

北へ約50km移動 18.23 17.13 17.06 16.97 15.85 15.93 

北へ約40km移動 18.22 17.21 17.18 17.00 15.95 16.02 

北へ約30km移動 18.42 17.33 17.32 17.15 16.04 16.20 決定ケース

北へ約20km移動 18.19 17.15 17.15 17.01 15.84 16.12 

北へ約10km移動 18.15 17.05 17.07 16.91 15.77 16.04 

基準 17.88 16.62 16.62 16.55 15.38 15.82 

南へ約10km移動 17.57 16.17 16.15 16.12 14.96 15.50 

南へ約20km移動 17.46 15.70 15.87 15.88 14.62 15.05 

南へ約30km移動 16.53 15.67 15.87 15.95 14.36 14.95 

南へ約40km移動 16.58 15.48 15.62 15.62 13.93 14.70 

南へ約50km移動 15.66 14.78 14.92 14.94 13.67 14.12 

（単位:m）

検討した超大すべり域の位置

：パラメータスタディ範囲

：基準位置

：決定ケース（北へ約30km移動）

• 基準位置から北へ約30km移動した位置が発電所に与える影響が最も大きい位置であることを確認した。

■広域の津波特性を考慮した特性化モデル（水位上昇側）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p102 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（１）宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討①－１
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位置 2号取水口前面 備考

北へ約60km移動 -8.97

北へ約50km移動 -9.01 

北へ約40km移動 -8.81 

北へ約30km移動 -8.61 

北へ約20km移動 -8.26 

北へ約10km移動 -8.16 

基準 -7.75 

南へ約10km移動 -7.39 

南へ約20km移動 -7.84 

南へ約30km移動 -8.38 

南へ約40km移動 -8.73 

南へ約50km移動 -9.05 

南へ約60km移動 -9.18 決定ケース

南へ約70km移動 -9.14

（単位:m）

検討した超大すべり域の位置

：パラメータスタディ範囲

：基準位置

：決定ケース（南へ約60km移動）

• 基準位置から南へ約60km移動した位置が発電所に与える影響が最も大きい位置であることを確認した。

■広域の津波特性を考慮した特性化モデル（水位下降側）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p103 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（１）宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討①－２
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位置 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

北へ約50km移動 10.63 9.60 9.68 9.64 8.24 8.42

北へ約40km移動 10.62 9.59 9.68 9.63 8.24 8.42

北へ約30km移動 11.25 9.83 9.97 9.98 8.66 8.86

北へ約20km移動 12.44 10.64 10.67 10.65 9.49 9.78

北へ約10km移動 13.19 11.70 11.68 11.64 9.93 10.73

基準 13.55 12.06 12.11 12.03 10.20 11.20 決定ケース

南へ約10km移動 13.20 11.69 11.77 11.79 10.03 10.76

南へ約20km移動 12.15 10.64 10.71 10.68 9.67 10.02

南へ約30km移動 11.48 10.28 10.31 10.19 9.14 9.74

南へ約40km移動 10.67 9.97 10.12 10.12 8.85 9.56

南へ約50km移動 11.07 10.41 10.53 10.53 9.20 9.95

（単位:m）

検討した大すべり域・超大すべり域の位置

：パラメータスタディ範囲

：決定ケース（基準位置）

• 基準位置が発電所に与える影響が最も大きい位置であることを確認した。

■宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル（水位上昇側）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p104 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（１）宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討②－１
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検討した大すべり域・超大すべり域の位置

：パラメータスタディ範囲

：基準位置

：決定ケース（南へ約40km移動）

• 基準位置から南へ約40km移動した位置が発電所に与える影響が最も大きい位置であることを確認した。

■宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル（水位下降側）

位置 2号取水口前面 備考

北へ約50km移動 -6.26

北へ約40km移動 -6.26

北へ約30km移動 -6.23

北へ約20km移動 -6.54

北へ約10km移動 -7.31

基準 -8.18

南へ約10km移動 -8.84

南へ約20km移動 -9.01

南へ約30km移動 -9.31

南へ約40km移動 -9.35 決定ケース

南へ約50km移動 -9.19

（単位:m）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p105 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（１）宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討②－２
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• 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討で選定した大すべり域・超大すべり域の位置が，港湾部の防波堤が無い場合でも選定位置として
妥当であるかを確認するため，各モデルの水位上昇側・下降側決定ケース，並びにその前後ケースを対象に，防波堤が無い地形を用いてパラメータ
スタディを実施した。

位置 備考

水位上昇側

北へ約40km移動

北へ約30km移動 選定位置

北へ約20km移動

水位下降側

南へ約50km移動

南へ約60km移動 選定位置

南へ約70km移動

位置 備考

水位上昇側

北へ約10km移動

基準位置 選定位置

南へ約10km移動

水位下降側

南へ約30km移動

南へ約40km移動 選定位置

南へ約50km移動

■広域の津波特性を考慮した特性化モデル ■宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

水位上昇側
（選定位置：北へ約30km移動）

水位下降側
（選定位置：南へ約60km移動）

水位上昇側
（選定位置：基準位置）

水位下降側
（選定位置：南へ約40km移動）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p106 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（２）港湾部の防波堤の有無に関する影響検討：検討方針（１／２）
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港湾部の防波堤無し港湾部の防波堤有り

• 検討に用いた地形データを以下に示す。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p107 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（２）港湾部の防波堤の有無に関する影響検討：検討方針（２／２）
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北へ約40km移動 北へ約30km移動 北へ約20km移動
-11.0

-10.0

-9.0

-8.0

南へ約50km移動 南へ約60km移動 南へ約70km移動

水位上昇側（防波堤無し） 水位下降側（防波堤無し）

：敷地前面

：１号取水口前面

：２号取水口前面

：３号取水口前面

：１号放水口前面

：２・３号放水口前面

最
大
水
位
上
昇
量
（m）

最
大
水
位
下
降
量

（m）

：２号取水口前面

敷地前面における最大水位上昇量の比較

最大水位上昇量分布

（北へ約30km移動，防波堤無し）
最大水位上昇量分布

（北へ約40km移動，防波堤無し）

：北へ約30km移動（防波堤無し）
：北へ約40km移動（防波堤無し）

比較範囲

0m

約630m

比較範囲

0m

約630m

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p108 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（２）港湾部の防波堤の有無に関する影響検討：検討結果①－１

■広域の津波特性を考慮した特性化モデル

• 防波堤が無い地形でのパラメータスタディの結果，大すべり域・超大すべり域の位置の選定に与える影響（傾向）に有意な差は認められないことを確認し
た（解析結果の詳細を次頁に示す）。

• 以上の検討から，港湾部の防波堤の有無が，大すべり域・超大すべり域の位置の選定に及ぼす影響は極めて小さく，防波堤有りの地形で選定した位置で
基準断層モデルを設定することは妥当であることを確認した。
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超大すべり域の位置 敷地前面
1号取水口

前面
2号取水口

前面
3号取水口

前面
1号放水口

前面
2・3号放水口

前面

北へ約４0km移動 18.98 17.32 17.31 17.29 16.67 16.26 

北へ約30km移動 18.87 17.41 17.43 17.34 16.71 16.39 

北へ約20km移動 18.17 17.19 17.22 16.96 16.34 16.28 

超大すべり域の位置 2号取水口前面

南へ約50km移動 -9.49 

南へ約60km移動 -9.802 

南へ約70km移動 -9.801 

【水位上昇側（最大水位上昇量）】

【水位下降側（最大水位下降量）】

基準位置 検討地形：港湾部の防波堤無し

：超大すべり域の位置

（単位：m）

（単位：m）

■広域の津波特性を考慮した特性化モデル：解析結果

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p34 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（２）港湾部の防波堤の有無に関する影響検討：検討結果①－２
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-11.0

-10.0

-9.0

-8.0

南へ約30km移動 南へ約40km移動 南へ約50km移動
10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

北へ約10km移動 基準位置 南へ約10km移動

■宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

水位上昇側（防波堤無し） 水位下降側（防波堤無し）

：敷地前面

：１号取水口前面

：２号取水口前面

：３号取水口前面

：１号放水口前面

：２・３号放水口前面

最
大
水
位
上
昇
量
（m）

最
大
水
位
下
降
量

（m）

：２号取水口前面

• 防波堤が無い地形でのパラメータスタディの結果，大すべり域・超大すべり域の位置の選定に与える影響（傾向）に有意な差は認められないことを
確認した（解析結果を次頁に示す）。

• 以上の検討から，港湾部の防波堤の有無が，大すべり域・超大すべり域の位置の選定に及ぼす影響は極めて小さく，防波堤有りの地形で選定した
位置で基準断層モデルを設定することは妥当であることを確認した。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p109 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（２）港湾部の防波堤の有無に関する影響検討：検討結果②－１
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超大すべり域の位置 敷地前面
1号取水口

前面
2号取水口

前面
3号取水口

前面
1号放水口

前面
2・3号放水口

前面

北へ約10km移動 13.44 11.94 12.25 12.01 10.60 10.72 

基準 13.75 12.35 12.48 12.40 10.96 11.06 

南へ約10km移動 13.44 11.95 12.28 12.13 10.78 10.79 

超大すべり域の位置 2号取水口前面

南へ約30km移動 -9.40 

南へ約40km移動 -9.44 

南へ約50km移動 -9.24 

【水位上昇側（最大水位上昇量）】

【水位下降側（最大水位下降量）】

基準位置
検討地形：港湾部の防波堤無し

：大すべり域・

超大すべり域の位置

（単位：m）

■宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル：解析結果

（単位：m）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p36 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（２）港湾部の防波堤の有無に関する影響検討：検討結果②－２
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■広域の津波特性を考慮した特性化モデル ■宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

位置 備考

水位上昇側

北へ約40km移動

北へ約30km移動 選定位置

北へ約20km移動

水位下降側

南へ約50km移動

南へ約60km移動 選定位置

南へ約70km移動

位置 備考

水位上昇側

北へ約10km移動

基準位置 選定位置

南へ約10km移動

水位下降側

南へ約30km移動

南へ約40km移動 選定位置

南へ約50km移動

• 選定した大すべり域・超大すべり域の位置を基に基準断層モデルを設定し破壊開始点の不確かさを考慮することの妥当性を確認するため，各モデルの
水位上昇側・下降側決定ケース，並びにその前後ケースを対象に破壊開始点を考慮したパラメータスタディを実施した。

• なお，本検討は，港湾部の防波堤の有無に関する影響検討結果を踏まえ，港湾部の防波堤有りの地形を用いて実施した。

水位上昇側
（選定位置：北へ約30km移動）

水位下降側
（選定位置：南へ約60km移動）

水位上昇側
（選定位置：基準位置）

水位下降側
（選定位置：南へ約40km移動）

・破壊伝播速度：2.0（km/s）
・ライズタイム：60（s）

・破壊伝播速度：2.0（km/s）
・ライズタイム：60（s）

・破壊伝播速度：2.0（km/s）
・ライズタイム：60（s）

・破壊伝播速度：2.0（km/s）
・ライズタイム：60（s）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p110 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（３）大すべり域・超大すべり域と破壊開始点の位置関係に関する影響検討：検討方針
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• 検討の結果，発電所の津波高さに与える影響（傾向）に有意な差は認められないことを確認した（解析結果を次頁に示す）。

• 以上の検討から，選定した大すべり域・超大すべり域の位置を基に基準断層モデルを設定し，破壊開始点の不確かさを考慮することは妥当である
ことを確認した。

■広域の津波特性を考慮した特性化モデル

水位上昇側（防波堤有り） 水位下降側（防波堤有り）

最
大
水
位
上
昇
量
（m）

最
大
水
位
下
降
量

（m）

：敷地前面（破壊開始点：基準（同時破壊））

：１号取水口前面（破壊開始点：基準（同時破壊））

：２号取水口前面（破壊開始点：基準（同時破壊））

：３号取水口前面（破壊開始点：基準（同時破壊））

：１号放水口前面（破壊開始点：基準（同時破壊））

：２・３号放水口前面（破壊開始点：基準（同時破壊））
：２号取水口前面（破壊開始点：基準（同時破壊））

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（３）大すべり域・超大すべり域と破壊開始点の位置関係に関する影響検討：検討結果①－１

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p111 再掲
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Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（３）大すべり域・超大すべり域と破壊開始点の位置関係に関する影響検討：検討結果①－２

敷地前面 1号取水口前面 2号取水口前面 3号取水口前面 1号放水口前面 2・3号放水口前面

北へ
約40km
移動

北へ
約30km
移動

北へ
約20km
移動

北へ
約40km
移動

北へ
約30km
移動

北へ
約20km
移動

北へ
約40km
移動

北へ
約30km
移動

北へ
約20km
移動

北へ
約40km
移動

北へ
約30km
移動

北へ
約20km
移動

北へ
約40km
移動

北へ
約30km
移動

北へ
約20km
移動

北へ
約40km
移動

北へ
約30km
移動

北へ
約20km
移動

基準
（同時破壊）

18.22 18.42 18.19 17.21 17.33 17.15 17.18 17.32 17.15 17.00 17.15 17.01 15.95 16.04 15.84 16.02 16.20 16.12 

P1 14.44 14.59 14.43 13.10 13.56 13.44 13.20 13.75 13.71 13.16 13.72 13.70 13.07 13.32 13.00 12.87 13.28 13.11 

P2 14.46 14.78 15.19 13.19 13.56 13.95 13.16 13.70 14.20 13.08 13.60 14.13 13.26 13.66 13.82 13.04 13.42 13.65 

P3 15.93 15.85 16.24 13.47 13.87 14.70 13.55 13.96 14.80 13.83 14.17 14.85 13.21 13.51 14.04 13.15 13.33 14.15 

P4 15.21 15.51 15.19 14.15 14.02 13.59 14.16 14.16 13.75 14.17 14.18 13.73 13.43 13.38 12.96 13.16 13.22 12.94 

P5 16.55 15.53 14.46 13.93 13.80 13.50 13.98 13.88 13.67 14.03 14.00 13.79 12.89 12.88 12.59 13.47 13.09 12.93 

P6 16.30 16.70 17.37 15.15 16.07 16.60 15.16 16.09 16.63 14.91 15.79 16.46 13.81 14.68 15.25 13.82 14.71 15.49 

【最大水位上昇量】 （単位：m）

北へ約40km移動 検討地形：港湾部の防波堤有り

：破壊開始点位置

破壊伝播速度：2.0（km/s）

ライズタイム：60（s）

北へ約30km移動

（選定位置）

北へ約20km移動

■広域の津波特性を考慮した特性化モデル：解析結果（最大水位上昇量）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p39 再掲
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2号取水口前面

南へ約50km移動 南へ約60km移動 南へ約70km移動

基準
（同時破壊）

-9.05 -9.18 -9.14 

P1 -8.51 -8.51 -8.48 

P2 -7.67 -7.46 -7.25 

P3 -7.52 -6.96 -6.74 

P4 -8.74 -8.67 -8.61 

P5 -7.88 -7.74 -7.63 

P6 -7.81 -7.20 -6.92 

【最大水位下降量】 （単位：m）

南へ約50km移動 検討地形：港湾部の防波堤有り

：破壊開始点位置

破壊伝播速度：2.0（km/s）

ライズタイム：60（s）

南へ約60km移動

（選定位置）

南へ約70km移動

■広域の津波特性を考慮した特性化モデル：解析結果（最大水位下降量）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p40 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（３）大すべり域・超大すべり域と破壊開始点の位置関係に関する影響検討：検討結果①－３
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-12.0

-11.0

-10.0

-9.0

-8.0

北へ約40km移動 北へ約30km移動 北へ約20km移動
-12.0

-11.0

-10.0

-9.0

-8.0

北へ約40km移動 北へ約30km移動 北へ約20km移動

最大水位下降量の比較

最
大
水
位
下
降
量

（m）

破壊開始点

最大水位下降量（m）

北へ約40km
移動

北へ約30km
移動

北へ約20km
移動

基準
（同時破壊）

-8.81 -8.61 -8.26 

P1 -9.04 -8.86 -8.54 

P2 -9.73 -9.63 -9.54 

P3 -9.81 -9.66 -9.54 

P4 -9.02 -8.85 -8.58 

P5 -9.77 -9.74 -9.63 

P6 -10.01 -9.97 -9.83 

最
大
水
位
下
降
量

（m）

破壊開始点
最大水位下降量（m）

北へ約40km
移動

北へ約30km
移動

北へ約20km
移動

基準
（同時破壊）

-8.07 -7.67 -7.17 

P1 -8.74 -8.32 -7.88 

P2 -9.67 -9.51 -9.30 

P3 -10.26 -9.84 -9.38 

P4 -8.22 -7.90 -7.67 

P5 -9.78 -9.69 -9.64 

P6 -10.85 -10.65 -10.22 

■防波堤有りの地形による検討結果 （参考）防波堤無しの地形による検討結果

解析結果

最大水位下降量の比較

解析結果

（参考）広域の津波特性を考慮した特性化モデル：水位上昇側のモデル（選定位置：北へ約30㎞移動）による最大水位下降量の解析結果

• 発電所の津波高さに与える影響（傾向）に有意な差は認められないことを確認した。

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（３）大すべり域・超大すべり域と破壊開始点の位置関係に関する影響検討：検討結果①－４

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-1 p19 再掲
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Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（３）大すべり域・超大すべり域と破壊開始点の位置関係に関する影響検討：検討結果②－１

-11.0

-10.0

-9.0

-8.0

南へ約30km移動 南へ約40km移動 南へ約50km移動
10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

北へ約10km移動 基準位置 南へ約10km移動

■宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

水位上昇側（防波堤有り） 水位下降側（防波堤有り）

最
大
水
位
上
昇
量
（m）

最
大
水
位
下
降
量

（m）

：敷地前面（破壊開始点：P5）

：１号取水口前面（破壊開始点：P5）

：２号取水口前面（破壊開始点：P5）

：３号取水口前面（破壊開始点：P5）

：１号放水口前面（破壊開始点：P5）

：２・３号放水口前面（破壊開始点：P5）
：２号取水口前面（破壊開始点：基準（同時破壊））

• 検討の結果，発電所の津波高さに与える影響（傾向）に有意な差は認められないことを確認した（解析結果を次頁に示す）。

• 以上の検討から，選定した大すべり域・超大すべり域の位置を基に基準断層モデルを設定し，破壊開始点の不確かさを考慮することは妥当である
ことを確認した。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p112 再掲
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敷地前面 1号取水口前面 2号取水口前面 3号取水口前面 1号放水口前面 2・3号放水口前面

北へ
約10km
移動

基準
南へ

約10km
移動

北へ
約10km
移動

基準
南へ

約10km
移動

北へ
約10km
移動

基準
南へ

約10km
移動

北へ
約10km
移動

基準
南へ

約10km
移動

北へ
約10km
移動

基準
南へ

約10km
移動

北へ
約10km
移動

基準
南へ

約10km
移動

基準
（同時破壊）

13.19 13.55 13.20 11.70 12.06 11.69 11.68 12.11 11.77 11.64 12.03 11.79 9.93 10.20 10.03 10.73 11.20 10.76 

P1 12.65 12.69 11.99 11.14 11.16 10.49 11.11 11.16 10.57 11.05 11.12 10.57 9.28 9.32 8.80 9.95 9.97 9.17 

P2 12.51 12.82 12.50 10.90 11.24 10.86 10.87 11.23 10.96 10.85 11.17 10.94 9.08 9.35 9.14 9.59 9.98 9.61 

P3 12.37 13.01 12.93 10.87 11.53 11.43 10.85 11.49 11.48 10.81 11.41 11.42 9.07 9.63 9.62 9.62 10.35 10.33 

P4 13.53 13.57 13.05 12.16 12.26 11.72 12.20 12.29 11.73 12.15 12.29 11.83 10.36 10.50 10.27 11.47 11.57 10.84 

P5 13.92 14.48 14.31 12.69 13.12 12.90 12.66 13.18 12.93 12.73 13.26 13.02 11.03 11.43 11.34 12.08 12.49 12.27 

P6 13.32 14.06 14.13 12.10 12.83 12.85 12.10 12.84 12.83 12.08 12.82 12.84 10.44 11.04 11.09 11.43 12.19 12.11 

【最大水位上昇量】 （単位：m）

北へ約10km移動 検討地形：港湾部の防波堤有り

：破壊開始点位置

破壊伝播速度：2.0（km/s）

ライズタイム：60（s）

基準

（選定位置）

南へ約10km移動

■宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル：解析結果（最大水位上昇量）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p42 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（３）大すべり域・超大すべり域と破壊開始点の位置関係に関する影響検討：検討結果②－２
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2号取水口前面

南へ約30km移動 南へ約40km移動 南へ約50km移動

基準
（同時破壊）

-9.31 -9.35 -9.19 

P1 -8.45 -8.50 -8.45 

P2 -8.04 -8.05 -8.06 

P3 -7.98 -8.01 -8.06 

P4 -8.14 -8.17 -8.21 

P5 -8.19 -8.39 -8.43 

P6 -8.60 -8.77 -8.84 

【最大水位下降量】 （単位：m）

検討地形：港湾部の防波堤有り

：破壊開始点位置

破壊伝播速度：2.0（km/s）

ライズタイム：60（s）

南へ約30km移動 南へ約40km移動

（選定位置）

南へ約50km移動

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p43 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（３）大すべり域・超大すべり域と破壊開始点の位置関係に関する影響検討：検討結果②－３

■宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル：解析結果（最大水位下降量）
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-11.0

-10.0

-9.0

-8.0

-7.0

北へ約10km移動 基準位置 南へ約10km移動

-11.0

-10.0

-9.0

-8.0

-7.0

北へ約10km移動 基準位置 南へ約10km移動

• 防波堤有りの地形を用いた検討については，発電所の津波高さに与える影響（傾向）に差が認められるものの，基準断層モデル②-１，基準断層モデル
③-１を用いた検討では，同時破壊の条件下で設定した大すべり域・超大すべり域の位置が最も影響が大きい位置であることを確認した。

最大水位下降量の比較

最
大
水
位
下
降
量
（m）

最
大
水
位
下
降
量

（m）

■防波堤有りの地形による検討結果 （参考）防波堤無しの地形による検討結果

解析結果

最大水位下降量の比較

解析結果

モデル
破壊

開始点

最大水位下降量（m）
備考北へ約10km

移動
基準

南へ約10km
移動

宮城県沖の大すべり域の
破壊特性を考慮した特性化
モデル

基準
（同時破壊）

-7.31 -8.18 -8.84 

P1 -6.31 -7.08 -7.78 

P2 -6.38 -6.58 -7.27 

P3 -6.82 -7.10 -7.13 

P4 -6.04 -6.85 -7.50 

P5 -7.75 -7.88 -7.85 

P6 -7.77 -7.82 -7.87 

基準断層モデル②-1 -9.33 -9.42 -9.37

基準断層モデル③-1 -8.79 -8.94 -8.86

モデル
破壊

開始点

最大水位下降量（m）

北へ約10km
移動

基準
南へ約10km

移動

宮城県沖の大
すべり域の破
壊特性を考慮
した特性化
モデル

基準
（同時破壊）

-7.57 -8.39 -9.00

P1 -7.29 -7.30 -7.96 

P2 -7.90 -7.76 -7.57 

P3 -7.93 -8.16 -7.90 

P4 -6.88 -6.92 -7.41 

P5 -8.62 -8.63 -8.44 

P6 -8.87 -8.88 -8.71 

：宮城県沖の大すべり域の破壊

特性を考慮した特性化モデル

：基準断層モデル②-1

：基準断層モデル③-1

（参考）宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル：水位上昇側のモデルに（選定位置：基準）よる最大水位下降量の解析結果

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．５ 宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討

４．３．５（３）大すべり域・超大すべり域と破壊開始点の位置関係に関する影響検討：検討結果②－４

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-1 p20 再掲
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資料1-1 p116 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．６ 基準断層モデル①の設定

４．３．６（１）基本方針

• 広域の津波特性を考慮した特性化モデルの宮城県沖の超大すべり域を移動させた検討において，発電所の津波高さに与える影響が最も大きい
ケースを基準断層モデル①とする。

• 設定した基準断層モデル①が，3.11地震を上回る規模となっているかを確認するため，宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル
と同様に，杉野ほか（2013）を参考として，3.11地震による宮城県沖の地殻変動量（プレート境界の破壊），沖合いの観測波形（津波伝播）及び発電
所の津波水位（津波遡上）について，3.11地震の実現象と比較する。

すべり量分布

【広域の津波特性を考慮した特性化モデル】

基準断層モデル①-1

（超大すべり域の位置：北へ約30km移動）

【基準断層モデル①】

宮城県沖の

超大すべり域の

位置を移動
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■地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較

【基準断層モデル①-1の地殻変動量分布】

ライズタイム：300（s）相当

• 内閣府（2012a）モデルと同様の条件下で算定される最大鉛直変位は15m程度であり，3.11地震による最大鉛直変位（12m程度）を上回ることを
確認した。

地殻変動量（断面図）

発
電
所
地
点

3.11地震による最大鉛直変位：
12m程度

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p117 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．６ 基準断層モデル①の設定

４．３．６（２）3.11地震の実現象との比較（１／３）
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：観測波形

：計算波形

• 基準断層モデル①-1の計算波形は，発電所前面海域における3.11地震に伴う津波の観測波形を上回ることを確認した。

比較位置

基準断層モデル①-1

女川原子力

発電所

■沖合いの観測波形（津波伝播）の比較

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p118 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．６ 基準断層モデル①の設定

４．３．６（２）3.11地震の実現象との比較（２／３）
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基準断層モデル①-1※

【発電所敷地における痕跡調査結果】

東北電力（2011）を一部修正

凡 例
：津波の痕跡が認められる位置

：主要施設が設置されている敷地

：潮位計設置位置

N

• 基準断層モデル①-1は，発電所敷地における痕跡，並びに発電所港湾内で取得した観測波形との比較から，発電所に襲来した3.11地震に伴う津
波を上回ることを確認した。

【最大水位上昇量分布】 【観測記録との比較】

：観測波形

：計算波形

※：3.11地震時の地形モデルを用いた解析結果であり，
防潮堤は地形モデルに反映していないことから，敷地
が浸水する結果となっている。

■発電所の津波水位（津波遡上）の比較

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p119 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．６ 基準断層モデル①の設定

４．３．６（２）3.11地震の実現象との比較（３／３）
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資料1-1 p120 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．６ 基準断層モデル①の設定

４．３．６（３）まとめ

• 広域の津波特性を考慮した特性化モデルの宮城県沖の超大すべり域を移動させた検討において，発電所の津波高さに与える影響が最も大きいケース
を基準断層モデル①として設定した。

• 3.11地震時の宮城県沖の地殻変動量（プレート境界の破壊），沖合いの観測波形（津波伝播）及び発電所の津波水位（津波遡上）の比較から，同モデル
は，3.11地震を上回る規模のモデルであることを確認した。

• 以上の検討結果並びに宮城県沖の超大すべり域の位置の検討結果（p98～116）を踏まえ，基準断層モデル①を以下のとおり設定した。

【広域の津波特性を考慮した基準断層モデル①】

基準断層モデル①-1

（超大すべり域の位置：北へ約30km移動）

基準断層モデル①-2

（超大すべり域の位置：南へ約60km移動）
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最大水位上昇量（m）
備 考

（超大すべり域の
位置）敷地前面

1号取水口
前面

2号取水口
前面

3号取水口
前面

1号放水口
前面

2・3号放水口
前面

基準断層モデル①-1 18.42 17.33 17.32 17.15 16.04 16.20 北へ約30km移動

基準断層モデル①-2 15.11 14.64 14.65 14.60 13.69 14.04 南へ約60km移動

• 基準断層モデル①による各評価位置の最大水位上昇量・下降量を以下に示す。

• また，水位分布及び水位時刻歴波形を次頁に示す。

【最大水位上昇量】

最大水位下降量（m） 備 考
（超大すべり域の

位置）2号取水口前面

基準断層モデル①-1 -8.61 北へ約30km移動

基準断層モデル①-2 -9.18 南へ約60km移動

【最大水位下降量】

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p121 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．７ 基準断層モデル①の設定

４．３．６（４）津波予測計算結果：最大水位上昇量・下降量
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水位上昇側（基準断層モデル①-1） 水位下降側（基準断層モデル①-2）

最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

2号取水口前面における水位時刻歴波形 2号取水口前面における水位時刻歴波形

【水位分布及び水位時刻歴波形※１】

※１：水位時刻歴波形は，2号取水口前面の中央位置に該当するメッシュで抽出（抽出位置は，本資料「Ⅰ.第２章 ２．５ 津波水位の抽出位置」に記載。）。
※２：T.P.-7.04m（O.P.-6.3m）

取水口敷高※２

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p122 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．６ 基準断層モデル①の設定

４．３．６（４）津波予測計算結果：水位分布及び水位時刻歴波形
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• 3.11地震に伴う津波を広域に再現するモデルの断層面積は，宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの断層面積と比較して大き
いことを踏まえ，最新の科学的・技術的知見から，3.11地震に伴う大きなすべり量は最大規模と評価されるものの，広域の津波特性を再現するモデ
ルの断層面積との整合性の観点から，安全側に発電所の津波高さに与える影響が大きい大すべり域・超大すべり域のすべり量を約20％割増した基
準断層モデル②を設定した。

内閣府（2012a）モデル Satake et al.(2013)
55枚モデル

杉野ほか（2013）モデル

3.11地震に伴う津波を再現する津波波源モデル

宮城県沖の大すべり域の
破壊特性を考慮した

特性化モデル

波源領域の比較

モデル Mw 断層面積

内閣府（2012a）モデル 9.0 119,974（km2）

Satake et al.(2013)55枚モデル 9.0 110,000（km2）

杉野ほか（2013）モデル 9.1 112,000（km2）

宮城県沖の大すべり域の破壊
特性を考慮したモデル

9.04 107,357（km2）

各津波波源モデルの比較

：内閣府（2012a）モデル

：Satake et al.(2013)55枚モデル

：杉野ほか（2013）モデル

：宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p123 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．７ 基準断層モデル②の設定

４．３．７（１）基本方針
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諸元
宮城県沖の大すべり域の

破壊特性を考慮した
特性化モデル

基準断層モデル②
内閣府（2012a）モデルの断層面積

（119,974km2）相当の断層諸元

モーメントマグニチュード（Mw） 9.04 9.04 9.07

断層面積（S） 107,357（km2） 107,357（km2） 120,000（km2）

平均応力降下量（⊿σ） 3.13（MPa） 3.11MPa 3.00MPa

地震モーメント（Mo） 4.52×1022（Nm） 4.49×1022（Nm） 5.12×1022（Nm）

基本すべり域
（面積及び面積比率）

6.21（m）
（85,165(km2)，79.3%）

7.69（m）
（49,872(km2)，46.5%）

6.56（m）
（－，80%）

背景的領域
（面積及び面積比率）

3.84（m）
（57,485(km2)，53.5%）

大すべり域
（面積及び面積比率）

12.42（m）
（22,192(km2)，20.7%）

15.37（m）
（22,192(km2)，20.7%）

13.13（m）
（－，20%）

超大すべり域
（面積及び面積比率）

24.83（m）
（8,078km2)，7.5%）

30.74（m）
（8,078km2)，7.5%）

26.25（m）
（－，5%）

平均すべり量 8.43（m） 8.37（m） 8.53(m)

す
べ
り
量

基本すべり域

超大すべり域

大すべり域

背景的領域

超大すべり域

基本すべり域

大すべり域

• 基準断層モデル②の大すべり域・超大すべり域のすべり量は，広域の津波特性を再現するモデルのうち最も断層面積が大きい内閣府（2012a）
モデルの断層面積119,974km2相当のすべり量（平均応力降下量：3MPa，大すべり域：面積比率20％，超大すべり域：面積比率5％）よりも大きい。

宮城県沖の大すべり域の

破壊特性を考慮した特性化モデル
基準断層モデル②

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p124 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．７ 基準断層モデル②の設定

４．３．７（２）概要
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• 基準断層モデル②が，3.11地震を上回る規模となっているかを確認するため，宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルと同様に，
杉野ほか（2013）を参考として，3.11地震による宮城県沖の地殻変動量（プレート境界の破壊），沖合いの観測波形（津波伝播）及び発電所の津波水
位（津波遡上）について，3.11地震の実現象と比較した。
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【基準断層モデル②の地殻変動量分布】

ライズタイム：300（s）相当

地殻変動量（断面図）

発
電
所
地
点

3.11地震による最大鉛直変位：
12m程度

■地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較

• 内閣府（2012a）モデルと同様の条件下で算定される最大鉛直変位は16m程度であり，3.11地震による最大鉛直変位（12m程度）を上回ることを
確認した。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p126 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．７ 基準断層モデル②の設定

４．３．７（３）3.11地震の実現象との比較（１／３）
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：観測波形

：計算波形

■沖合いの観測波形（津波伝播）の比較

• 基準断層モデル②の計算波形は，発電所前面海域における3.11地震に伴う津波の観測波形を上回ることを確認した。

比較位置

基準断層モデル②

女川原子力

発電所

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p127 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．７ 基準断層モデル②の設定

４．３．７（３）3.11地震の実現象との比較（２／３）
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特性化モデル（基準断層モデル①）※

【発電所敷地における痕跡調査結果】

東北電力（2011）を一部修正

凡 例
：津波の痕跡が認められる位置

：主要施設が設置されている敷地

：潮位計設置位置

N

■発電所の津波水位（津波遡上）の比較

• 基準断層モデル②は，発電所敷地における痕跡，並びに発電所港湾内で取得した観測波形との比較から，発電所に襲来した3.11地震に伴う津波
を上回ることを確認した。

【最大水位上昇量分布】 【観測記録との比較】

：観測波形

：計算波形

※：3.11地震時の地形モデルを用いた解析結果であり，
防潮堤は地形モデルに反映していないことから，敷地
が浸水する結果となっている。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p128 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．７ 基準断層モデル②の設定

４．３．７（３）3.11地震の実現象との比較（３／３）
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資料1-1 p129 再掲

• 3.11地震に伴う津波を広域に再現する津波波源モデルの断層面積（約11～12万（km2））は，宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデ
ルの断層面積（約10.7万（km2））よりも大きいことを考慮して，断層面積（約10.7万（km2））を保持した上で，発電所の津波高さに与える影響が大きい，
大すべり域・超大すべり域のすべり量を約20％割増した基準断層モデル②を設定した。

• 3.11地震時の宮城県沖の地殻変動量（プレート境界の破壊），沖合いの観測波形（津波伝播）及び発電所の津波水位（津波遡上）の比較から，同モデ
ルは，3.11地震を上回る規模のモデルであることを確認した。

• 以上の検討結果並びに宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討結果（p98～116）を踏まえ，基準断層モデル②を以下のとおり設定した。

【宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した基準断層モデル②】

基準断層モデル②-1

（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）

基準断層モデル②-2

（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．７ 基準断層モデル②の設定

４．３．７（４）まとめ
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最大水位上昇量（m）
備 考

（大すべり域・超大
すべり域の位置）敷地前面

1号取水口
前面

2号取水口
前面

3号取水口
前面

1号放水口
前面

2・3号放水口
前面

基準断層モデル②-1 16.34 14.13 14.29 14.21 12.36 13.36 基準

基準断層モデル②-2 11.80 11.20 11.31 11.34 9.75 10.84 南へ約40km移動

最大水位下降量（m） 備 考
（大すべり域・超大
すべり域の位置）2号取水口前面

基準断層モデル②-1 -7.72 基準

基準断層モデル②-2 -8.96 南へ約40km移動

• 基準断層モデル②による各評価位置の最大水位上昇量・下降量を以下に示す。

• また，水位分布及び水位時刻歴波形を次頁に示す。

【最大水位上昇量】

【最大水位下降量】

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p130 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．７ 基準断層モデル②の設定

４．３．７（５）津波予測計算結果：最大水位上昇量・下降量
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水位上昇側（基準断層モデル②-1） 水位下降側（基準断層モデル②-2）

最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

2号取水口前面における水位時刻歴波形 2号取水口前面における水位時刻歴波形

【水位分布及び水位時刻歴波形※１】

取水口敷高※２

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p131 再掲

※１：水位時刻歴波形は，2号取水口前面の中央位置に該当するメッシュで抽出（抽出位置は，本資料「Ⅰ.第２章 ２．５ 津波水位の抽出位置」に記載。）。
※２：T.P.-7.04m（O.P.-6.3m）

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．７ 基準断層モデル②の設定

４．３．７（５）津波予測計算結果：水位分布及び水位時刻歴波形
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• 杉野ほか（2013）では，3.11地震に伴う津波の沖合い観測波形に見られた短周期と長周期の異なる性質の波の発生要因を分岐断層の活動によるも
のと仮定して津波波源モデルを設定している。

• 3.11地震後の日本海溝付近における海底調査や，3.11地震の各種のすべり分布モデル等から，上記要因は分岐断層によるものではないと考えられ
るが，分岐断層や日本海溝付近の海底地すべりは短周期の波を発生させる要因の１つと考えられることから，同要因は基準断層モデルに反映する
必要があると考えられる。

• 以上を踏まえ，基準断層モデル②を基本として，未知なる分岐断層や海底地すべり等が存在する可能性を考慮した基準断層モデル③を設定した。

【杉野ほか（2013）モデル】

すべり量分布（合計） 津波波源モデルの小断層の配置

【基準断層モデル（特性化モデル）】

諸元 基準断層モデル② 基準断層モデル③

モーメントマグニチュード（Mw） 9.04 9.04

断層面積（S） 107,357（km2） 107,357（km2）

平均応力降下量（⊿σ） 3.11MPa 3.17MPa

地震モーメント（Mo） 4.49×1022（Nm） 4.58×1022（Nm）

基本すべり域
（面積及び面積比率）

7.69（m）
（49,872(km2)，46.5%）

7.34（m）
（56,675(km2)，47.2%）

背景的領域
（面積及び面積比率）

3.84（m）
（57,485(km2)，53.5%）

3.67（m）
（50,675(km2)，52.8%）

大すべり域
（面積及び面積比率）

15.37（m）
（22,192(km2)，20.7%）

14.67（m）
（24,875(km2)，23.2%）

中間大すべり域
（面積及び面積比率）

22.01（m）
（11,732(km2)，10.9%）

超大すべり域
（面積及び面積比率）

30.74（m）
（8,078km2)，7.5%）

29.35（m）
（6,201(km2)，5.8%）

平均すべり量 8.37（m） 8.53（m）

背景的領域

超大すべり域

基本すべり域

大すべり域

背景的領域

超大すべり域

基本すべり域

大すべり域

中間大すべり域 す
べ
り
量

基準断層モデル② 基準断層モデル③

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p132 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．８ 基準断層モデル③の設定

４．３．８（１）概要
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• 基準断層モデル③が，3.11地震を上回る規模となっているかを確認するため，宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルと同様に，
杉野ほか（2013）を参考として，3.11地震による宮城県沖の地殻変動量（プレート境界の破壊），沖合いの観測波形（津波伝播）及び発電所の津波水
位（津波遡上）について，3.11地震の実現象と比較する。

【基準断層モデル③の地殻変動量分布】

ライズタイム：300（s）相当

地殻変動量（断面図）

発
電
所
地
点

3.11地震による最大鉛直変位：
12m程度

■地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較

• 内閣府（2012a）モデルと同様の条件下で算定される最大鉛直変位は15m程度であり，3.11地震による最大鉛直変位（12m程度）を上回ることを
確認した。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p134 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．８ 基準断層モデル③の設定

４．３．８（２）3.11地震の実現象との比較（１／３）
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：観測波形

：計算波形

■沖合いの観測波形（津波伝播）の比較

• 基準断層モデル③の計算波形は，発電所前面海域における3.11地震に伴う津波の観測波形を上回ることを確認した。

比較位置

基準断層モデル③

女川原子力

発電所

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p135 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．８ 基準断層モデル③の設定

４．３．８（２）3.11地震の実現象との比較（２／３）
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基準断層モデル③※

【発電所敷地における痕跡調査結果】

東北電力（2011）を一部修正

凡 例
：津波の痕跡が認められる位置

：主要施設が設置されている敷地

：潮位計設置位置

N

■発電所の津波水位（津波遡上）の比較

• 基準断層モデル③は，発電所敷地における痕跡，並びに発電所港湾内で取得した観測波形との比較から，発電所に襲来した3.11地震に伴う津波
を上回ることを確認した。

【最大水位上昇量分布】 【観測記録との比較】

：観測波形

：計算波形

※：3.11地震時の地形モデルを用いた解析結果であり，
防潮堤は地形モデルに反映していないことから，敷地
が浸水する結果となっている。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p136 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．８ 基準断層モデル③の設定

４．３．８（２）3.11地震の実現象との比較（３／３）
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資料1-1 p137 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．８ 基準断層モデル③の設定

４．３．８（３）まとめ

• 基準断層モデル②を基本として，杉野ほか（2013）の知見を参考に，短周期の波を発生させる要因と考えられる未知なる分岐断層や海底地すべり等が
存在する可能性を考慮した基準断層モデル③を設定した。

• 3.11地震時の宮城県沖の地殻変動量（プレート境界の破壊），沖合いの観測波形（津波伝播）及び発電所の津波水位（津波遡上）の比較から，同モデル
は，3.11地震を上回る規模のモデルであることを確認した。

• 以上の検討結果並びに宮城県沖の大すべり域・超大すべり域の位置の検討結果（p98～116）を踏まえ，基準断層モデル③を以下のとおり設定する。

基準断層モデル③-1

（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）

基準断層モデル③-2

（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）

【宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した基準断層モデル③】
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最大水位上昇量（m）
備 考

（大すべり域・超大
すべり域の位置）敷地前面

1号取水口
前面

2号取水口
前面

3号取水口
前面

1号放水口
前面

2・3号放水口
前面

基準断層モデル③-1 21.58 18.85 19.50 19.60 16.46 17.16 基準

基準断層モデル③-2 18.19 16.44 16.71 16.57 14.08 15.75 南へ約40km移動

最大水位下降量（m） 備 考
（大すべり域・超大
すべり域の位置）2号取水口前面

基準断層モデル③-1 -8.98 基準

基準断層モデル③-2 -8.78 南へ約40km移動

【最大水位上昇量】

【最大水位下降量】

• 基準断層モデル③による各評価位置の最大水位上昇量・下降量を以下に示す。

• また，水位分布及び水位時刻歴波形を次頁に示す。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p138 再掲Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．８ 基準断層モデル③の設定

４．３．８（４）津波予測計算結果：最大水位上昇量・下降量
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水位上昇側（基準断層モデル③-1） 水位下降側（基準断層モデル③-2）

最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

2号取水口前面における水位時刻歴波形 2号取水口前面における水位時刻歴波形

【水位分布及び水位時刻歴波形※１】

取水口敷高※２

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p139 再掲

※１：水位時刻歴波形は，2号取水口前面の中央位置に該当するメッシュで抽出（抽出位置は，本資料「Ⅱ.第２章 ２．５ 津波水位の抽出位置」に記載。）。
※２：T.P.-7.04m（O.P.-6.3m）

Ⅰ．第４章 ４．３ 基準断層モデルの設定 ４．３．８ 基準断層モデル③の設定

４．３．８（４）津波予測計算結果：水位分布及び水位時刻歴波形
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• 「広域の津波特性を考慮した特性化モデル」，「宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル」を対象に，破壊開始点，破壊伝播速度，ライズ
タイムの不確かさが発電所の津波高さに与える影響を定量的に把握し，影響が大きいパラメータを不確かさとして考慮した。検討内容を以下に示す。

• 各不確かさのパラメータスタディ範囲は，国内外で発生した巨大地震の破壊伝播特性に関する知見を収集し，科学的・合理的な範囲で実施した（詳細は次
頁以降に記載）。

項 目 破壊開始点の影響把握 破壊伝播速度の影響把握 ライズタイムの影響把握

破壊開始点
3.11地震の震源位置（P0），
大すべり域の周辺（P1～P6）

3.11地震の震源位置（P0） 3.11地震の震源位置（P0）

破壊伝播速度 2.0（km/s） 1.0（km/s）,1.5（km/s）,2.0（km/s）,2.5（km/s） 2.0（km/s）

ライズタイム 60（s） 60（s） 60（s）,90（s）,120（s）,180（s）,300（s）

波源モデル

○：破壊開始点（同心円状に破壊）

宮城県沖の大すべり域の

破壊特性を考慮した

特性化モデル

広域の津波特性を

考慮した特性化モデル
宮城県沖の大すべり域の

破壊特性を考慮した

特性化モデル

広域の津波特性を

考慮した特性化モデル

○：破壊開始点（同心円状に破壊） ○：破壊開始点（同心円状に破壊）

宮城県沖の大すべり域の

破壊特性を考慮した

特性化モデル

広域の津波特性を

考慮した特性化モデル

■検討内容

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p143,151 再掲（要約）Ⅰ．第４章 ４．４ 波源特性の不確かさの考慮方法

４．４．１ 検討方針
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2011年東北地方太平洋沖地震とその余震

（気象庁（2012））

三陸沖から房総沖にかけての評価対象領域
の区分け（地震調査研究推進本部（2012））

○：破壊開始点位置

基準断層モデル② 基準断層モデル③

破壊開始点の設定位置

• 3.11地震の震源は，地震調査研究推進本部（2012）による評価対象領域の区分けのうち「三陸沖南部海溝寄り」の領域（以下，プレート境界面のうち
「三陸沖北部から房総沖の海溝寄り」を除く範囲を「プレート間地震発生領域」という。）に位置している（気象庁（2012））。

• 破壊開始点の位置について，地震調査研究推進本部（2017b）では，破壊の進む方向には地域性があり，三陸沖では浅い方から深い方へ破壊が進
む傾向にあるとしており，これは，3.11地震の破壊形態と一致している。

• 以上から，破壊開始点は，地震調査研究推進本部（2017b）を参考として，プレート間地震発生領域における大すべり域・超大すべり域を囲むように
複数設定した。

（例）各基準断層モデルの水位上昇ケース

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p144 一部修正Ⅰ．第４章 ４．４ 波源特性の不確かさの考慮方法 ４．４．２ パラメータスタディ範囲の設定

４．４．２（１）破壊開始点に関する知見
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• 3.11地震の津波波形等をインバージョンした再現モデルから，3.11地震で大きなすべりを生じた領域におけるライズタイムは210～300（s）であり（詳細
は次頁に示す），M８クラスの地震のライズタイム（数秒から１分程度（相田（1986）））と比較して長かったのが特徴である。

• 特性化モデルの津波解析上のライズタイム（同時破壊ケース）は，相田（1986）によるM８クラスの地震を対象としたライズタイムを参考として，60（s）
に設定（特性化）した※１。

 実際の地震の震源過程（＝初期破壊から震源域全体に破壊が及ぶ過程）が終了するのに要する時間が数秒から１分程度であることに対して，相田
（1986）は津波初期変位分布のライズタイムの設定方法を以下のとおり示している。

 日本海溝沿いで発生しているM８クラスの地震の断層長さL：150（km）～200（km）程度（土木学会（2016）），破壊伝播速度Vr：2.4（km/s）～3.0（km/s）
（地震調査研究推進本部（2017b）），ある１点で断層ずれを形成する時間（＝立上り時間）τ：5（s）程度（相田（1986））とすると，津波初期変位分布の
ライズタイムは，55（s）～88（s）程度となる。

津波初期変位分布のライズタイム（s）＝（ L（km）/ Vr（km/s ） ）＋τ（s）

ここで，

L ：断層長さ（km）

Vr ：破壊伝播速度（km/s）

τ ：ある１点で断層ずれを形成する時間（＝立上り時間）（s）

■相田（1986）による津波解析上の変動時間（初期変位分布のライズタイム）の設定方法

※１：津波解析上におけるライズタイムの考慮方法

変動完了
変
位

（m）

時間（s）60(s)
Δt=0.1(s)

Mansinha and Smylie(1971)の方法により計算される津波初期変位を破壊終了時変位，その変動終了時間：60（s）（＝ライズタイム）として，津波解析と同様の時間格子
間隔Δｔ：0.1（ｓ）を用いて一様に変位を与えている。

■同時破壊ケース

■破壊開始点設定ケース

基準断層モデル①解析上の考慮方法（概念） 基準断層モデル② 基準断層モデル③

断層面全体が60（s）で破壊終了する。

大すべり域・超大すべり域が，約140（s）～
160（s）※２で破壊終了する。

※２：L（km）/ Vr（km/s ）＋τ（s）

＝約150～200（km）/2.0（km/s）+60(s)

≒140（s）～160（s）

（例）各基準断層モデルの水位上昇ケース

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p146 一部修正Ⅰ．第４章 ４．４ 波源特性の不確かさの考慮方法 ４．４．２ パラメータスタディ範囲の設定

４．４．２（２）ライズタイムに関する知見：基準断層モデルで設定したライズタイム
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3.11地震に伴う津波を良好に再現する破壊伝播速度は2.0（km/s），ライズタイムは210～300（s）である。

• 3.11地震に伴う津波の再現モデルのうち，津波波形等をインバージョンした内閣府（2012a）モデル，Satake et al.（2013）55枚モデル，杉野ほか（2013）
モデルの破壊伝播速度，ライズタイム※１は以下のとおりである。

【内閣府（2012a）モデル】

すべり量分布（合計） すべり量の時間変化

【Satake et al.（2013）55枚モデル】

【杉野ほか（2013）モデル】

すべり量分布（合計）

（確定波源モデル）

すべり量分布（合計）
すべり量の時間変化

すべり量の時間変化（確定波源モデル）

■破壊伝播速度

※２：破壊開始点と各小断層の中心点との距離を
各小断層の最初のすべりが現れる時間で除した
破壊伝播速度から算定した平均破壊速度（杉野
ほか（2013），杉野ほか（2014））。

※３：杉野ほか（2013）は，長周期観測地震動に
基づいて推定された震源断層モデル（Wu et 
al.(2012)）の破壊伝播速度は約1.8（km/s）であり，
再現モデルの破壊伝播速度1.5（km/s）と，ほぼ
整合するとしている。

※１：大きなすべりを生じた領域における破壊開始から破壊終了までの時間。

内閣府（2012a）モデル 2.0（km/s）※２

Satake et al.(2013)
55枚モデル

2.0（km/s）

杉野ほか（2013）モデル 1.5（km/s）※２，３

内閣府（2012a）モデル 300（s）

Satake et al.(2013)
55枚モデル

210（s）

杉野ほか（2013）モデル 300（s）

■ライズタイム

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p147 再掲
Ⅰ．第４章 ４．４ 波源特性の不確かさの考慮方法 ４．４．２ パラメータスタディ範囲の設定

４．４．２（３）国内外で発生した巨大地震の破壊特性：3.11地震
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2004年スマトラ～アンダマン沖地震に伴う津波を良好に再現する破壊伝播速度は1.0（km/s），ライズタイムは180（s）である。

2004年スマトラ～アンダマン沖地震の津波インバージョン結果

（Fujii and Satake（2007）に一部加筆）

• Fujii and Satake（2007）は，破壊伝播速度（0.5（km/s）～3.0（km/s）），ライズタイム（60（s）～180（s））を変化させた津波波形のインバージョン解析を
実施して，2004年スマトラ地震の再現モデルを策定している。

• 検討の結果，破壊伝播速度を1.0（km/s），ライズタイム※を180（s）とした場合に，最も観測結果と解析結果が一致するとしている。

※：各断層ブロックの破壊開始から破壊終了までの時間。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p148 再掲Ⅰ．第４章 ４．４ 波源特性の不確かさの考慮方法 ４．４．２ パラメータスタディ範囲の設定

４．４．２（３）国内外で発生した巨大地震の破壊特性：2004年スマトラ～アンダマン地震
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2010年チリ地震の津波インバージョン結果（Lorito et al.（2011））

2010年チリ地震に伴う津波の破壊伝播速度は2.25（km/s）である。

• Lorito et al.（2011）は，津波波形のインバージョン解析を実施して，2010年チリ地震の再現モデルを策定している。

• 検討の結果，津波波形のデータセットには破壊伝播速度を決定できるほどの感度がないものの，遠地地震動のインバージョン結果から，破壊伝播
速度を2.25（km/s）としている（ライズタイムについては記載なし）。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p149 再掲Ⅰ．第４章 ４．４ 波源特性の不確かさの考慮方法 ４．４．２ パラメータスタディ範囲の設定

４．４．２（３）国内外で発生した巨大地震の破壊特性：2010年チリ地震
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地震 破壊伝播速度 ライズタイム 備考

3.11地震 2.0（km/s） 210～300（s）
大きなすべりを生じた領域における破壊
開始から破壊終了までの時間

2004年スマトラ～アンダマン地震 1.0（km/s） 180（s）
各断層ブロックの破壊開始から破壊
終了までの時間

2010年チリ地震 2.25（km/s） －

設定値 2.0（km/s） 60（s） 破壊開始点ケース：約140～160（s）※１

国内外で発生した巨大地震の破壊伝播特性

• 国内外で発生した巨大地震の破壊伝播特性に関する知見収集結果を踏まえ，破壊伝播速度，ライズタイムのパラメータスタディ範囲を設定した。

【破壊伝播速度】

 世界の巨大地震の破壊伝播速度を網羅できるように，パラメータスタディ範囲を設定した。

【ライズタイム】

 設定値は，国内外の巨大地震のライズタイムよりも短く設定していることを踏まえ，長くなった場合の影響を把握することを目的に，パラメータスタディ
範囲を設定した。

パラメータスタディ範囲の設定

※１：大すべり域・超大すべり域が破壊終了する時間（破壊伝播速度：2.0（km/s）で算定）

※２：大すべり域・超大すべり域が破壊終了する時間（破壊伝播速度：2.0（km/s）で算定）

基本ケース パラメータスタディ 備考

破壊伝播速度 2.0（km/s） 1.0，1.5，2.5（km/s）

ライズタイム 60（s） 90，120，180，300（s）
破壊開始点ケース※２：約170～190（s），約200～220（s），
約260～280（s），約380～400（s）

■パラメータスタディ範囲の設定
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• 水位上昇側については，各ケースの敷地前面（南北方向）における最大水位上昇量を比較した。

• 水位下降側については，取水口前面（南北方向）における最大水位下降量を比較する。なお，ライズタイムの影響確認にあたっては，２号取水口前面
における水位時刻歴波形についても比較した。
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取水口前面における最大水位下降量の比較

：P0（基本ケース）
：P1 ：P4                       
：P2 ：P5
：P3 ：P6

：P0（基本ケース）
：P1 ：P4                       
：P2 ：P5
：P3 ：P6

■比較方法（例：広域の津波特性を考慮した特性化モデル）
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広域の津波特性を考慮した特性化モデル 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル
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• 水位上昇側：基本ケース（P0）に対して水位が大きく上昇する破壊開始点が存在する。

• 水位下降側：基本ケース（P0）に対して水位が大きく下降する破壊開始点が存在する。

：P0（基本ケース）
：P1 ：P4                       
：P2 ：P5
：P3 ：P6
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広域の津波特性を考慮した特性化モデル 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

水
位
上
昇
側

水
位
下
降
側

• 水位上昇側：基本ケース（2.0（km/s））に対して水位が上昇するケースが存在するが，その上昇量は破壊開始点の不確
かさの影響よりも小さい。

• 水位下降側：宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルについて，基本ケース（2.0（km/s））に対して
水位が大きく下降するケース（1.0（km/s））が存在し，その下降量は破壊開始点の不確かさの影響よりも大きい。
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広域の津波特性を考慮した特性化モデル 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル
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• 水位上昇側：基本ケース（60（s））に対して各ケースの上昇量は小さい（＝ライズタイムの不確かさは破壊開始点の
不確かさの影響よりも小さい）。

• 水位下降側：広域の津波特性を考慮した特性化モデルは，基本ケース（60（s））に対して各ケースの下降量は小さく，
宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルについては，両者に有意な差は認められない（＝ライ
ズタイムの不確かさは破壊開始点の不確かさの影響よりも小さい）。

：60（s）（基本ケース）
：90（s）
：120（s）
：180（s）
：300（s）
：破壊開始点の不確かさ
最大・最小ケース
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広域の津波特性を考慮した特性化モデル 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

：180（s）
：300（s）

• 基本ケース（60（s））に対して，各ケースの取水口敷高を下回る継続時間は短い。

ライズタイム
広域の津波特性を考慮した

特性化モデル
宮城県沖の大すべり域の

破壊特性を考慮した特性化モデル
２号機非常用海水ポンプの

運転可能継続時間

60（s）（基本ケース） 2.2（分） 1.9（分）

約26（分）

90（s） 2.1（分） 1.9（分）

120（s） 2.0（分） 1.8（分）

180（s） 1.8（分） 1.7（分）

300（s） 1.0（分） 1.3（分）

２号取水口敷高を下回る継続時間と２号機非常用海水ポンプの運転可能継続時間の関係

取水口敷高※ 取水口敷高※

：60（s）（基本ケース）
：90（s）
：120（s）

２号取水口前面における水位時刻歴波形 ２号取水口前面における水位時刻歴波形

※：T.P.-7.04m（O.P.-6.3m）

：60（s）（基本ケース）
：90（s）
：120（s）

：180（s）
：300（s）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p156 再掲Ⅰ．第４章 ４．４ 波源特性の不確かさの考慮方法 ４．４．３ 各不確かさの影響確認
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• 破壊開始点，破壊伝播速度，ライズタイムの不確かさが，発電所の津波高さに与える影響を定量的に把握した結果，破壊開始点の不確かさが発電所の津波
高さに与える影響と比較して，水位上昇側は，破壊伝播速度とライズタイムの不確かさの影響は小さいが，水位下降側については，「宮城県沖の大すべり域の
破壊特性を考慮したモデル」について，破壊伝播速度の不確かさの影響が大きいことを確認した。

• 本検討結果を踏まえ，破壊開始点，破壊伝播速度を波源特性の不確かさとして考慮した。

破壊開始点

 大すべり域・超大すべり域
周辺に設定（6箇所）

破壊伝播速度

破壊伝播速度：2.0（km/s）
ライズタイム：60（s）

 最も影響が大きい破壊
開始点を対象に検討を
実施

 パラメータスタディ範囲
1.0，1.5，2.0，2.5（km/s）

基準断層モデルの設定 波源特性の不確かさの考慮

宮城県沖の大すべり域の破壊
特性を考慮した特性化モデル

基準断層モデル②

基準断層モデル③

宮城県沖の
大すべり域の位置

 基準断層モデル①-１

 基準断層モデル①-２

 基準断層モデル②-１

 基準断層モデル②-２

 基準断層モデル③-１

 基準断層モデル③-２

（例）基準断層モデル①-１

破壊伝播特性に関する不確かさ

（例）基準断層モデル①-１

（例）基準断層モデル①-１

基準断層モデル①宮城県沖の
大すべり域の位置

広域の津波特性を考慮した
特性化モデル

Ⅰ．第４章 ４．４ 波源特性の不確かさの考慮方法 ４．４．３ 各不確かさの影響確認

４．４．３（５）まとめ

第378回審査会合（H28.7.8）
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• 各基準断層モデルについて，破壊開始点の不確かさを考慮した津波予測計算を実施し，発電所の津波高さに与える影響が大きい破壊開始点を抽出した。

基準断層モデル① 基準断層モデル② 基準断層モデル③

基準断層モデル①-1

（超大すべり域の位置：北へ約30km移動）

基準断層モデル①-2

（超大すべり域の位置：南へ約60km移動）

基準断層モデル②-1

（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）

基準断層モデル②-2

（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）

基準断層モデル③-1

（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）

基準断層モデル③-2

（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）

第378回審査会合（H28.7.8）
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４．５．１（１）不確かさの考慮方法
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【基準断層モデル①-1（超大すべり域の位置：北へ約30km移動）】

破壊開始点 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 18.42 17.33 17.32 17.15 16.04 16.20 （決定ケース）

P1 14.59 13.56 13.75 13.72 13.32 13.28 

P2 14.78 13.56 13.70 13.60 13.66 13.42 

P3 15.85 13.87 13.96 14.17 13.51 13.33 

P4 15.51 14.02 14.16 14.18 13.38 13.22 

P5 15.53 13.80 13.88 14.00 12.88 13.09 

P6 16.70 16.07 16.09 15.79 14.68 14.71 
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

【基準断層モデル①-2（超大すべり域の位置：南へ約60km移動）】

破壊開始点 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 15.11 14.64 14.65 14.60 13.69 14.04 

P1 13.03 12.59 12.68 12.69 11.54 11.86 

P2 14.08 12.93 13.13 13.13 11.94 12.41 

P3 15.47 14.51 14.65 14.74 13.48 14.00 

P4 11.86 11.45 11.54 11.54 10.48 10.84 

P5 15.06 13.94 14.19 14.17 13.23 13.38 

P6 16.62 15.12 15.36 15.38 14.15 14.54 
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

（単位：（m））

（単位：（m））

破壊開始点位置（P1～P6）

・破壊伝播速度：2.0（km/s）

・ライズタイム：60（s）

破壊開始点位置（P1～P6）

・破壊伝播速度：2.0（km/s）

・ライズタイム：60（s）

第378回審査会合（H28.7.8）
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【基準断層モデル②-1（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）】

破壊開始点 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 16.34 14.13 14.29 14.21 12.36 13.36 

P1 14.74 13.06 13.09 13.11 11.25 12.67 

P2 14.88 13.16 13.19 13.20 11.34 12.77 

P3 15.19 13.50 13.45 13.48 11.63 13.01 

P4 16.58 14.43 14.64 14.76 12.79 13.52 

P5 17.26 15.52 15.87 15.88 14.05 13.97 
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

P6 16.99 15.22 15.43 15.37 13.58 13.55 

【基準断層モデル②-2（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）】

破壊開始点 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 11.80 11.20 11.31 11.34 9.75 10.84

P1 9.89 8.65 8.79 8.83 7.89 8.21

P2 10.51 9.32 9.54 9.29 8.18 8.89

P3 11.21 9.91 10.10 10.11 8.98 9.70

P4 10.86 9.74 9.96 10.13 9.13 9.00

P5 12.32 11.05 11.35 11.57 10.77 10.48
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

P6 12.19 11.03 11.27 11.45 10.48 10.24

（単位：（m））

（単位：（m））

破壊開始点位置（P1～P6）

・破壊伝播速度：2.0（km/s）

・ライズタイム：60（s）

破壊開始点位置（P1～P6）

・破壊伝播速度：2.0（km/s）

・ライズタイム：60（s）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p163 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．１ 破壊開始点の不確かさの考慮

４．５．１（２）水位上昇側：基準断層モデル②



155

【基準断層モデル③-1（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）】

破壊開始点 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 21.58 18.85 19.50 19.60 16.46 17.16 （決定ケース）

P1 16.56 13.70 14.32 14.76 12.96 12.63 

P2 16.49 13.78 14.21 14.81 13.23 13.03 

P3 17.39 14.62 15.13 15.71 13.97 13.63 

P4 15.53 13.50 13.84 14.10 12.63 12.20 

P5 16.79 14.10 14.36 14.71 13.09 13.06 

P6 19.44 16.93 17.72 18.15 16.00 15.58 
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

【基準断層モデル③-2（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）】

破壊開始点 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 18.19 16.44 16.71 16.57 14.08 15.75

P1 13.76 12.20 12.47 12.63 10.91 11.61

P2 14.72 13.22 13.58 13.58 11.81 13.29

P3 17.27 14.96 15.17 15.21 13.21 16.10

P4 14.50 12.47 12.77 12.83 10.80 11.53

P5 14.51 12.55 12.69 12.79 11.57 11.98

P6 20.60 17.74 17.89 17.75 15.08 17.02
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

（単位：（m））

（単位：（m））

破壊開始点位置（P1～P6）

・破壊伝播速度：2.0（km/s）

・ライズタイム：60（s）

破壊開始点位置（P1～P6）

・破壊伝播速度：2.0（km/s）

・ライズタイム：60（s）
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【基準断層モデル①-1（超大すべり域の位置：北へ約30km移動）】

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -8.61 

P1 -8.86 

P2 -9.63 

P3 -9.66 

P4 -8.85 

P5 -9.74 

P6 -9.97 
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

【基準断層モデル①-2（超大すべり域の位置：南へ約60km移動）】

破壊開始点位置

（破壊伝播速度：2.0(km/s)）

破壊開始点位置

（破壊伝播速度：2.0(km/s)）

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -9.18 

P1 -8.51 

P2 -7.46 

P3 -6.96 

P4 -8.67 
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

P5 -7.74 

P6 -7.20 

（単位：（m））

（単位：（m））

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-8.53 -8.63 

-8.73 -8.86 

-9.69 -9.65 

-9.72 -9.70 

-8.76 -8.85 

-9.76 -9.76 

-10.03 -9.93 

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-9.16 -9.21 

-8.36 -8.52 

-7.38 -7.42 

-7.02 -6.97 

-8.51 -8.67 

-7.73 -7.67 

-7.17 -7.18 

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p58 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．１ 破壊開始点の不確かさの考慮

４．５．１（３）水位下降側：基準断層モデル①



157

【基準断層モデル②-1（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）】

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -7.72

P1 -7.73

P2 -8.28

P3 -8.61

P4 -8.35

P5 -9.42
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

P6 -9.07

【基準断層モデル②-2（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）】

破壊開始点位置

（破壊伝播速度：2.0(km/s)）

破壊開始点位置

（破壊伝播速度：2.0(km/s)）

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -8.96

P1 -8.44
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

P2 -8.08

P3 -7.91

P4 -8.23

P5 -8.15

P6 -8.36

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-7.82 -7.75

-7.80 -7.67

-8.26 -8.28

-8.53 -8.60

-8.33 -8.32

-9.40 -9.46

-8.98 -9.07

（単位：（m））

（単位：（m））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p59 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．１ 破壊開始点の不確かさの考慮

４．５．１（３）水位下降側：基準断層モデル②

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-8.81 -9.03

-8.31 -8.48

-7.96 -8.11

-7.88 -7.91

-8.09 -8.22

-8.07 -8.07

-8.28 -8.36
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【基準断層モデル③-1（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）】

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -8.98

P1 -8.70

P2 -8.46

P3 -8.46

P4 -8.39

P5 -8.94
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

P6 -8.79

【基準断層モデル③-2（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）】

破壊開始点位置

（破壊伝播速度：2.0(km/s)）

破壊開始点位置

（破壊伝播速度：2.0(km/s)）

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -8.78

P1 -8.41

P2 -8.30

P3 -8.37

P4 -8.27

P5 -8.65

P6 -8.82
破壊伝播速度の
不確かさ考慮ケース

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-8.80 -9.01

-8.48 -8.71

-8.24 -8.44

-8.43 -8.49

-8.20 -8.28

-8.89 -8.93

-8.69 -8.78

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-8.59 -8.80

-8.26 -8.44

-8.22 -8.31

-8.28 -8.37

-8.20 -8.28

-8.52 -8.71

-8.67 -8.83

（単位：（m））

（単位：（m））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p60 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．１ 破壊開始点の不確かさの考慮

４．５．１（３）水位下降側：基準断層モデル③
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基準断層モデル① 基準断層モデル② 基準断層モデル③

• 破壊開始点の不確かさを考慮した検討結果を踏まえた以下のケースを対象に破壊伝播速度の不確かさを考慮した津波予測計算を実施した。

基準断層モデル①-1

（超大すべり域の位置：北へ約30km移動）

（破壊開始点：P6）

基準断層モデル①-2

（超大すべり域の位置：南へ約60km移動）

（破壊開始点：P6）

基準断層モデル②-1

（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）

（破壊開始点：P5）

基準断層モデル②-2

（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）

（破壊開始点：P5）

基準断層モデル③-1

（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）

（破壊開始点：P6）

基準断層モデル③-2

（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）

（破壊開始点：P6）

■ 水位上昇側

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p168 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．２ 破壊伝播速度の不確かさの考慮

４．５．２（１）不確かさの考慮方法（１／２）
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基準断層モデル① 基準断層モデル② 基準断層モデル③

基準断層モデル①-1

（超大すべり域の位置：北へ約30km移動）

（破壊開始点：P6）

基準断層モデル①-2

（超大すべり域の位置：南へ約60km移動）

（破壊開始点：P4）

基準断層モデル②-1

（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）

（破壊開始点：P5）

基準断層モデル②-2

（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）

（破壊開始点：P1）

基準断層モデル③-1

（大すべり域・超大すべり域の位置：基準）

（破壊開始点：P5）

基準断層モデル③-2

（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動）

（破壊開始点：P6）

■ 水位下降側

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p169 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．２ 破壊伝播速度の不確かさの考慮

４．５．２（１）不確かさの考慮方法（２／２）
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破壊開始点位置(P6)
（ライズタイム：60（s））

【基準断層モデル①-1（超大すべり域の位置：北へ約30km移動，破壊開始点位置：P6）】

破壊伝播速度 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 18.42 17.33 17.32 17.15 16.04 16.20 決定ケース

1.0（km/s） 16.74 14.10 14.28 14.28 12.91 13.83 

1.5（km/s） 15.83 15.16 15.16 14.95 13.76 13.89 

2.0（km/s） 16.70 16.07 16.09 15.79 14.68 14.71 

2.5（km/s） 17.31 16.48 16.48 16.20 15.13 15.18 

【基準断層モデル①-2（超大すべり域の位置：南へ約60km移動，破壊開始点位置：P6）】

破壊伝播速度 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 15.11 14.64 14.65 14.60 13.69 14.04 

1.0（km/s） 16.02 15.29 15.38 15.38 13.94 14.56 

1.5（km/s） 16.59 15.14 15.32 15.46 14.16 14.70 

2.0（km/s） 16.62 15.12 15.36 15.38 14.15 14.54 

2.5（km/s） 16.42 15.06 15.31 15.29 14.04 14.38 

破壊開始点位置（P6）
（ライズタイム：60（s））

（単位：（m））

（単位：（m））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p170 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．２ 破壊伝播速度の不確かさの考慮

４．５．２（２）水位上昇側：基準断層モデル①
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破壊開始点位置(P5)
（ライズタイム：60（s））

【基準断層モデル②-1（大すべり域・超大すべり域の位置：基準，破壊開始点位置：P5）】

破壊伝播速度 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 16.34 14.13 14.29 14.21 12.36 13.36 

1.0（km/s） 18.86 17.03 17.40 17.55 15.50 15.34 決定ケース

1.5（km/s） 17.62 16.06 16.32 16.34 14.53 14.40 

2.0（km/s） 17.26 15.52 15.87 15.88 14.05 13.97 

2.5（km/s） 17.14 15.27 15.55 15.54 13.72 13.74 

破壊伝播速度 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 11.80 11.20 11.31 11.34 9.75 10.84

1.0（km/s） 14.01 12.62 12.97 13.22 12.50 12.12 

1.5（km/s） 12.78 11.55 11.85 12.11 11.35 11.01 

2.0（km/s） 12.32 11.05 11.35 11.57 10.77 10.48 

2.5（km/s） 12.15 10.80 11.09 11.27 10.42 10.17 

破壊開始点位置（P5）
（ライズタイム：60（s））

【基準断層モデル②-2（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動，破壊開始点位置：P5）】

（単位：（m））

（単位：（m））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p171 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．２ 破壊伝播速度の不確かさの考慮

４．５．２（２）水位上昇側：基準断層モデル②
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破壊開始点位置(P6)
（ライズタイム：60（s））

【基準断層モデル③-1（大すべり域・超大すべり域の位置：基準，破壊開始点位置：P6）】

破壊伝播速度 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 21.58 18.85 19.50 19.60 16.46 17.16 決定ケース

1.0（km/s） 15.43 14.00 14.16 14.38 13.57 13.39 

1.5（km/s） 17.92 16.04 16.58 16.85 15.35 14.79 

2.0（km/s） 19.44 16.93 17.72 18.15 16.00 15.58 

2.5（km/s） 19.97 17.51 18.32 18.79 16.27 16.06 

破壊伝播速度 敷地前面
1号

取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考

基準（同時破壊） 18.19 16.44 16.71 16.57 14.08 15.75

1.0（km/s） 18.58 16.28 16.54 16.56 14.28 15.23 

1.5（km/s） 20.46 17.57 17.74 17.67 14.97 16.98 

2.0（km/s） 20.60 17.74 17.89 17.75 15.08 17.02 

2.5（km/s） 20.40 17.68 17.88 17.67 15.02 16.55 

破壊開始点位置（P6）
（ライズタイム：60（s））

【基準断層モデル③-2（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動，破壊開始点位置：P6）】

（単位：（m））

（単位：（m））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p172 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．２ 破壊伝播速度の不確かさの考慮

４．５．２（２）水位上昇側：基準断層モデル③
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【基準断層モデル①-1（超大すべり域の位置：北へ約30km移動，破壊開始点位置：P6）】

【基準断層モデル①-2（超大すべり域の位置：南へ約60km移動，破壊開始点位置：P4）】

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -8.61 

1.0（km/s） -10.22 決定ケース

1.5（km/s） -10.14 

2.0（km/s） -9.97 

2.5（km/s） -9.79 

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -9.18 

1.0（km/s） -8.61 

1.5（km/s） -8.37 

2.0（km/s） -8.67 

2.5（km/s） -8.82 

破壊開始点位置(P6)

破壊開始点位置（P4）

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-8.53 -8.63 

-10.24 -10.12 

-10.16 -10.04 

-10.03 -9.93 

-9.81 -9.79 

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-9.16 -9.21 

-8.45 -8.67 

-8.25 -8.37 

-8.51 -8.67 

-8.64 -8.85 

（単位：（m））

（単位：（m））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p62 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．２ 破壊伝播速度の不確かさの考慮

４．５．２（３）水位下降側：基準断層モデル①



165

破壊開始点位置(P5)

破壊開始点位置（P1）

【基準断層モデル②-1（大すべり域・超大すべり域の位置：基準，破壊開始点位置：P5）】

【基準断層モデル②-2（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動，破壊開始点位置：P1）】

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -7.72

1.0（km/s） -10.38 決定ケース

1.5（km/s） -9.89 

2.0（km/s） -9.42 

2.5（km/s） -9.08 

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -8.96

1.0（km/s） -8.13 

1.5（km/s） -8.34 

2.0（km/s） -8.44 

2.5（km/s） -8.55 

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-7.82 -7.75

-10.35 -10.23 

-9.87 -9.88 

-9.40 -9.46 

-9.04 -9.10 

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-8.81 -9.03

-7.98 -8.11 

-8.21 -8.37 

-8.31 -8.48 

-8.38 -8.60 

（単位：（m））

（単位：（m））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p63 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．２ 破壊伝播速度の不確かさの考慮

４．５．２（３）水位下降側：基準断層モデル②
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破壊開始点位置(P5)

破壊開始点位置（P6）

【基準断層モデル③-1（大すべり域・超大すべり域の位置：基準，破壊開始点位置：P5）】

【基準断層モデル③-2（大すべり域・超大すべり域の位置：南へ約40km移動，破壊開始点位置：P6）】

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -8.98

1.0（km/s） -9.78 決定ケース

1.5（km/s） -9.23 

2.0（km/s） -8.94 

2.5（km/s） -8.76 

破壊開始点 2号取水口前面 備考

基準（同時破壊） -8.78

1.0（km/s） -9.20 

1.5（km/s） -8.93 

2.0（km/s） -8.82 

2.5（km/s） -8.73 

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-8.80 -9.01

-9.73 -9.77 

-9.21 -9.23 

-8.89 -8.93 

-8.75 -8.81 

（参考）
1号取水口前面

（参考）
3号取水口前面

-8.59 -8.80

-9.09 -9.25 

-8.79 -8.97 

-8.67 -8.83 

-8.58 -8.76 

（単位：（m））

（単位：（m））

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p64 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．２ 破壊伝播速度の不確かさの考慮

４．５．２（３）水位下降側：基準断層モデル③
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特性化モデル
大すべり域・

超大すべり域の位置

波源特性の不確かさ ２号取水口前面

破壊開始点 破壊伝播速度 最大水位下降量（m）

基準断層モデル①-1 北へ約30km移動 P6 1.0（km/s） -10.22 

基準断層モデル②-1 基準 P5 1.0（km/s） -10.38 

基準断層モデル③-1 基準 P5 1.0（km/s） -9.78 

【水位下降側の評価】

• 水位下降側評価の妥当性を確認するため，各基準断層モデルの大すべり域・超大すべり域の評価位置前後を対象に破壊開始点，破壊伝播速度の
不確かさを考慮した検討を実施した。

位置 備考

北へ約40km移動

北へ約30km移動 評価位置

北へ約20km移動

位置 備考

北へ約10km移動

基準 評価位置（決定位置）

南へ約10km移動

位置 備考

北へ約10km移動

基準 評価位置

南へ約10km移動

位置：北へ約30km移動 位置：基準 位置：基準

【検討ケース】
基準断層モデル①-1 基準断層モデル②-1 基準断層モデル③-1

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-1 p8 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．３ 水位下降側評価の妥当性確認

４．５．３（１）検討方針
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①破壊開始点の不確かさの考慮（破壊伝播速度：2.0（km/s））

北へ約40km移動 北へ約30km移動

（評価位置）

北へ約20km移動

• 「北へ約20km移動ケース」が最大となったものの，「北へ約30km移動ケース（評価位置）」の最大水位下降量と比較して，有意な差は認められないこと
を確認した。

• なお，「北へ約20km移動ケース」の最大水位下降量は，水位下降側評価最大ケース（基準断層モデル②）の最大水位下降量に包含されることを確認
した。

②破壊伝播速度の不確かさの考慮

破壊伝播
速度

北へ約40km移動
（破壊開始点：P6）

北へ約30km移動
（破壊開始点：P6）

北へ約20km移動
（破壊開始点：P6）

最大水位
下降量（m）

継続時間
（分）※

最大水位
下降量（m）

継続時間
（分）※

最大水位
下降量（m）

継続時間
（分）※

基準
（同時破壊）

-8.81 1.9 -8.61 1.8 -8.26 1.5

1.0（km/s） -10.25 2.6 -10.22 2.6 -10.26 2.6

1.5（km/s） -10.16 2.5 -10.14 2.5 -10.02 2.5

2.0（km/s） -10.01 2.5 -9.97 2.5 -9.83 2.4

2.5（km/s） -9.91 2.5 -9.79 2.4 -9.58 2.3

■検討モデル

■津波予測計算結果

破壊開始点
最大水位下降量（m）

備考北へ約40km
移動

北へ約30km
移動

北へ約20km
移動

基準
（同時破壊）

-8.81 -8.61 -8.26 

P1 -9.04 -8.86 -8.54 

P2 -9.73 -9.63 -9.54 

P3 -9.81 -9.66 -9.54 

P4 -9.02 -8.85 -8.58 

P5 -9.77 -9.74 -9.63 

P6 -10.01 -9.97 -9.83 
破壊伝播速度
検討ケース

※：取水口敷高（T.P.-7.04m(O.P.-6.3m)）を下回る継続時間

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-1 p9 再掲
Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．３ 水位下降側評価の妥当性確認

４．５．３（２）津波予測計算：基準断層モデル①（最大水位下降量）
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北へ約40km移動 北へ約30km移動（評価位置） 北へ約20km移動

■２号取水口前面における水位時刻歴波形

■最大水位下降量分布

北へ約20km移動北へ約40km移動

北へ約30km移動（評価位置）

• 各断層モデル最大ケースの最大水位下降量分布，２号取水口前面における水位時刻歴波形を以下に示す。

取水口敷高※

※：T.P.-7.04m（O.P.-6.3m）

取水口敷高※

取水口敷高※

第404回審査会合（H28.9.30） 資料3-1 p10 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．３ 水位下降側評価の妥当性確認

４．５．３（２）津波予測計算：基準断層モデル①（水位分布及び水位時刻歴波形）
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■検討モデル

基準

（評価位置（決定位置））

• 検討の結果，評価値（水位下降側評価最大ケース）に変更は無いことを確認した。

①破壊開始点の不確かさの考慮（破壊伝播速度：2.0（km/s））

■津波予測計算結果

北へ約10km移動 南へ約10km移動

破壊開始点

最大水位下降量（m）

備考北へ約10km
移動

基準
南へ約10km

移動

基準
（同時破壊）

-7.64 -7.72 -8.23

P1 -7.69 -7.73 -7.47 

P2 -8.13 -8.28 -8.21 

P3 -8.41 -8.61 -8.64 

P4 -8.19 -8.35 -8.46 

P5 -9.33 -9.42 -9.37 
破壊伝播速度
検討ケース

P6 -8.95 -9.07 -9.03 

②破壊伝播速度の不確かさの考慮

破壊伝播
速度

北へ約10km移動
（破壊開始点：P5）

基準
（破壊開始点：P5）

南へ約10km移動
（破壊開始点：P5）

最大水位
下降量（m）

継続時間
（分）※

最大水位
下降量（m）

継続時間
（分）※

最大水位
下降量（m）

継続時間
（分）※

基準
（同時破壊）

-7.64 2.3 -7.72 2.4 -8.23 2.2

1.0（km/s） -10.37 2.7 -10.38 2.6 -10.33 2.6

1.5（km/s） -9.87 2.8 -9.89 2.7 -9.84 2.7

2.0（km/s） -9.33 2.8 -9.42 2.7 -9.37 2.7

2.5（km/s） -9.01 2.8 -9.08 2.7 -9.03 2.6

※：取水口敷高（T.P.-7.04m(O.P.-6.3m)）を下回る継続時間

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-1 p11 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．３ 水位下降側評価の妥当性確認

４．５．３（２）津波予測計算：基準断層モデル②（最大水位下降量）
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北へ約10km移動 基準（評価位置） 南へ約10km移動

■２号取水口前面における水位時刻歴波形

■最大水位下降量分布

南へ約10km移動北へ約10km移動

基準（評価位置）

• 各断層モデル最大ケースの最大水位下降量分布，２号取水口前面における水位時刻歴波形を以下に示す。

取水口敷高※

※：T.P.-7.04m（O.P.-6.3m）

取水口敷高※

取水口敷高※

第404回審査会合（H28.9.30） 資料3-1 p12 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．３ 水位下降側評価の妥当性確認

４．５．３（２）津波予測計算：基準断層モデル②（水位分布及び水位時刻歴波形）
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• 検討の結果，評価値（水位下降側評価最大ケース）に変更は無いことを確認した。

北へ約10km移動 基準

（評価位置）

南へ約10km移動

①破壊開始点の不確かさの考慮（破壊伝播速度：2.0（km/s））

■津波予測計算結果

■検討モデル

破壊開始点

最大水位下降量（m）

備考北へ約10km
移動

基準
南へ約10km

移動

基準
（同時破壊）

-9.01 -8.98 -8.91

P1 -8.70 -8.70 -8.70 

P2 -8.52 -8.46 -8.47 

P3 -8.56 -8.46 -8.42 

P4 -8.47 -8.39 -8.41 

P5 -8.78 -8.94 -8.86 
破壊伝播速度
検討ケース

P6 -8.79 -8.79 -8.81 
破壊伝播速度
検討ケース

②破壊伝播速度の不確かさの考慮

破壊伝播
速度

北へ約10km移動
（破壊開始点：P6）

基準
（破壊開始点：P5）

南へ約10km移動
（破壊開始点：P5）

最大水位
下降量（m）

継続時間
（分）※

最大水位
下降量（m）

継続時間
（分）※

最大水位
下降量（m）

継続時間
（分）※

基準
（同時破壊）

-9.01 2.0 -8.98 2.3 -8.91 2.2

1.0（km/s） -8.66 3.0 -9.78 2.9 -9.60 2.8

1.5（km/s） -8.74 2.7 -9.23 2.8 -9.13 2.7

2.0（km/s） -8.79 2.6 -8.94 2.7 -8.86 2.6

2.5（km/s） -8.83 2.5 -8.76 2.7 -8.69 2.5

※：取水口敷高（T.P.-7.04m(O.P.-6.3m)）を下回る継続時間

第404回審査会合（H28.9.30）
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北へ約10km移動 基準（評価位置） 南へ約10km移動

■２号取水口前面における水位時刻歴波形

■最大水位下降量分布

南へ約10km移動北へ約10km移動

基準（評価位置）

• 各断層モデル最大ケースの最大水位下降量分布，２号取水口前面における水位時刻歴波形を以下に示す。

取水口敷高※

※：T.P.-7.04m（O.P.-6.3m）

取水口敷高※

取水口敷高※

第404回審査会合（H28.9.30） 資料3-1 p14 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．３ 水位下降側評価の妥当性確認

４．５．３（２）津波予測計算：基準断層モデル③（水位分布及び水位時刻歴波形）
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資料3-1 p15 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．３ 水位下降側評価の妥当性確認

４．５．３（３）まとめ

特性化モデル
大すべり域・
超大すべり域

の位置

波源特性の不確かさ ２号取水口前面

破壊開始点 破壊伝播速度
最大水位下降量

（m）
取水口敷高を下回る

継続時間（分）

基準断層モデル
①-1

北へ約30km
移動

P6 1.0（km/s） -10.22 2.6

基準断層モデル
②-1

基準 P5 1.0（km/s） -10.38 2.6

基準断層モデル
③-1

基準 P5 1.0（km/s） -9.78 2.9

２号機非常用海水ポンプの運転可能継続時間 約26

【水位下降側】

• 各基準断層モデルの大すべり域・超大すべり域の評価位置前後を対象に破壊開始点，破壊伝播速度の不確かさを考慮した検討を実施し，水位下降側
の評価は妥当であることを確認した。
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• 水位上昇側について，「基準断層モデル①-1」と「基準断層モデル③-1」は，同時破壊ケースが決定ケースとなる一方で，「基準断層モデル②-1」は，破壊開
始点を設けたケースが決定ケースとなり，基準断層モデル間で不確かさの影響度合いに違いが見られることから，その要因を分析した。

• 破壊開始点，破壊伝播速度が津波高さに与える影響について，内閣府中央防災会議（2003）では，東海・東南海・南海地震の断層モデルを用いて検討し，
以下のとおり考察している。

【同時破壊ケースに対する破壊開始点及び破壊伝播速度を変化させた場合の影響】

 破壊が伝播していく方向では，津波のディレクティビティ効果により，津波高さは大きくなる。また，その程度は破壊伝播速度が遅いほど大きい。

 逆に，反対側の津波高さは小さくなる。

断層モデルと破壊開始点の位置

（内閣府中央防災会議（2003））

：Vr＝1.0km/s

：Vr＝2.0km/s

：Vr＝2.7km/s

：Vr＝3.0km/s

破壊開始点：東側

破壊開始点：西側

破壊開始点：中央

破壊開始点，破壊伝播速度を考慮した場合の津波の高さ（Vr＝∞に対する比）（内閣府中央防災会議（2003）に一部加筆 ）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p177 再掲

Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．４ 波源特性の不確かさの影響分析

４．５．４（１）検討方針（１／２）
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水位時刻歴波形の比較位置

：水深200m位置

：水深100m位置（基準津波策定位置）

：発電所位置（２号取水口前面）

• 内閣府中央防災会議（2003）の知見を参考として，各基準断層モデルにおける同時破壊ケースと破壊開始点設定ケースの水位時刻歴波形を比較し，
各モデル間の違いを整理した。

• また，それらの要因について，津波高さに支配的となる地殻変動量分布と破壊開始点位置の関係の違いから考察した。

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p178 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．４ 波源特性の不確かさの影響分析

４．５．４（１）検討方針（２／２）
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：同時破壊

：2.5（km/s）

：2.0（km/s）

：1.5（km/s）

：1.0（km/s）

• 「基準断層モデル②-1」は，第１波で最大水位が発生する。また，破壊開始点を設定した方が津波高さは大きくなり，その程度は，内閣府中央防災会
議（2003）の結果と同様に， 破壊伝播速度が遅いほど大きい。

• 「基準断層モデル①-1」と「基準断層モデル③-1」は，第２波で最大水位が発生する。また，破壊開始点を設定した方が津波高さは小さくなり，その程
度は，破壊伝播速度が遅いほど大きい。

水深200m地点

２号取水口前面

水深100m地点
（基準津波策定位置）

（表示時間：60分）

（表示時間：60分）

（表示時間：120分）

水深200m地点

２号取水口前面

水深100m地点
（基準津波策定位置）

（表示時間：60分）

（表示時間：60分）

（表示時間：120分）

水深200m地点

２号取水口前面

水深100m地点
（基準津波策定位置）

（表示時間：60分）

（表示時間：60分）

（表示時間：120分）

【基準断層モデル①-1】 【基準断層モデル②-1】 【基準断層モデル③-1】

：同時破壊

：2.5（km/s）

：2.0（km/s）

：1.5（km/s）

：1.0（km/s）

：同時破壊

：2.5（km/s）

：2.0（km/s）

：1.5（km/s）

：1.0（km/s）

最大水位（第２波）

最大水位

（第２波）

最大水位（第２波）

最大水位（第１波）

最大水位（第１波）

最大水位（第１波）

最大水位（第２波）

最大水位

（第２波）

最大水位（第２波）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p179 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．４ 波源特性の不確かさの影響分析

４．５．４（２）水位時刻歴波形の比較
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• 「基準断層モデル①-1」と「基準断層モデル③-1」は，「基準断層モデル②-1」と比較して，海溝側の地殻変動量が沿岸の津波高さに与える影響が大きい。

• 破壊開始点（P4～P6）は海溝沿いより陸側に位置することから，津波のディレクティビティ効果により 「基準断層モデル①-1」と「基準断層モデル③-1」は，
同時破壊ケースに比べて破壊開始点を設けたケースの津波高さが小さくなる。

• 一方， 「基準断層モデル①-1」と「基準断層モデル③-1」に比べて陸側の地殻変動量が沿岸の津波高さに与える影響が大きい「基準断層モデル②-1」は，
津波のディレクティビティ効果により破壊開始点を設けたケースの方が津波高さが大きくなる。

■各モデルのすべり量分布・破壊開始点位置（上図）と地殻変動量分布（ライズタイム300（s）相当，下図）

基準断層モデル①-1 基準断層モデル②-1 基準断層モデル③-1

P1

P2

P3

P4

P5

P6

P1

P2

P3

P4

P5

P6

P1

P2

P3

P4

P5

P6

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p180 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．４ 波源特性の不確かさの影響分析

４．５．４（３）分析結果
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• 水位上昇側について，「基準断層モデル①-1」と「基準断層モデル③-1」は同時破壊ケースが決定ケースとなる一方で， 「基準断層モデル②-1」は
破壊開始点を設けたケースが決定ケースとなり，基準断層モデル間で不確かさの影響度合いに違いが見られたことから，その要因を分析した。

• 分析の結果，沿岸の津波高さに与える影響が大きい地殻変動範囲と破壊開始点の位置関係の違いによるものと考えられる。

• なお，水位下降側については，各モデルともに破壊開始点を設けたケースが決定ケースとなり，最低水位は第１波以降の後続波で評価されている。
これは，破壊開始点を設定することに伴う津波の増幅効果によるものと考えられる（下図参照） 。

【基準断層モデル①-１（破壊開始点：P6）】 【基準断層モデル②-１（破壊開始点：P5）】

【基準断層モデル③-１（破壊開始点：P5）】

■水位下降側決定ケースの２号取水口前面における水位時刻歴波形

最低水位

最低水位

最低水位

：同時破壊

：2.5（km/s）

：2.0（km/s）

：1.5（km/s）

：1.0（km/s）

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p181 再掲Ⅰ．第４章 ４．５ 津波予測計算 ４．５．４ 波源特性の不確かさの影響分析

４．５．４（４）まとめ
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• M９クラスの巨大地震の発生要因に応じた各波源特性の不確かさを適切に考慮するため，3.11地震の破壊現象を表すモデルとして，広域～発電所周辺の痕跡高及び
観測波形を良好に再現する再現モデル（基準断層モデル）を設定するとともに，発電所の津波高さに与える影響が大きい宮城県沖の大すべり域のさらなる不確かさを
考慮できるモデルとして，特性化モデル（基準断層モデル）を設定した。

「東北地方太平洋沖型の地震」

の震源域

（地震本部（2019）に一部加筆）

破壊伝播特性（破壊開始点，破壊伝播速度）の不確かさ

■再現モデル（基準断層モデル） ■特性化モデル（基準断層モデル）

波源モデルの形状（走向，傾斜
角，すべり角）の不確かさ

 

基準断層モデル④

基準断層モデル⑤

基準断層モデル⑥

 女川再現モデル

 内閣府（2012a）モデル

 既往津波の組合せモデル

大すべり域の位置の不確かさ

 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮したモデル

大
す
べ
り
域
の
さ
ら
な
る

不
確
か
さ
を
考
慮
で
き
る
モ
デ
ル

基準断層モデル①-1 基準断層モデル②-1

 広域の津波特性を考慮したモデル

基準断層モデル③-1

基準断層モデル①-2 基準断層モデル②-2

基準断層モデル③-2

再現モデル（基準断層モデル）設定の考え方 名称 Mw

A．広域の津波高を良好に再現する
モデル
B．発電所敷地周辺の津波高，発電
所港湾内で取得した観測波形を良好
に再現するモデル
C．発電所前面海域における観測波
形を良好に再現するモデル

B・C 女川再現モデル 8.94

A・B・C 内閣府（2012a）モデル 9.0

B・C 既往津波の組合せモデル 8.93

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-1 p73 一部修正

Ⅰ．第４章 ４．６ 基礎検討用モデル・影響検討用モデルを用いた検討

４．６．１ 概要：申請時
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 女川再現モデル・内閣府（2012a）モデルは，3.11地震時に見られた宮城県沖における大すべり域の位置の不確かさが発電所の津波高さに与える影響を検討するモデルであるととも
に，特性化モデル設定にあたって反映が必要な知見を整理する（基となる）モデルでもあることを踏まえ，基準断層モデルから基礎検討用モデルとして位置付けを変更した。

 既往津波の組合せモデルは，3.11地震を基本として，土木学会（2002，2016）で示される不確かさの考慮方法を適用した場合の影響を検討するモデルであり，プレート境界面の形状
や3.11地震の破壊現象を表すモデルでは無いことを踏まえ，基準断層モデルから影響検討用モデルとして位置付けを変更した。

 以上から，特性化モデルのみを，「東北地方太平洋沖の地震」に起因する津波の評価に用いる基準断層モデルとした。

「東北地方太平洋沖型の地震」

の震源域

（地震本部（2019）に一部加筆）

大すべり域の位置の検討，破壊伝播特性の不確かさ

■基準断層モデル

波源モデルの形状（走向，傾斜角，すべり角）の不確かさ

影響検討用モデル

 既往津波の組合せモデル

宮城県沖の大すべり域の位置の不確かさ

 広域の津波特性を考慮したモデル

基準断層モデル①-1 基準断層モデル①-2

 宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮したモデル

基準断層モデル②-1

基準断層モデル③-1

基準断層モデル②-2

基準断層モデル③-2

基礎検討用モデル①

 女川再現モデル

基礎検討用モデル②

 内閣府（2012a）モデル

【3.11地震の再現項目】
- 広域の痕跡高
- 沖合いの観測波形
- 発電所前面海域の観測波形

【3.11地震の再現項目】
- 沖合いの観測波形
- 発電所前面海域の観測波形

【3.11地震の再現項目】
- 沖合いの観測波形
- 発電所前面海域の観測波形

■基礎検討用モデル

■影響検討用モデル

知見の
反映

 

第378回審査会合（H28.7.8）
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Ⅰ．第４章 ４．６ 基礎検討用モデル・影響検討用モデルを用いた検討

４．６．１ 概要：基準断層モデルの再整理
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■基礎検討用モデル①
【設定フロー】

各項目の再現性の確認

■断層面の設定

－ 藤井・佐竹40枚断層モデル（ver4.0）を用いる。
－ なお，断層上縁深さについては，発電所敷地周

辺の津波高，発電所港湾内で取得した観測波形
の再現を目的として，0kmから3ｋｍに変更。

■すべり量の設定

－発電所敷地周辺の津波高，発電所港湾内で取
得した観測波形を良好に再現するよう試行錯誤
的にすべり量を調整。

すべり量分布

地殻変動量分布

諸元① 諸元②

※ USGSのWphaseインバージョン解析によるモーメントテンソル解（震源メカニズム：走向193°，傾斜14°，すべり方向81°）を参照して設定。

0 0 0 0
0 0 10 20
0 5 10 20
5 15 20 20
5 15 20 20
0 5 10 15
0 5 5 15
0 5 5 5
0 2 0 0
0 0 0 0

小断層毎のすべり量

（参考）藤井・佐竹40枚断層モデル（ver.4.0）

0 0 0 0
0 0.05 3.52 0
0 3.79 5.56 5.74
0 12.44 23.35 34.45

11.57 12.65 19.87 33.62
0 4.21 8.52 30.83
0 4.34 8.82 14.09

1.28 4.98 4.27 1.95
0.59 1.94 0 0
0.62 0.14 0.2 0.01

小断層毎のすべり量

地殻変動量分布

すべり量分布

女川原子力
発電所

断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw (logM0-9.1)/1.5 8.94

断層面積 S（km2） 藤井・佐竹（ver.4.0） 100,000

平均応力降下量 ⊿σ（MPa） 7/16・M0・（S/π）-3/2 2.47

剛性率 μ（N/m2） 土木学会（2016） 5.0×1010

平均すべり量 D(m) 東北電力（2011） 6.43

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μSD 3.2×1022

断層パラメータ 設定方法 設定値

走向 θ（°） 藤井・佐竹（ver.4.0）※ 193

断層上縁深さ d（km） 東北電力（2011） 3

傾斜角 δ（°） 藤井・佐竹（ver.4.0）※ 14

すべり角 λ（°） 藤井・佐竹（ver.4.0）※ 81

最大すべり量 Dmax(m) 東北電力（2011） 20.00

ライズタイム τ（s） 東北電力（2011） 60

第378回審査会合（H28.7.8）
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Ⅰ．第４章 ４．６ 基礎検討用モデル・影響検討用モデルを用いた検討 ４．６．２ 基礎検討用モデル①（女川再現モデル）

４．６．２（１）設定概要
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項目 変動範囲

位置
基準，北へ約10km，約20km，約30km，約40km，約50km，
南へ約10km，約20km，約30km，約40km，約50km移動

• 国内外の地震学的・地質学的・測地学的知見から，大すべり域の位置は宮城県沖と考えられるが，破壊位置にゆらぎが存在する可能性（不確かさ）
を考慮した検討を実施した。

• 変動範囲について，同モデルは，3.11地震における宮城県沖の破壊現象を再現するモデルであることを考慮して，宮城県沖の領域内で検討した。

大すべり域の位置の不確かさの検討範囲

（地震調査研究推進本部（2019）に一部加筆）

宮城県沖の

固着域

北及び南へ
約10km，約20km，
約30km，約40km，
約50km移動

：大すべり域の位置

（基準位置）

基礎検討用モデル①

女川原子力

発電所

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p75 一部修正

Ⅰ．第４章 ４．６ 基礎検討用モデル・影響検討用モデルを用いた検討 ４．６．２ 基礎検討用モデル①（女川再現モデル）

４．６．２（２）波源特性の不確かさの考慮
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パラメータの変動範囲
敷地前面

1号
取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考
位置

北へ約50km移動 10.29 10.13 10.15 10.15 9.46 9.38 

北へ約40km移動 12.41 12.11 12.15 12.14 11.09 11.20 

北へ約30km移動 11.85 11.71 11.73 11.66 10.69 10.81 

北へ約20km移動 11.84 11.56 11.58 11.58 10.79 10.80 

北へ約10km移動 12.16 11.82 11.88 11.88 11.19 11.16 

基準 12.46 12.22 12.21 12.16 11.57 11.52 

南へ約10km移動 12.69 12.35 12.31 12.29 11.80 11.68 

南へ約20km移動 12.90 12.59 12.60 12.62 12.27 12.10 

南へ約30km移動 13.83 13.44 13.41 13.39 13.26 13.09 

南へ約40km移動 15.07 14.23 14.35 14.37 14.39 14.06 

南へ約50km移動 15.89 15.00 15.22 15.24 15.22 14.78 決定ケース

（単位：（m））

検討した大すべり域の位置

：パラメータスタディ範囲

：基準位置

：決定ケース（南へ約50km移動）

第378回審査会合（H28.7.8）
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Ⅰ．第４章 ４．６ 基礎検討用モデル・影響検討用モデルを用いた検討 ４．６．２ 基礎検討用モデル①（女川再現モデル）

４．６．２（３）津波予測計算結果：水位上昇側
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パラメータの変動範囲 2号取水口
前面

備考
位置

北へ約50km移動 -6.99 

北へ約40km移動 -7.09 

北へ約30km移動 -6.08 

北へ約20km移動 -5.28 

北へ約10km移動 -6.71 

基準 -8.02 

南へ約10km移動 -8.25 決定ケース

南へ約20km移動 -7.77 

南へ約30km移動 -6.75 

南へ約40km移動 -7.08 

南へ約50km移動 -7.49 

（単位：（m））

検討した大すべり域の位置

：パラメータスタディ範囲

：基準位置

：決定ケース（南へ約10km移動）

（参考）
1号取水口

前面

（参考）
3号取水口

前面

-7.00 -6.89 

-6.88 -6.97 

-6.29 -6.08 

-5.21 -5.31 

-6.82 -6.74 

-8.02 -8.02 

-8.16 -8.34 

-7.80 -7.75 

-6.88 -6.72 

-7.01 -7.05 

-7.42 -7.52 

第378回審査会合（H28.7.8）
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Ⅰ．第４章 ４．６ 基礎検討用モデル・影響検討用モデルを用いた検討 ４．６．２ 基礎検討用モデル①（女川再現モデル）

４．６．２（３）津波予測計算結果：水位下降側



186Ⅰ．第４章 ４．６ 基礎検討用モデル・影響検討用モデルを用いた検討 ４．６．３ 基礎検討用モデル②（内閣府（2012a）モデル）

４．６．３（１）設定概要

 

女川原子力
発電所

【設定フロー】

• 沖合い等の津波観測記録，陸域・海域の地殻変動量，沿岸の津波痕跡高の再現性を考慮したインバージョンモデル（内閣府（2012a））である。

■プレート境界面形状の設定

－ 約5kmメッシュの小断層ブロック（総数：4574）でプレート境界面を再現

－ 断層面（すべり量を与える面）として98の小断層に分割

■インバージョン解析

評価関数：津波観測波形，地殻変動データ，津波痕跡データ

各項目の再現性の確認

断層すべり量分布（60秒間隔）

地殻変動量（上下動）分布（60秒間隔）

基礎検討用モデル②

：ケーブル式海底水圧計(JAMSTEC)

：ケーブル式海底水圧計（東大地震研)

：ケーブル式海底水圧計（気象庁）

：GPS波浪計（国土交通省）

：原子力発電所潮位計

諸元

すべり量分布（合計） 地殻変動量（上下動）分布（合計）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw） 9.0

断層面積（S） 119,974（km2）

平均応力降下量（⊿σ） 2.47（MPa）

剛性率（μ） 4.1×1010（N/m2）

平均すべり量 8.55（m）

最大すべり量 49.58（m）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo） 4.2×1022（Nm）

すべり角（λ）
太平洋プレートの運動方向に

基づいて設定

ライズタイム（τ）
断層すべり量分布，地殻変動

量（上下動）分布のとおり

第378回審査会合（H28.7.8） 資料1-2 p78 再掲
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基礎検討用モデル②

女川原子力

発電所

• 国内外の地震学的・地質学的・測地学的知見から，大すべり域の位置は宮城県沖と考えられるが，破壊位置にゆらぎが存在する可能性（不確かさ）
を考慮した検討を実施した。

• 変動範囲について，同モデルは，3.11地震における宮城県沖の破壊現象を再現するモデルであることを考慮して，宮城県沖の領域内で検討した。

：大すべり域の位置

（基準位置）

項目 変動範囲

位置
基準，北へ約10km，約20km，約30km，約40km，約50km，
南へ約10km，約20km，約30km，約40km，約50km移動

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p79 一部修正

Ⅰ．第４章 ４．６ 基礎検討用モデル・影響検討用モデルを用いた検討 ４．６．３ 基礎検討用モデル②（内閣府（2012a）モデル）

４．６．３（２）波源特性の不確かさの考慮

大すべり域の位置の不確かさの検討範囲

（地震調査研究推進本部（2019）に一部加筆）

宮城県沖の

固着域

北及び南へ
約10km，約20km，
約30km，約40km，
約50km移動
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パラメータの変動範囲
敷地前面

1号
取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考
位置

北へ約50km移動 11.98 11.79 11.76 11.75 11.59 11.54 

北へ約40km移動 11.24 10.91 10.92 10.97 10.75 10.72 

北へ約30km移動 11.86 11.62 11.66 11.68 11.11 11.17 

北へ約20km移動 11.59 11.40 11.41 11.44 10.84 10.95 

北へ約10km移動 11.68 11.42 11.39 11.33 11.16 11.18 

基準 12.61 12.18 12.18 12.14 12.00 12.01 

南へ約10km移動 13.52 12.98 13.05 13.09 12.93 12.81 

南へ約20km移動 14.92 14.55 14.50 14.50 14.18 14.17 

南へ約30km移動 16.45 16.15 16.11 16.08 15.45 15.43 

南へ約40km移動 17.54 17.15 17.03 16.92 15.93 15.86 決定ケース

南へ約50km移動 17.49 17.00 16.87 16.71 15.31 15.31 

（単位：（m））

検討した大すべり域の位置

：パラメータスタディ範囲

：基準位置

：決定ケース（南へ約40km移動）

第378回審査会合（H28.7.8）
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パラメータの変動範囲 2号取水口
前面

備考
位置

北へ約50km移動 -8.22 

北へ約40km移動 -8.50 

北へ約30km移動 -8.91 

北へ約20km移動 -8.95 

北へ約10km移動 -8.67 

基準 -9.15 

南へ約10km移動 -9.14 

南へ約20km移動 -9.61 

南へ約30km移動 -9.84 決定ケース

南へ約40km移動 -9.69 

南へ約50km移動 -9.08 

（単位：（m））

検討した大すべり域の位置

：パラメータスタディ範囲

：基準位置

：決定ケース（南へ約30km移動）

（参考）
1号取水口

前面

（参考）
3号取水口

前面

-8.27 -8.23 

-8.46 -8.52 

-8.83 -8.92 

-8.89 -8.96 

-8.63 -8.64 

-9.03 -9.16 

-9.04 -9.19 

-9.48 -9.59 

-9.80 -9.82 

-9.64 -9.66 

-9.03 -9.10 
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塩屋崎沖

地震Ⅱ

福島県沖

日本海溝

沿い浅部

影響検討用モデル

活動域 既往津波の波源モデル

領域３
1896年明治三陸地震津波（土木学会(2016) のすべり量を補正）をベースとし，過去に
津波の発生が確認されていない領域３の南端に想定。

領域５ 1793年の津波（土木学会（2016）モデル）

領域６
1978年の津波（土木学会（2016）モデル）をベースとし，地震調査研究推進本部（2012）
による宮城県沖強震動評価モデルを踏まえ断層長さを拡張して想定。

領域７ 1938年の津波（佐藤ほか（1989）塩屋崎沖地震モデルⅡ，Ⅲ）

宮城県沖～福島県沖 869年の津波（佐竹ほか（2008）モデル10）

福島県沖日本海溝沿い浅部
過去に津波の発生が確認されていないことから，日本海溝沿い浅部で発生した最大
規模の1896年明治三陸地震津波を想定。

３

５

６

７

塩屋崎沖

地震Ⅲ

宮城県沖～

福島県沖

(参考）東北地方太平洋沖型地震の震源域

（地震調査研究推進本部（2019））

【設定フロー】

各項目の再現性の確認

■断層モデルの設定

2011年東北地方太平洋沖地震の震源域を参考に，

土木学会（2002）等で示されている既往津波の

波源モデルを組合せる。

■すべり量の設定

発電所敷地周辺の津波高，発電所港湾内で取得
した観測波形を良好に再現するよう試行錯誤的に
すべり量を調整。

断層配置 地殻変動量分布

女川原子力
発電所

第378回審査会合（H28.7.8）
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■ 断層パラメータ①

※１：単独で発生した場合の剛性率μは，3.5×1010 （N/m2）であるが，連動型地震のため5.0×1010 （N/m2）に設定（土木学会（2016））。

※２：単独で発生した場合の剛性率μは，7.0×1010 （N/m2）であるが，連動型地震のため5.0×1010 （N/m2）に設定（土木学会（2016））。

■ 領域３ ■ 領域５

断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw (logM0-9.1)/1.5 8.50

長さ L（km）
1896年明治三陸地震
津波の再現モデル

210

幅 W（km） 土木学会（2016） 50

剛性率
μ

（N/m2）
土木学会（2016） 5.0×1010 ※１

すべり量 Dmax(m) 菅野ほか（2012） 13.50

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μLWD 7.09×1021

走向 θ（°） 菅野ほか（2012） 190

断層上縁深さ d（km） 土木学会（2002） 1

傾斜角 δ（°） 土木学会（2016） 20

すべり角 λ（°） 土木学会（2016） 75

ライズタイム τ（s） 相田（1986） 60

断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw (logM0-9.1)/1.5 8.36

長さ L（km） 土木学会（2016） 210

幅 W（km） 土木学会（2016） 70

剛性率
μ

（N/m2）
土木学会（2016） 5.0×1010 ※２

すべり量 Dmax(m) 菅野ほか（2012） 6.00

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μLWD 4.41×1021

走向 θ（°） 菅野ほか（2012） 205

断層上縁深さ d（km） 土木学会（2002） 17

傾斜角 δ（°） 土木学会（2016） 15

すべり角 λ（°） 土木学会（2016） 90

ライズタイム τ（s） 相田（1986） 60

第378回審査会合（H28.7.8）
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■ 断層パラメータ②

※１：単独で発生した場合の剛性率μは，7.0×1010 （N/m2）であるが，連動型地震のため5.0×1010 （N/m2）に設定（土木学会（2016））。

■ 領域６ ■ 領域７（塩屋崎Ⅱ）

断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw (logM0-9.1)/1.5 7.74

長さ L（km）
土木学会（2016）
地震本部（2012）

52

幅 W（km） 土木学会（2016） 65

剛性率
μ

（N/m2）
土木学会（2016） 5.0×1010 ※１

すべり量 Dmax(m) 菅野ほか（2012） 3.00

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μLWD 5.07×1020

走向 θ（°） 菅野ほか（2012） 205

断層上縁深さ d（km） 土木学会（2002） 25

傾斜角 δ（°） 土木学会（2016） 20

すべり角 λ（°） 土木学会（2016） 90

ライズタイム τ（s） 相田（1986） 60

断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw (logM0-9.1)/1.5 7.94

長さ L（km） 佐藤ほか（1989） 100

幅 W（km） 佐藤ほか（1989） 60

剛性率
μ

（N/m2）
土木学会（2002） 5.0×1010 ※１

すべり量 Dmax(m) 菅野ほか（2012） 3.45

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μLWD 1.04×1021

走向 θ（°） 佐藤ほか（1989） 205

断層上縁深さ d（km） 佐藤ほか（1989） 20

傾斜角 δ（°） 佐藤ほか（1989） 20

すべり角 λ（°） 佐藤ほか（1989） 90

ライズタイム τ（s） 相田（1986） 60

第378回審査会合（H28.7.8）
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■ 断層パラメータ③

※１：単独で発生した場合の剛性率μは，7.0×1010 （N/m2）であるが，連動型地震のため5.0×1010 （N/m2）に設定（土木学会（2016））。

■ 領域７（塩屋崎Ⅲ） ■ 宮城県沖～福島県沖

断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw (logM0-9.1)/1.5 7.84

長さ L（km） 佐藤ほか（1989） 100

幅 W（km） 佐藤ほか（1989） 60

剛性率
μ

（N/m2）
土木学会（2016） 5.0×1010 ※１

すべり量 Dmax(m) 菅野ほか（2012） 2.40

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μLWD 7.20×1020

走向 θ（°） 佐藤ほか（1989） 205

断層上縁深さ d（km） 佐藤ほか（1989） 20

傾斜角 δ（°） 佐藤ほか（1989） 20

すべり角 λ（°） 佐藤ほか（1989） 90

ライズタイム τ（s） 相田（1986） 60

断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw (logM0-9.1)/1.5 8.61

長さ L（km） 佐竹ほか（2008） 200

幅 W（km） 佐竹ほか（2008） 100

剛性率
μ

（N/m2）
土木学会（2016） 5.0×1010 ※１

すべり量 Dmax(m) 菅野ほか（2012） 10.50

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μLWD 1.05×1022

走向 θ（°） 佐竹ほか（2008） 202

断層上縁深さ d（km） 佐竹ほか（2008） 15

傾斜角 δ（°） 佐竹ほか（2008） 18

すべり角 λ（°） 佐竹ほか（2008） 90

ライズタイム τ（s） 相田（1986） 60

第378回審査会合（H28.7.8）
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■ 断層パラメータ④

※１：単独で発生した場合の剛性率μは，3.5×1010 （N/m2）であるが，連動型地震

のため5.0×1010 （N/m2）に設定（土木学会（2016））。

■ 福島県沖日本海溝沿い浅部

断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw (logM0-9.1)/1.5 8.50

長さ L（km）
1896年明治三陸地震
津波の再現モデル

210

幅 W（km） 土木学会（2016） 50

剛性率
μ

（N/m2）
土木学会（2016） 5.0×1010 ※１

すべり量 Dmax(m) 菅野ほか（2012） 13.50

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μLWD 7.09×1021

走向 θ（°） 菅野ほか（2012） 190

断層上縁深さ d（km） 土木学会（2002） 1

傾斜角 δ（°） 土木学会（2016） 20

すべり角 λ（°） 土木学会（2016） 75

ライズタイム τ（s） 相田（1986） 60

■連動時のモーメントマグニチュード（Mw）の算定（まとめ）

活動域
地震モーメント

Mo（Nm）
ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

Mw

領域３ 7.09×1021 8.50

領域５ 4.41×1021 8.36

領域６ 5.07×1020 7.74

領域７（塩屋崎Ⅱ） 1.04×1021 7.94

領域７（塩屋崎Ⅲ） 7.20×1020 7.84

宮城県沖～福島県沖 1.05×1022 8.61

福島県沖日本海溝沿い浅部 7.09×1021 8.50

連動時（合計） 3.13×1022 8.93

第378回審査会合（H28.7.8）
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【概略パラメータスタディ】

最大水位上昇量・

下降量決定ケース
項目 変動範囲

走向
津波地震 ：基準，基準±5°

プレート間地震 ：基準，基準±10°

項目 変動範囲

傾斜角 基準，基準±5°

すべり角 基準，基準±10°

【詳細パラメータスタディ】

基準位置（基準断層モデル） 津波地震：走向_基準＋5°

プレート間地震：走向_基準＋10°
津波地震：走向_基準－5°

プレート間地震：走向_基準－10°

（参考）断層パラメータ

走向

北

すべり角

傾斜角

断層
上縁深さ

※：土木学会（2002）では，プレート間逆断層地震のハーバードCMTによる発震機構解（1976.1～2000.1に発生したMw6.0以上深さ60km以下の地震）及び既往の断層モデル
のばらつきから変動範囲を設定。

• 土木学会（2016）を参考として，走向を変動させた検討（概略パラメータスタディ）において水位上昇量，水位下降量が最大となるケースについて，
傾斜角及びすべり角を変動させた検討（詳細パラメータスタディ）を実施した。

• 各パラメータの変動範囲については，土木学会（2002，2016）を参考に設定※した。

配置位置 地殻変動量分布 配置位置 地殻変動量分布 配置位置 地殻変動量分布

第378回審査会合（H28.7.8）
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パラメータの変動範囲 敷地
前面

1号
取水口
前面

2号
取水口
前面

3号
取水口
前面

1号
放水口
前面

2・3号
放水口
前面

備考
走向

津波地震：基準-5°
プレート間地震：基準-10°

16.18 15.25 15.13 15.03 13.57 13.76 
詳細パラメータ
スタディ①

基準 13.05 12.64 12.67 12.66 12.41 12.26 

津波地震：基準＋5°
プレート間地震：基準＋10°

15.26  14.79 14.90 14.94 13.96 13.98 
詳細パラメータ
スタディ②

■水位上昇側

■水位下降側

パラメータの変動範囲 2号
取水口
前面

備考
走向

津波地震：基準-5°
プレート間地震：基準-10°

-9.10 

基準 -9.52 

津波地震：基準＋5°
プレート間地震：基準＋10°

-10.07 詳細パラメータスタディ

津波地震：走向_基準－5°

プレート間地震：走向_基準－10°

（単位：（m））

津波地震：走向_基準＋5°

プレート間地震：走向_基準＋10°

（単位：（m））

（参考）
1号取水口

前面

（参考）
3号取水口

前面

-9.02 -9.02 

-9.45 -9.52 

-10.08 -10.06 

第378回審査会合（H28.7.8）
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■詳細パラメータスタディ①（走向：津波地震：基準-5°，プレート間地震：基準-10°）

パラメータの変動範囲
敷地前面

1号取水口
前面

2号取水口
前面

3号取水口
前面

1号放水口
前面

2・3号放水口
前面

備考
傾斜角 すべり角

基準-5°

基準－10° 15.52 14.55 14.39 14.35 12.96 13.01 

基準 16.26 14.87 14.69 14.61 13.19 13.27 

基準＋10° 16.39 14.78 14.62 14.56 12.99 13.18 

基準

基準－10° 15.78 14.88 14.73 14.71 13.31 13.43 

基準 16.18 15.25 15.13 15.03 13.57 13.76 

基準＋10° 16.41 15.26 15.10 14.98 13.37 13.67 

基準＋5°

基準－10° 16.21 15.19 15.02 14.94 13.22 13.62 

基準 17.03 15.56 15.37 15.26 13.51 13.98 決定ケース

基準＋10° 17.32 15.51 15.34 15.23 13.31 13.89 決定ケース

■詳細パラメータスタディ②（走向：津波地震：基準＋5°，プレート間地震：基準＋10°）

パラメータの変動範囲
敷地前面

1号取水口
前面

2号取水口
前面

3号取水口
前面

1号放水口
前面

2・3号放水口
前面

備考
傾斜角 すべり角

基準-5°

基準－10° 15.40 14.78 14.98 15.04 13.42 13.76 

基準 16.13 15.35 15.59 15.61 13.96 14.25 

基準＋10° 16.99 15.58 15.81 15.84 14.16 14.77 決定ケース

基準

基準－10° 14.77 14.28 14.37 14.39 13.44 13.49 

基準 15.26 14.79 14.90 14.94 13.96 13.98 

基準＋10° 15.50 14.97 15.14 15.19 14.12 14.11 

基準＋5°

基準－10° 13.68 13.35 13.44 13.43 12.72 12.72 

基準 14.25 13.86 13.94 13.90 13.24 13.21 

基準＋10° 14.46 14.02 14.08 14.07 13.37 13.33 

（単位：（m））

（単位：（m））

第378回審査会合（H28.7.8）
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４．６．４（３）津波予測計算結果：詳細パラメータスタディ（水位上昇側）
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■詳細パラメータスタディ（走向：津波地震：基準＋5°，プレート間地震：基準＋ 10°）

パラメータの変動範囲 2号取水口
前面

備考
傾斜角 すべり角

基準-5°

基準－10° -7.43 

基準 -8.11 

基準＋10° -8.61 

基準

基準－10° -9.63 

基準 -10.07 

基準＋10° -10.28 

基準＋5°

基準－10° -10.73 

基準 -10.81 

基準＋10° -10.82 決定ケース

（単位：（m））

（参考）
1号取水口

前面

（参考）
3号取水口

前面

-7.57 -7.46 

-8.28 -8.12 

-8.67 -8.64 

-9.57 -9.56 

-10.08 -10.06 

-10.38 -10.22 

-10.79 -10.72 

-10.88 -10.79 

-10.85 -10.81 

第378回審査会合（H28.7.8）

資料1-2 p90 再掲

Ⅰ．第４章 ４．６ 基礎検討用モデル・影響検討用モデルを用いた検討 ４．６．４ 影響検討用モデル（既往津波の組合せモデル）

４．６．４（３）津波予測計算結果：詳細パラメータスタディ（水位下降側）
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【基準断層モデル③の津波特性】

• 南海トラフ沿いに認められる規模の分岐
断層が，日本海溝沿いにも認められるか
どうかを地質構造の観点から検討。

分岐断層

• 小平ほか（2012）で示されている海底地すべりを対象に
津波解析を実施。

日本海溝陸側斜面の海底地すべり

• 各津波発生要因について以下の検討を実施し，それから得られる知見が基準断層モデル③に適切に反映されていることを確認した。

比較

【その他の地震】

（１）規模に関する評価

• 地質構造・地震学的見地から発生要因
に関する分析を実施して，同断層に伴う
津波の特性を整理。

（２）津波特性に関する知見の整理

• 最新の知見を収集し，同断層に伴う津波
の特性を確認。

海底活断層

（１）津波特性に関する知見の整理

【日本海溝付近の海底地すべり】

（１）津波水位の評価

（２）発電所（沿岸）の津波高さに与える影響（知見）の整理

• （１）の結果を踏まえ，日本海溝付近で発生する海底
地すべりが発電所（沿岸）の津波高さに与える影響を
整理。

• 最新の知見を収集し，海底地すべりの規模を検討。

海山付近の海底地すべり

（１）規模に関する評価

（２）発電所（沿岸）の津波高さに与える影響（知見）の整理

• （１）の結果並びに「日本海溝付近の海底地すべり」に
関する評価結果を踏まえ，発電所（沿岸）の津波高さに
与える影響を整理。

• 短周期の波を発生させる分岐断層の
地殻変動量分布と比較し，類似性が
見られるかを確認。

（１）地殻変動量分布

• 基準津波策定位置における水位時
刻歴波形を用いてスペクトル解析を
実施し，短周期成分の波が卓越する
波形特性を有しているかを確認。

（２）周期特性

• （１），（２）の結果を踏まえ，各津波発
生要因に関する知見が，基準断層モ
デル③に適切に反映されていること
を確認。

（３）各津波発生要因から得られた知見

との比較

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-1 p23 再掲Ⅰ．第４章 ４．７ 各津波発生要因に関する評価とその知見の反映

４．７．１ 検討方針
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• 日本海溝沿いは造構性侵食作用が卓越し，付加体が未発達な沈み込み帯に分類される（Bilek(2010)）。

世界の沈み込み帯の分類

（Bilek(2010)に一部加筆）

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-4 p90 再掲Ⅰ．第４章 ４．７ 各津波発生要因に関する評価とその知見の反映 ４．７．２ 分岐断層

４．７．２（１）規模に関する評価：世界の沈み込み帯の分類
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• 南海トラフでは，フィリピン海プレートの沈み込みにより，フィリピン海プレートを
覆う遠洋性堆積物と南海トラフのタービダイトが陸側プレートにはぎ取られること
によって付加体が発達し，その陸側には，下部大陸斜面，外縁隆起帯，前弧海盆，
大陸棚が広がる（芦ほか（1999），岡村（2012））。

• 付加体の内部では，プレート境界からの分岐断層の活動により，外縁隆起帯が
形成され，その内側に前弧海盆が形成されている（小出（2012））。

• 分岐断層は，単独で活動するのではなく，プレート境界地震に伴う副次的な活動
によるものとみなされている（地震調査研究推進本部（2013））。

南海トラフ沿いの海底地形

（岡村（2012））

付加体の断面図（小出（2012）に一部加筆）

第404回審査会合（H28.9.30）
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４．７．２（１）規模に関する評価：南海トラフ沿いの地質構造
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日本海溝沿いの海底地形（岡村（2012））

☆ ：3.11地震の震央

― ：右図の反射断面位置

前弧斜面（牡鹿半島沖の深海平坦面）の反射断面

（岡村（2012））

• 岡村（2012）は，日本海溝沿いの地質構造を以下のとおり整理している。

 日本海溝沿いの海底地形は，水深約3000mまでは傾斜が緩やかで起伏がほとんど無い深海平坦面が広がり，その海側で急傾斜の海溝陸側斜面と
なる。海溝陸側斜面は幅約50kmで，水深7000～8000mの日本海溝まで深くなる。

 3000m以浅の深海平坦面には，小規模な正断層が多数見られるが，圧縮変形を示す明瞭な断層・褶曲はほとんど認められず，南海トラフのような明瞭
なセグメント境界を示す構造は認められない。

 海溝陸側斜面下部には，小規模な付加体が形成されており，その内部には明瞭な構造が認められないうえ，南海トラフ海溝沿いに見られる外縁隆起
帯に，逆断層の活動を示すような連続的なリッジは認められない。

第404回審査会合（H28.9.30）
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反射地震探査の測線位置（MY102）

（Miura et al.(2005)）

P波速度構造（MY102）（Miura et al.(2005)）

低速度堆積ユニットの厚さの地域的変化

（Tsuru et al.(2002)）

• Miura et al.(2005)の宮城県沖のP波速度構造によれば，海溝軸から陸側の約25kmの範囲にP波速度3km/s未満の付加体が存在する。

• 付加体の厚さは南北方向で変化し，宮城県沖から北の範囲では宮城県沖が最も小さく，宮城県沖から南の範囲では付加体が存在しない領域（測線）もある
（Tsuru et al.(2002)）。

第404回審査会合（H28.9.30）
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東北南部（Line11）における付加体の形状（Tsuru et al.(2002)）

陸側

3.11地震後の宮城県沖における地下構造の解釈図（JAMSTEC(2012)）
調査位置（JAMSTEC(2012)）

海側

以上から，日本海溝沿いでは南海トラフ沿いに認められる規模の分岐断層は存在しないものの，付加体内部に逆断層センスの変形構造を有する付加体が
存在する。

• 宮城県沖より南部に見られる付加体は，海溝軸に向かって複数の逆断層センスの変形構造を有している（Tsuru et al.(2002)）。

• 上記変形構造は，3.11地震時に大きなすべりを生じた宮城県沖における海溝軸付近の地下構造（JAMSTEC(2012)）と同様の変形構造に見える。

低速度堆積ユニットの厚さの地域的変化

（Tsuru et al.(2002)に一部加筆）

■東北南部（Line11）における付加体の形状

■3.11地震時における宮城県沖における海溝軸の変形構造

第404回審査会合（H28.9.30）
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• Hasegawa et al.(2012)による3.11地震前後の地震分布によれば，3.11地震発生前のプレート境界地震は海溝軸から陸側に約35km離れた位置で発生して
いる。

• また，Obana et al.(2013）による3.11地震で大きなすべりを生じた領域における余震分布によれば，上盤のプレート内における地震は，海溝軸から陸側に
約45km離れた位置で発生している。

• 文部科学省（2014）は，「3.11地震の際に大きく滑った海溝軸近傍のプレート境界で，本震の前後ともに小地震の活動が見られないことは，そこで自発的
な震源核形成が起こらないことを示唆する。」としている。

• 以上の地震学的見地から，海溝軸付近に存在する付加体の固着は，プレート境界面の固着と比較して小さいと考えられる。

地質構造に関する知見，並びに地震学的見地から，付加体内部に見られる逆断層センスの変形構造は，南海トラフ沿いに認められる分岐断層と同様に，
プレート境界地震に伴う副次的な活動で発生したものと考えられる。

3.11地震前のCMT解 3.11地震後のCMT解

3.11地震前後（ 2003年1月1日～2011年9月30日）の地震分布

（Hasegawa et al.(2012)）

赤：逆断層型，青：正断層型
緑：横ずれ型，黒：その他

宮城県沖の3.11地震後（ 2011年8月～2011年11月）の余震分布

（Obana et al.(2013)）

海底地震計の設置位置と3.11地震
のすべり分布

余震分布とP波速度構造の関係

第404回審査会合（H28.9.30）
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• 奥村・後藤（2013）は，南海トラフの熊野灘外縁部に認められる地質構造をモデル化して，①プレート境界と分岐断層が各々単独で破壊する場合を想定し
た断層破壊シミュレーション※１を実施して両者の力学的な違いを考察するとともに，②同シミュレーションから得られる地殻変動を用いた津波伝播シミュ
レーション※２から，津波特性の違いを以下のとおり考察している。

① プレート境界に破壊が伝播する場合の方が，相対的に大きな最終すべり量が生じる。

② 分岐断層の破壊シナリオは，大きな津波が沿岸に到達したとしても，周期が比較的短く，陸域への総流入量は大きくなりにくい。一方，プレート境界による
破壊シナリオは，地殻変動がトラフ沿いの水深の深い海域まで生じるため，沿岸に到達する津波は大きく増幅され，より大きな水位変動をもたらす可能性
がある。

地殻の上下変動の比較※３

上：プレート境界の破壊シナリオ

下：分岐断層の破壊シナリオ

角度：最大主応力方向

津波の浸水深の比較※４海面の最大変位分布※３

■地質構造モデル（奥村・後藤（2013）に一部加筆）

付加体

5525

分岐断層の平均傾斜角：14°

10°

6°

：プレート境界モデル

：分岐断層モデル

※３：横軸は，地質構造モデルの横軸に対応

する距離。

※４：横軸は，海岸線から内陸方向への距離。

※１：動力学モデル（断層に働く応力状態，断層面の

摩擦特性をモデル化し，すべりそのものを力学

に基づいて発生させる方法）を用いて実施。

※２：非線形長波理論を用いて実施。空間格子間隔：

50m，時間格子間隔：0.1秒，計算時間：1.5時間。

■津波伝播シミュレーション※２結果（奥村・後藤（2013））

分岐点以深におけるプレート
境界面の平均傾斜角

分岐点以浅におけるプレート
境界面の平均傾斜角

分岐断層の分岐点

第404回審査会合（H28.9.30）
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地殻の上下変動の比較

（奥村・後藤（2013）に一部加筆）

付加体

5525

分岐断層の平均傾斜角：14°

10°

6°

：プレート境界モデル

：分岐断層モデル

分岐点以深におけるプレート
境界面の平均傾斜角

分岐点以浅におけるプレート
境界面の平均傾斜角

分岐断層の分岐点

• 奥村・後藤（2013）を踏まえた南海トラフ沿いの分岐断層により発生する津波の特性の整理結果を以下に示す。

上：プレート境界の破壊シナリオ

下：分岐断層の破壊シナリオ

角度：最大主応力方向

地質構造モデル

（奥村・後藤（2013）に一部加筆）

 分岐断層による破壊シナリオに伴う津波は，プレート境界による破壊シナリオに伴う津波よりも周期が短い。

 これは，分岐断層による破壊シナリオの方が，周期特性が現れる海溝沿いにおける隆起域の距離が短い（断層幅が小さい）ためと考えられる。

第404回審査会合（H28.9.30）
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• 南海トラフ沿いに認められる規模の分岐断層が，日本海溝沿いにも認められるかどうかを，両海域の地質構造の観点から検討した。

• 検討の結果，日本海溝沿いには，南海トラフ沿いに認められる規模の分岐断層は存在しないものの，付加体内部に逆断層センスの変形構造を
有する付加体が存在することを確認した。

• なお，上記変形構造は，地質構造に関する知見，並びに地震学的見地から，南海トラフ沿いに認められる分岐断層と同様に，プレート境界地震
に伴う副次的な活動で発生したものと考えられる。

（１）規模に関する評価

（２）分岐断層により発生する津波の特性に関する知見の整理

• 南海トラフ沿いで発生する分岐断層に伴う津波に関する知見（奥村・後藤（2013））から，同断層により発生する津波の特性を以下のとおり整理した。

 分岐断層による破壊シナリオに伴う津波は，プレート境界による破壊シナリオに伴う津波よりも周期が短い。

 これは，分岐断層による破壊シナリオの方が，周期特性が現れる海溝沿いにおける隆起域の距離が短い（断層幅が小さい）ためと考えられる。

第404回審査会合（H28.9.30）
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• Nakata et al.(2012)は，150mグリッドDEMデータを基にした海底地形画像解析から，日本海溝沿い周辺の海底地形には既往地震に対応する変動
地形や海底活断層が分布するとしている。

• そのうち，3.11地震は，岩手県沖南部から茨城県沖の海溝陸側斜面下部に連続する長大な海底活断層が活動したものとしている。

日本海溝沿い周辺の海底地形

（Nakata et al.(2012)）

変動地形並びに海底活断層の分布と既往地震の関係

（Nakata et al.(2012)）

岡村（2012）は，Nakata et al.（2012）について「反射断面に認められている海底下の地質構造や，3.11地震の変動については全く考慮していない。」と
している。したがって，海底活断層に関する研究動向については，引き続き注視する必要がある。

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-1 p27 一部修正Ⅰ．第４章 ４．７ 各津波発生要因に関する評価とその知見の反映 ４．７．３ 海底活断層

４．７．３（１）最新の知見の収集
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海底地形変動のシミュレーション結果

（Nakata et al.(2012)に一部加筆） 港湾空港技術研究所 岩手県南部沖GPS波浪計

で捉えた3.11地震に伴う津波の第一波

（Nakata et al.(2012)）

Tectonic bulge
Tectonic bulge

Tectonic bulge
Sanriku Escarpment

• 3.11地震は，岩手県沖南部から茨城県沖の海溝陸側斜面下部に連続する長大な海底活断層によるものと指摘する知見があるが，「反射断面に認められ
ている海底下の地質構造や，3.11地震の変動については全く考慮していない。」との指摘もあるため，今後の研究動向を引き続き注視する必要がある。

• なお，仮に，3.11地震の発生要因が，長大な海底活断層とした場合，同断層に伴う津波は短周期の波が卓越する特性を有すると考えられる。

• Nakata et al.(2012)は単一の断層面を仮定した海底地形変動のシミュレーションを実施し，同シミュレーションから得られる海底地形変動は，海溝陸側斜面
上部に認められる幅約20kmの地形的高まりを再現できるとともに，3.11地震時に岩手県南部沖のGPS波浪計で取得した津波の第一波の波形と同様の
パターンを示すとしている。

• 以上から，海底活断層により発生する津波は，短周期の波が卓越する特性を有すると考えられる。

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-1 p28 一部修正Ⅰ．第４章 ４．７ 各津波発生要因に関する評価とその知見の反映 ４．７．３ 海底活断層

４．７．３（２）津波特性に関する知見の整理
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地形変化量（m）

11km

1.5km

2.9km

11km

■海底地すべり地形の検討

• 小平ほか（2012）は，3.11地震前後の海底地形データの比較から，日本海溝陸側斜面で海底地すべりが発生したとしていることを踏まえ，小平ほか（2012）と
同様に，JAMSTEC（藤本（2005），海宝（2011））によって取得された3.11地震前後のデータを用いて地すべり地形を検討し，海底地すべり位置の水深効果が
考慮されているWatts et al.(2005)による予測式により算定される初期水位分布を用いて津波解析を実施した。

• 検討の結果，同海底地すべりによる最大水位上昇量は0.4m程度であり，発電所（沿岸）の津波高さに与える影響は小さいことを確認した。

■津波解析
地形変化量（差分図：2011年 － 2005年）

η0,2D(m) 0.56

η0,3D(m) 0.32

初期水位分布

隆起量

沈降量

最大水位上昇量分布

波源振幅の推定値

最大水位下降量分布

日本海溝陸側斜面で発生する海底地すべりに伴う津波は，水深が7000～8000mと深いために海底地すべり位置の津波振幅が小さく，発電所（沿岸）の津波
高さに与える影響は小さい※。 ※：評価の詳細は，補足説明資料「Ⅱ．３．日本海溝付近の海底地すべり」に記載。

コメントS188
第750回審査会合（R1.7.26）

資料1-5-2 p217～224 再掲（要約）

Ⅰ．第４章 ４．７ 各津波発生要因に関する評価とその知見の反映

４．７．４ 日本海溝付近の海底地すべり
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日本海溝付近の海山 （渡邊ほか（2007））

第１鹿島海山付近の模式地質断面（藤岡・平（1987）に一部加筆）

石灰岩

玄武岩

断
層

第１鹿島海山を横断する反射地震断面（西澤（2012））

（ａ）マルチチャンネル反射地震断面

（重合前深度マイグレーション断面図）

（ｂ）マルチチャンネル反射地震

断面（深度断面図）

第一鹿島海山には断層の活動に伴う小規模な崩壊地形が存在するが，大規模な海底地すべりは確認されないとしている。以上から，日本海溝付近におけ
る海山付近の海底地すべりが発電所に与える影響は小さいと考えられる※。 ※：評価の詳細は，補足説明資料「Ⅱ．４．日本海溝付近における海山付近の

海底地すべり」に記載。

コメントS188
第750回審査会合（R1.7.26）

資料1-5-2 p225～229 再掲（要約）

• 渡邉ほか（2017）は，日本海溝と伊豆・小笠原諸島日本海溝と伊豆・小笠原海溝の会合部付近に第１鹿島海山が存在し，その背後には，香取海山，第２～
５鹿島海山，岩城海山といった一連の海山列が北東側へ続くとしている。また，日本海溝と千島海溝の島弧会合部付近には襟裳海山が存在し，その東側
に広がる深海平坦面には拓洋第１海山，凌風第２海山等が分布するとしている。

• 第一鹿島海山，襟裳海山に関する最新の知見を収集した結果，両海山付近に大規模な海底地すべり地形は確認されないものの，第一鹿島海山には断層
の活動に伴う小規模な崩壊地形が存在する。

Ⅰ．第４章 ４．７ 各津波発生要因に関する評価とその知見の反映

４．７．５ 日本海溝付近における海山付近の海底地すべり
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• 基準断層モデル③-１は，基準断層モデル①-１，基準断層モデル②-１と比較して超大すべり域の幅が小さいことから，奥村・後藤（2013）に示される
南海トラフ沿いの分岐断層の地殻変動量分布に類似していることを確認した。

-5

0

5

10

15

20

-100 -50 0 50 100 150 200 250 300

地
殻
変
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量

(m
)

距離 (km)

 基準断層モデル③-1

発
電
所地殻変動量の比較※

 基準断層モデル①-1

 基準断層モデル②-1

：基準断層モデル①-１

：基準断層モデル②-１

：基準断層モデル③-１

※：ライズタイム300（s）

■すべり量分布と地殻変動量分布 ■各基準断層モデルの地殻変動量分布の比較

地殻の上下変動の比較（奥村・後藤（2013））

上：プレート境界の破壊シナリオ

下：分岐断層の破壊シナリオ

角度：最大主応力方向

■南海トラフ沿いにおける分岐断層の地殻変動量分布

すべり量分布 地殻変動量分布※

すべり量分布 地殻変動量分布※

すべり量分布 地殻変動量分布※

超大すべり域

超大すべり域

超大すべり域

Ⅰ．第４章 ４．７ 各津波発生要因に関する評価とその知見の反映 ４．７．６ 基準断層モデル③の津波特性

４．７．６（１）地殻変動量分布

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-1 p33 再掲
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■基準津波策定位置における水位時刻歴波形

 基準断層モデル①-1

 基準断層モデル②-1

 基準断層モデル③-1

• 各基準断層モデルの敷地前面最大ケース（水位上昇側）の基準津波策定位置における水位時刻歴波形を用いて，スペクトル解析を実施した。

• 基準断層モデル③-1による津波は，基準断層モデル①-1並びに基準断層モデル②-１と比較して，短周期成分の波（8分～13分程度）が卓越している
ことを確認した。

■各基準断層モデルの周期特性（スペクトル解析結果）

：基準断層モデル①-１

：基準断層モデル②-１

：基準断層モデル③-１

周期（min）

周波数（Hz）

パ
ワ
ー
ス
ペ
ク
ト
ル
（
m
2
s）

Ⅰ．第４章 ４．７ 各津波発生要因に関する評価とその知見の反映 ４．７．６ 基準断層モデル③の津波特性

４．７．６（２）周期特性

第404回審査会合（H28.9.30）

資料3-1 p34 再掲


